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第９節 四国総合通信局 

第１款 3.4GHz 超の周波数の利用状況の概況 

 3.4GHz超の周波数帯の利用状況 

 3.4GHz超の周波数を利用する無線局数及び免許人数 

 
*1 3.4GHz超の周波数を利用しているもの。第 2款から第 10款までの延べ数を集計している。複数の周波数区分・電

波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの周波数区分・電波利用システムで計上している。詳

細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 登録人（平成 27年度 51者、平成 30年度 42者）を含む。 

*3 包括免許の無線局（平成 27年度 53局、平成 30年度 233,062局）、登録局（平成 27年度 37局、平成 30年度 43局）

及び包括登録の登録局（平成 27年度 1,050局、平成 30年度 709局）を含む。 

  

管轄地域の都道府県
年度 平成27年度集計 平成30年度集計 増減

管轄地域内の免許人数（対全国比）*1 4,187者（8.4%）*2 4,206者（8.1%）*2 19者
管轄地域内の無線局数（対全国比）*1 10,459局（7.2%）*3 243,614局（2.6%）*3 233,155局

徳島県、香川県、愛媛県、高知県
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 時間利用状況 

調査票調査において「通信状態」の調査を実施した 36 電波利用システム（195 免許

人）に係る図表－四－１－１ 「通信状態」の時間帯別比較を見ると、全体的に 8割を

超える免許人が一日を通して電波を利用している。 

一方で、24 時間通信を行っていない免許人も 1割程度存在する。 

 
図表－四－１－１ 「通信状態」の時間帯別比較 

 

*1 各時間帯において、通信状態である免許人の数を表す。 

*2 図表中の免許人数の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこ

と。 

*3 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*4 24時間該当なしと回答した免許人は、24時間通信を行っていないことを示す。 

*5 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 
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調査票調査において「年間の運用状態」の調査を実施した 36電波利用システム（195

免許人）に係る図表－四－１－２ 「年間の運用状態」の日数別比較を見ると、「365日

（1 年間）」という回答が 162 免許人で最も多い。一方で、「30 日以上 150 日未満」が

16 免許人、「30日未満」が 17免許人とほぼ同数の回答が存在する。 

 
図表－四－１－２ 「年間の運用状態」の日数別比較 

 
*1 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の免許人数の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照の

こと。 

  

162

0 0

16 17

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満

（免許人数）



3-9-4 

 エリア利用状況 

図表－四－１－３ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全体的には平成 30

年度に無線局数が大きく増加している。平成 30 年度で比較すると、関東局 4,032,267

局と最も多く、次いで近畿局 1,380,104局、東海局 994,272局と続く。四国局は、243,614

局であり、全体の約 2.6％となっている。 

 
図表－四－１－３ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 
* 複数の周波数区分・電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの周波数区分・電波利用システムで計上

している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 14,645 10,881 34,426 3,422 2,944 12,509 14,199 12,149 10,114 19,315 4,667

平成27年度 15,380 12,217 36,517 3,902 2,795 12,781 14,114 12,996 10,459 19,740 5,148

平成30年度 348,656 506,959 4,032,267 210,301 180,974 994,272 1,380,104 472,650 243,614 829,247 102,381
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調査票調査において「運用区域」の調査を実施した 36 電波利用システム（195 免許

人）に係る図表－四－１－４ 「運用区域」の区域別比較を見ると、四国管内を運用区

域としているのは 192 免許人で、次いで中国管内の 32 免許人、関東管内の 22 免許人

である。 

 
図表－四－１－４ 「運用区域」の区域別比較 

 
*1 図表中の数値は、該当する区域において、過去 1 年間に無線局を運用した免許人の数を表す。記録がない場合は、

おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の免許人数の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこ

と。 

*3 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*4 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*5 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

  

海上
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 運用管理取組状況 

調査票調査において「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の調査を実施した 21

電波利用システム（134 免許人）に係る図表－四－１－５ 「災害・故障時等の具体的

な対策の有無」の対策度合別比較を見ると、地震対策、火災対策、津波・水害対策及び

故障対策について、「全ての無線局について対策を行っている」という回答が最も多く、

「対策を行っていない」という回答は少ない。対策別でみると、津波・水害対策につい

ては、「全ての無線局について対策を行っている」免許人は少ない傾向にある。対策を

行っていない免許人の中には、山間部等のリスクの少ない場所で利用しているため対

策が不要であることも想定されるが、その他の場合には対策を推進することが必要と

考える。 

 
図表－四－１－５ 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較 

 

*1 各対策の有無を回答した免許人の数を表す。 

*2 図表中の免許人数の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照の

こと。 
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 3.4GHz超の周波数の区分ごとに見た利用状況の概要 

3.4GHz 超の周波数帯域を 9 つの周波数区分に分けて、その周波数区分ごとに評価す

る。 

図表－四－１－６ 無線局数の割合及び局数の周波数区分別比較を見ると、3.4GHz超

の無線局総数 243,614局に対し、3.4GHz超 4.4GHz以下の割合が最も多く、その割合は

96.07％（234,043局）となっている。 

また、21.2GHz超 23.6GHz以下の割合が最も少なく、その割合は 0.005％（12局）と

なっている。 

 
図表－四－１－６ 無線局数の割合及び局数の周波数区分別比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

  

0.51%
(1,242局) 0.43%

(1,042局)

1.95%
(4,748局)

0.36%
(889局)

0.47%
(1,134局)

0.00%
(12局)

0.16%
(382局) 0.05%

(122局)

96.07%
(234,043局)

0

50

10

15

20

25

000

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

240,000
（無線局数）



3-9-8 

図表－四－１－７ 総合通信局ごとの周波数区分別無線局数の割合比較を見ると、①

3.4GHz 超 4.4GHz以下の区分の割合がいずれの局も最も多い。 

また、全周波数区分 9 つのうち、4 つの周波数区分（③、⑤、⑥及び⑧）において、

四国局が最も大きい割合となっている。 

 
図表－四－１－７ 総合通信局ごとの周波数区分別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

  

①3.4GHz超
4.4GHz以下

②4.4GHz超
5.85GHz以下

③5.85GHz超
8.5GHz以下

④8.5GHz超
10.25GHz以下

⑤10.25GHz超
13.25GHz以下

⑥13.25GHz超
21.2GHz以下

⑦21.2GHz超
23.6GHz以下

⑧23.6GHz超
36GHz以下

⑨36GHz超

全国 98.51% 0.28% 0.16% 0.58% 0.13% 0.22% 0.00% 0.08% 0.04%
北海道 96.12% 1.02% 0.28% 2.03% 0.18% 0.21% 0.00% 0.11% 0.05%
東北 97.73% 0.33% 0.31% 1.03% 0.21% 0.25% 0.00% 0.08% 0.03%
関東 99.13% 0.14% 0.08% 0.17% 0.07% 0.32% 0.00% 0.06% 0.04%
信越 98.28% 0.37% 0.38% 0.34% 0.25% 0.19% 0.00% 0.12% 0.06%
北陸 98.40% 0.15% 0.27% 0.78% 0.15% 0.11% 0.00% 0.09% 0.05%
東海 98.76% 0.24% 0.17% 0.45% 0.17% 0.10% 0.00% 0.07% 0.04%
近畿 99.04% 0.23% 0.12% 0.33% 0.07% 0.06% 0.00% 0.12% 0.02%
中国 97.35% 0.35% 0.33% 1.29% 0.32% 0.19% 0.00% 0.11% 0.06%
四国 96.07% 0.51% 0.43% 1.95% 0.36% 0.47% 0.00% 0.16% 0.05%
九州 97.66% 0.28% 0.25% 1.46% 0.16% 0.11% 0.00% 0.06% 0.03%
沖縄 95.44% 2.77% 0.22% 1.16% 0.08% 0.22% 0.00% 0.05% 0.05%
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第２款 3.4GHz 超 4.4GHz 以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、

第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 包括免許の無線局（232,998局）を含む。 

  

航空機
電波高度計

4.4

4.2

電気通信業務（固定衛星↓）

超広帯域無線システム

3.456

放送事業
（固定・移動）

3.6

携帯無線通信

各種
レーダー

3.4

4.8

[GHz]

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合
放送監視制御（Sバンド） 1者 1局 0.0%
衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.4-3.6GHz） 0者 0局 0.0%
3.4GHz帯音声FPU 0者 0局 0.0%
3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL 8者 11局 0.0%
3.5GHz帯携帯無線通信（基地局） 2者 1,017局 0.4%
3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 0者 0局 0.0%
3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動局） 3者 232,999局*3 99.6%
衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.6-4.2GHz） 0者 0局 0.0%
移動衛星ダウンリンク（Cバンド） 0者 0局 0.0%
航空機電波高度計 6者 15局 0.0%
実験試験局（3.4-4.4GHz） 0者 0局 0.0%
その他（3.4-4.4GHz） 0者 0局 0.0%

合計 20者 234,043局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－２－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、電気通信

業務用（CCC）の割合が最も大きく、95.1％である。次いで、一般業務用（GEN）が 1.8％、

公共業務用（PUB）が 1.7％と続く。 

 
図表－四－２－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 

*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*4 包括免許の無線局は、含まれていない。 

  

目的コード 割合 局数

電気通信業務用（CCC） 95.1% 1,018 局

一般業務用（GEN） 1.8% 19 局

公共業務用（PUB） 1.7% 18 局

放送事業用（BCS） 1.4% 15 局

基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局

アマチュア業務用（ATC） 0.0% 0 局

実験試験用（EXP） 0.0% 0 局

簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局

一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

電気通信業務用

（CCC）, 95.1%

一般業務用（GEN）, 

1.8%

公共業務用

（PUB）, 1.7%

放送事業用

（BCS）, 1.4%
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図表－四－２－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全ての総合通信局

ともに、平成 27年度から平成 30年度にかけて大幅に増加し、最も多い関東局で約 400

万局、四国局では無線局数が約 23万局増加している。 

 
図表－四－２－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 

* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 44 80 897 29 35 131 129 81 47 135 46

平成27年度 32 62 871 25 18 122 142 51 36 116 22

平成30年度 335,128 495,473 3,997,007 206,676 178,075 981,950 1,366,819 460,137 234,043 809,828 97,708
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3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－２－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、該当

無線局が存在しないものを除き、全体的に各総合通信局が占める割合の値に大きな差

はなく、3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動局）の占める割合が最も大きく、3.5GHz帯

携帯無線通信（基地局）と合わせて、ほぼ全体を占めている。 

 
図表－四－２－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
放送監視制御（Sバンド） 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% -
衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.4-3.6GHz） - - - - - - - - - - - -
3.4GHz帯音声FPU 0.00% - - 0.00% - - - 0.00% - - - -
3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
3.5GHz帯携帯無線通信（基地局） 0.46% 0.49% 0.37% 0.44% 0.51% 0.51% 0.52% 0.59% 0.30% 0.43% 0.37% 0.34%
3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動中継局） - - - - - - - - - - - -
3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動局） 99.52% 99.50% 99.62% 99.54% 99.48% 99.48% 99.46% 99.40% 99.70% 99.55% 99.62% 99.63%
衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.6-4.2GHz） 0.00% - - 0.00% - - - - - - - -
移動衛星ダウンリンク（Cバンド） 0.00% - - 0.00% - - - - - - - -
航空機電波高度計 0.01% 0.01% 0.01% 0.02% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.00% 0.01% 0.01% 0.02%
実験試験局（3.4-4.4GHz） 0.00% - - 0.00% - - 0.00% - - - - -
その他（3.4-4.4GHz） - - - - - - - - - - - -
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本周波数区分においては、3.5GHz 帯携帯無線通信（陸上移動局）の占める割合が非

常に大きく、それ以外のシステムの比較を同時に行うことが難しいため、3.5GHz 帯携

帯無線通信（陸上移動局）及びそれに関連する 3.5GHz帯携帯無線通信（基地局）(陸上

移動中継局)を除いて分析を行うこととする。 

図表－四－２－４ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較（3.5GHz帯携帯

無線通信（基地局）（陸上移動中継局）（陸上移動局）除く）を見ると、全国では航空機

電波高度計が占める割合が最も大きく、86.23％となっている。四国局においても、航

空機電波高度計が 55.56％で、次いで 3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL が 40.74％となって

おり、同様の傾向が見られる。 

 
図表－四－２－４ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

（3.5GHz帯携帯無線通信（基地局）（陸上移動中継局）（陸上移動局）除く） 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動局）の占める割合が著しく大きいため、総合通信局ごとのシステム別無線局数の

割合比較から、3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動局）及びそれに関連する 3.5GHz帯携帯無線通信（基地局）（陸上

移動中継局）を除いた無線局数に対する割合を算出している。 

*5 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
放送監視制御（Sバンド） 2.73% 17.86% 16.98% 0.22% 36.36% 15.38% 4.73% 2.61% 9.09% 3.70% 3.36% -
衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.4-3.6GHz） - - - - - - - - - - - -
3.4GHz帯音声FPU 0.47% - - 0.22% - - - 3.27% - - - -
3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL 9.25% 21.43% 32.08% 1.23% 45.45% 61.54% 15.54% 11.76% 36.36% 40.74% 21.01% 11.54%
衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.6-4.2GHz） 0.53% - - 0.90% - - - - - - - -
移動衛星ダウンリンク（Cバンド） 0.07% - - 0.11% - - - - - - - -
航空機電波高度計 86.23% 60.71% 50.94% 96.19% 18.18% 23.08% 79.05% 82.35% 54.55% 55.56% 75.63% 88.46%
実験試験局（3.4-4.4GHz） 0.73% - - 1.12% - - 0.68% - - - - -
その他（3.4-4.4GHz） - - - - - - - - - - - -
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図表－四－２－５ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、平成 27 年度から平

成 30 年度にかけて、3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動局）及び（基地局）が著しく増

加し、3.4GHz帯音声 STL/TTL/TSL及び放送監視制御（Sバンド）が減少傾向にある。 

3.5GHz 帯携帯無線通信では、平成 27 年度 0 局に対し、平成 30 年度において、陸上

移動局は約 233,000 局、基地局は約 1,000 局となっている。この理由は、第 4 世代移

動通信システム（4G）を導入するため、平成 26 年 9 月に 3,480-3,600MHz を携帯無線

通信に割当て、同年 12月に携帯電話事業者 4社に対し特定基地局の開設計画の認定を

行ったこと、併せて、データ通信速度が速くなる周波数特性や従来の 800MHz帯等と比

較してエリアが狭くなるなどの理由から、この 3 年間において基地局及び陸上移動局

が普及したためである。 

3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL 及び放送監視制御（S バンド）においては、周波数再編

アクションプラン（平成 30 年 11 月改訂版）の公表から、当該周波数帯の使用期限が

平成 34年 11月 30日までとされたことにより終了促進措置を活用した移行が進められ

ているものと考えられる。 

 
図表－四－２－５ 無線局数の推移のシステム別比較 

 
*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

3.4GHz帯音声FPU 0 0 0 移動衛星ダウンリンク（Cバンド） 0 0 0

3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 0 0 0 実験試験局（3.4-4.4GHz） 0 0 0

衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.6-4.2GHz） 0 0 0 その他（3.4-4.4GHz） 1 0 0

3.5GHz帯携帯無線通

信（陸上移動局）

3.5GHz帯携帯無線通

信（基地局）
航空機電波高度計

3.4GHz帯音声

STL/TTL/TSL
放送監視制御（Sバン

ド）

衛星ダウンリンク（Cバ

ンド）（3.4-3.6GHz）
その他(*1)

平成24年度 0 0 9 29 8 0 1

平成27年度 0 0 11 21 4 0 0

平成30年度 232,999 1,017 15 11 1 0 0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－２－６ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシ

ステム別比較（無線局数の増減）を見ると、放送監視制御（S バンド）及び 3.4GHz 帯

音声 STL/TTL/TSLにおいて全ての免許人が「減少する予定」としている。 

 
図表－四－２－６ 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

3.4GHz帯音声FPU

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－２－７ 「無線局数減少理由」のシステム別比較を見ると、放送監視制御

（Sバンド）及び 3.4GHz帯音声 STL/TTL/TSLとも、「他の周波数帯の同様な無線システ

ムへ移行する予定であるため」としている。 

 
図表－四－２－７ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

3.4GHz帯音声FPU

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－２－８ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較については当周

波数区分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である

無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－２－８ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声FPU

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－２－９ 「無線局数増加理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である無線局

が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－２－９ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声FPU

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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図表－四－２－１０ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）を見ると、放送監視制御（S バンド）及び 3.4GHz 帯

音声 STL/TTL/TSLとも全て「増減の予定はない」としている。 

 
図表－四－２－１０ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

3.4GHz帯音声FPU

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－２－１１ 「通信量減少理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である無線局

が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－２－１１ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声FPU

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－２－１２ 「通信量増加理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である無線局

が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－２－１２ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声FPU

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行、代替及び廃止計画 

図表－四－２－１３ 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較を見ると、

放送監視制御（Sバンド）及び 3.4GHz帯音声 STL/TTL/TSLとも、「当該システムの全て

の無線局について移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている」と全ての免許

人が回答している。 

 
図表－四－２－１３ 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 3.4-3.48GHz（3.4GHz帯）の既存無線局の移行に関して、（i）3.4GHz帯音声 STL/TTL/TSL及び監視・制御回線につ

いては Mバンド（6,570-6,870MHz）又は Nバンド（7,425-7,750MHz）、（ii）3.4GHz帯音声 FPUについては Bバンド

（5,850-5,925MHz）又は Dバンド（6,870-7,125MHz）を原則として、平成 34年 11月 30日までに周波数移行する。

〔周波数再編アクションプランより〕 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

3.4GHz帯音声FPU

当該システムの全ての無線局について移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている

当該システムの一部の無線局について移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている

移行・代替・廃止の計画は今後検討する予定
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図表－四－２－１４ 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（全ての無線局）

を見ると、放送監視制御（S バンド）及び 3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL とも「当該シス

テムの全ての無線局について移行する予定」と回答した割合が 100％である。 

 
図表－四－２－１４ 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（全ての無線局） 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について移行・代替・

廃止のいずれかの計画が定められている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－２－１５「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（一部の無線局）に

ついては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回

答対象である無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－２－１５ 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（一部の無線局） 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について移行・代替・

廃止のいずれかの計画が定められている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

当該システムの全ての無線局
について移行する予定

当該システムの全ての無線局
について代替する予定

当該システムの全ての無線局
について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について代替する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

放送監視制御（Sバンド） 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3.4GHz帯音声FPU - - - - - - -

当該システムの一部の無線局
について移行する予定

当該システムの一部の無線局
について代替する予定

当該システムの一部の無線局
について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について代替する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

放送監視制御（Sバンド） - - - - - - -

3.4GHz帯音声FPU - - - - - - -

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL - - - - - - -
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図表－四－２－１６ 「移行完了予定時期」のシステム別比較を見ると、放送監視制

御（S バンド）については平成 34 年度中に移行完了と回答した免許人の数が 100％に

達する。同時期、3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL においては、20％強の免許人が移行完了

時期を未定としている。 

 
図表－四－２－１６ 「移行完了予定時期」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 システムごとの全免許人数に対して、該当する時期までに移行完了予定と回答した免許人の割合を示す。 

*3 移行完了時期を未定と回答した免許人が存在する場合には、移行完了期限までに移行完了の免許人の割合が 100％

にならない場合がある。 

*4 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について移行する予定（代替・

廃止の予定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替する予定（廃止の予

定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について廃止する予定（代替の予定なし）」、

「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予

定」と回答した免許人を対象としている。 

*5 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

放送監視制御（Sバンド）

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成30年度中 平成31年度中 平成32年度中 平成33年度中 定められた使用期限（平成34年11月30日）まで
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図表－四－２－１７ 「代替完了予定時期」のシステム別比較については、当周波数

区分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である無線

局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－２－１７ 「代替完了予定時期」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 システムごとの全免許人数に対して、該当する時期までに代替完了予定と回答した免許人の割合を示す。 

*3 代替完了時期を未定と回答した免許人が存在する場合には、定められた使用期限までに代替完了の免許人の割合が

100％にならない場合がある。 

*4 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について代替する予定（移行・

廃止の予定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替する予定（廃止の予

定なし）」、「当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予定（移行の予定なし）」、

「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予

定」と回答した免許人を対象としている。 

*5 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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平成30年度中 平成31年度中 平成32年度中 平成33年度中 定められた使用期限（平成34年11月30日）まで
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図表－四－２－１８ 「廃止完了予定時期」のシステム別比較については、当周波数

区分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である無線

局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 

図表－四－２－１８ 「廃止完了予定時期」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 システムごとの全免許人数に対して、該当する時期までに廃止完了予定と回答した免許人の割合を示す。 

*3 廃止完了時期を未定と回答した免許人が存在する場合には、定められた使用期限までに廃止完了の免許人の割合が

100％にならない場合がある。 

*4 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について廃止する予定（移行・

代替の予定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について廃止する予定（代替の予

定なし）」、「当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予定（移行の予定なし）」、

「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予

定」と回答した免許人を対象としている。 

*5 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分に、第 4世代移動通信システム（4G）を導入するため、平成 26年 9月

に 3,480-3,600MHz を、平成 30 年 1 月に 3,400-3,480MHz を携帯無線通信用に割当てて

いる。これに伴い、従来から 3,400-3,456MHz の周波数を使用する放送事業用の無線局

に対して、4G導入の早期の導入を促進し終了促進措置を活用するため、平成 30年 1月

に周波数割当計画を変更し、使用期限を平成 34年 11月 30日までと定めている。 

また、平成 31 年 1 月に、第 5 世代移動通信システム（5G）の導入のため、3,600-

4,100MHz帯を携帯無線通信用に割当てている。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、3.5GHz 帯携帯無線通信が本周波数区分の無線

局の 99.6％となっている。当該システムは、平成 26 年 12 月の特定基地局の開設計画

の認定後、新たに基地局は約 1,000局、陸上移動局は約 233,000局が開設され普及が進

んでいる。 

放送事業用の無線局については、平成 27年度の調査時と比較して、音声 STL/TTL/TSL

及び放送監視制御については 13局減少し 12局となっている。 

航空機電波高度計については、平成 27 年度の調査時と比較して 4 局増加し 15 局と

なっている。本システムは、航空機の離着陸に必要なシステムであることから、空港、

ヘリポート等で今後も一定の需要が見込まれる。 

今後の無線局数の増減見込みについては、3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL 及び放送監視

制御（S バンド）は、4G 導入に伴う周波数移行が進められているところであり、今後、

3年間で、全ての免許人が他の周波数帯へ移行することにより無線局が減少する予定で

ある。 

 電波に関する需要の動向 

3,600-4,200MHz 帯は、周波数再編アクションプラン（平成 30 年 10 月改定版）にお

いて 5G の導入のための環境整備を推進するとされている。このうち、3,600-4,100MHz

帯については、第 5 世代移動通信システム（5G）の導入に向けて平成 31 年 1 月に制度

整備を行い、平成 31年 4月 10日に 5Gの開設計画の認定を行ったところである。 

また、4G が使用する 3,400-3,600MHz 帯は、情報通信審議会において、5G への導入

について検討が開始されているところである。 

 総合評価 

本周波数帯は、近年、3.5GHz帯携帯無線通信に全体の 95％以上利用されており、今

後も認定された開設計画に従って無線局が更に開設されることが想定され、また、5G の

導入などによる周波数の有効利用も促進されており、適切に利用されているものと認め

られる。 

放送事業用の無線局については、引き続き、終了促進措置を活用し、使用期限（平成

34 年 11 月 30 日）までの迅速かつ円滑な移行を推進する観点から、免許人の動向に注

視していくことが望ましい。 

その他の無線システムについては、急激に増加している携帯無線通信システムを除

き、おおむね平成 27年の調査時と比較して多少の増減にとどまっており、これらのシ

ステムの重要性から判断すると、適切に利用されていると認められる。  
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第３款 4.4GHz 超 5.85GHz以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 登録人（42者）である。 

*4 登録局（43局）及び包括登録の登録局（709局）である。 

  

移動

アマ
チュア

無線アクセス

航空システム

無線LAN 各種レーダー

無線LAN
産業科学
医療用
（ISM）

DSRC
等

気象レーダー

4.4
4.5

4.8
4.9

5.0

5.15

5.35

5.85

5.25

5.47

5.725

5.77

5.85
5.875

5.65

5.3725

ロボット用無線
（無人移動体画像伝送システム）

5755
5.65

公共業務（固定）

5.03

航空移動衛星

超広帯域無線システム

3.4

[GHz]

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

5GHz帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz） 0者 0局 0.0%
5GHz帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz）（登録局） 42者*3 752局*4 60.5%
5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz） 0者 0局 0.0%
5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz）（登録局） 0者 0局 0.0%
5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 2者 3局 0.2%
5GHz帯アマチュア 201者 203局 16.3%
5.8GHz帯画像伝送 0者 0局 0.0%
DSRC（狭域通信） 10者 279局 22.5%
実験試験局（4.4-5.85GHz） 0者 0局 0.0%
その他（4.4-5.85GHz） 0者 0局 0.0%
無人移動体画像伝送システム 2者 5局 0.4%

合計 257者 1,242局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－３－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、公共業務

用（PUB）の割合が最も大きく 52.5％である。次いで、アマチュア業務用（ATC）の割

合が大きく 32.2％である。 

 

図表－四－３－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*4 登録局は、含まれていない。 

  

目的コード 割合 局数
公共業務用（PUB） 52.5% 331 局
アマチュア業務用（ATC） 32.2% 203 局
一般業務用（GEN） 15.4% 97 局
基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局
電気通信業務用（CCC） 0.0% 0 局
実験試験用（EXP） 0.0% 0 局
放送事業用（BCS） 0.0% 0 局
簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局
一般放送用（GBC） 0.0% 0 局公共業務用（PUB）, 

52.5%

アマチュア業務用

（ATC）, 32.2%

一般業務用（GEN）, 

15.4%
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図表－四－３－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、半数以上の局にお

いて平成 24年度から平成 30年度にかけて増加している。 

四国局においては、平成 24年度から平成 27年度にかけて増加したが、平成 30年度

は減少している。 

 

図表－四－３－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 

* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 4,087 767 3,570 309 135 1,289 1,525 1,055 1,129 1,536 3,179

平成27年度 5,177 1,967 4,664 651 200 1,668 2,607 1,801 1,473 2,169 3,575

平成30年度 3,546 1,684 5,767 777 272 2,355 3,190 1,635 1,242 2,300 2,835

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－３－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、5GHz

帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz）（登録局）の割合が全国では最も大きく、四国

局においても同様で 6割超の割合を占める。 

 

図表－四－３－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
5GHz帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz） - - - - - - - - - - - -
5GHz帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz）（登録局） 52.84% 85.25% 48.16% 28.39% 34.62% 33.46% 37.20% 39.97% 47.09% 60.55% 54.78% 97.53%
5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz） - - - - - - - - - - - -
5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz）（登録局） - - - - - - - - - - - -
5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 0.22% 0.23% 0.30% 0.12% 0.64% 0.74% 0.25% 0.16% 0.24% 0.24% 0.35% 0.14%
5GHz帯アマチュア 16.76% 4.96% 15.68% 28.44% 29.34% 40.07% 19.75% 15.58% 18.29% 16.34% 16.87% 0.74%
5.8GHz帯画像伝送 0.02% - 0.06% - 0.26% 0.37% - - - - 0.04% -
DSRC（狭域通信） 26.58% 9.42% 33.14% 32.36% 34.88% 23.53% 38.60% 41.07% 33.58% 22.46% 27.00% 1.52%
実験試験局（4.4-5.85GHz） 2.82% 0.08% 2.08% 8.53% 0.13% 1.84% 3.48% 2.98% 0.18% - 0.22% 0.07%
その他（4.4-5.85GHz） 0.11% - - 0.35% - - - - - - 0.35% -
無人移動体画像伝送システム 0.65% 0.06% 0.59% 1.82% 0.13% - 0.72% 0.25% 0.61% 0.40% 0.39% -
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図表－四－３－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、全体的に平成 24 年

度から平成 30年度にかけて増加傾向にある。 

5GHz帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz）（登録局）は、平成 24年度から平成 30

年度にかけて増加し、平成 27 年度から平成 30 年度では 22.3％（137 局）増加してい

る。これは、インターネットサービスのインフラや映像などのデータ伝送として、光フ

ァイバー等の敷設より安価であることから、企業に限らず国や地方自治体などが開設

したことによるものと考えられる。 

DSRC（狭域通信）は、平成 24年度から平成 30年度にかけて増加し、平成 27年度か

ら平成 30年度では 10.7％（27局）増加している。これは、ITSサービス地域を四国内

に拡大中であり、四国内で約 200 カ所の整備計画の中、災害時等の道路交通状況の把

握を目的として補正予算等を活用した開局が行われているためと考えられる。 

5GHz帯アマチュアは、平成 24年度から平成 27年度はほぼ横ばいに対し、平成 27年

度から平成 30年度では 55.0％（72局）増加している。 

無人移動体画像伝送システム（5.7GHz帯）は、平成 28年 8月に、一般業務用（ホビ

ー用途を除く）に、高画質で長距離映像伝送を可能とするメイン回線用として制度化

され、平成 30年度は 5局が利用している。 

5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz）（登録局）は、平成 27年度は 472 局

に対し、平成 30 年は 0 局となっている。この理由は、5.03-5.091GHz 帯は、世界的に

MLS（マイクロ波着陸システム）用に分配されている中で、我が国では MLS の導入の予

定が当面なかったことから 5GHz帯無線アクセスシステム用として暫定的（平成 19 年

11 月 30 日まで）に使用可能とし、その後、MLS の国内導入検討状況を踏まえて暫定

使用期限を平成 29 年 11月 30日まで延長している。今般、当該期限の到来により、平

成 30 年度末時点で無線局数は 0局となっている。 

 
図表－四－３－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 
*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

5.8GHz帯画像伝送 0 0 0 5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz） 0 0 0

実験試験局（4.4-5.85GHz） 0 0 0 5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz）（登録局） 386 472 0

その他（4.4-5.85GHz） 3 0 0

5GHz帯無線アクセス

システム（4.9-5.0GHz）
（登録局）

DSRC（狭域通信） 5GHz帯アマチュア
無人移動体画像伝送

システム

5GHz帯気象レー

ダー・5GHz帯空港気

象レーダー

5GHz帯無線アクセス

システム（4.9-5.0GHz）
その他(*1)

平成24年度 460 146 131 0 3 0 389

平成27年度 615 252 131 0 3 0 472

平成30年度 752 279 203 5 3 0 0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－３－５ 「通信状態」のシステム別比較（5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空

港気象レーダー）を見ると、全免許人が 24時間通信している。 

 
図表－四－３－５ 「通信状態」のシステム別比較（5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－３－６ 「年間の運用状態」のシステム別比較を見ると、5GHz帯気象レー

ダー・5GHz 帯空港気象レーダーでは、「365 日（1 年間）」と回答した免許人の割合が

100％となっている。 

 
図表－四－３－６ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満
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 エリア利用状況 

図表－四－３－７ 「運用区域」のシステム別比較を見ると、四国管内で運用をして

いるとの回答が 100％である。 

 
図表－四－３－７ 「運用区域」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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 周波数帯利用状況 

図表－四－３－８ 「電波の容量」のシステム別比較を見ると、対象システムは 5GHz

帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーのみであり、「レーダー等で必要な分解能を

確保するため」と回答した割合が 100％である。 

 
図表－四－３－８ 「電波の容量」のシステム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため レーダー等で必要な分解能を確保するため 理由は把握していない その他
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 技術利用状況 

図表－四－３－９ 「固体化レーダー」のシステム別比較を見ると、対象システムは

5GHz 帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーのみであり、「導入済み・導入中」と回

答した割合が 50.0％、「3年内に導入予定」と回答した割合が 50.0％であり、今後固体

化レーダーの導入が進んでいく予定である。 

 
図表－四－３－９ 「固体化レーダー」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 当該技術の導入予定が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

 
図表－四－３－１０ 「送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）」のシステム別比較を

見ると、対象システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、

全ての免許人が「導入済み・導入中」と回答している。 

 
図表－四－３－１０ 「送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 当該技術の導入予定が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

  

対象回答数 導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし
5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 2 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

対象回答数 導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし
5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 2 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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図表－四－３－１１ 「受信フィルタ（混信低減・除去を行う)」のシステム別比較を

見ると、対象システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、

全ての免許人が「導入済み・導入中」と回答している。 

 
図表－四－３－１１ 「受信フィルタ（混信低減・除去を行う)」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 当該技術の導入予定が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

  

対象回答数 導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし
5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 2 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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 運用管理取組状況 

図表－四－３－１２ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較を見ると、対象シ

ステムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、「当該システム

の全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－３－１２ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 
* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

 

図表－四－３－１３ 「想定している地震の規模」のシステム別比較を見ると、対象

システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、「東日本大震

災（震度 7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している」と回答した

割合が 100％となっている。 

 

図表－四－３－１３ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない
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図表－四－３－１４ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較を見ると、対象シ

ステムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、「建物や鉄塔等

の構造物の耐震補強」、「ネットワークの信頼性向上」及び「サービス早期復旧に向けた

体制整備」と回答した割合が全て 100％である。 

「その他」の主な回答は、「耐震計算に基づき据付」「隣り合う装置ラックの連結」で

ある。 

 
図表－四－３－１４ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

 

図表－四－３－１５ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉によ

る対策等）」のシステム別比較を見ると、対象システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz

帯空港気象レーダーのみであり、「全ての無線局について対策を行っている」と回答し

た割合が 50.0％、「対策を行っていない」と回答した割合がそれぞれ 50.0％である。 

 
図表－四－３－１５ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 2 100.0% 100.0% 100.0% 50.0%

50.0% 50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない
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図表－四－３－１６ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較を見ると、対象シス

テムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、「全ての無線局に

ついて対策を行っている」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－３－１６ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 
* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

 
図表－四－３－１７ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較を見る

と、対象システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、「全

ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が 100％となっている。 
 

図表－四－３－１７ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－３－１８ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較を見ると、対象システムは 5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レー

ダーのみであり、「全ての無線局について復旧体制が整備されている」と回答した割合

が 100％となっている。 

 
図表－四－３－１８ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－３－１９ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（無線局数の増減）を見ると、対象システムは 5GHz帯気象レーダー・

5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、「増減の予定はない」と回答した割合が 100％と

なっている。 

 
図表－四－３－１９ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 
* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－３－２０ 「無線局数減少理由」のシステム別比較については、当周波数

区分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－３－２０ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－３－２１ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較については、

当周波数区分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対象

外とする。 

 
図表－四－３－２１ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－３－２２ 「無線局数増加理由」のシステム別比較については、当周波数

区分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－３－２２ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－３－２３ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）を見ると、対象システムは 5GHz帯気象レーダー・5GHz

帯空港気象レーダーのみであり、「増減の予定はない」と回答した割合が 100％となっ

ている。 

 
図表－四－３－２３ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－３－２４ 「通信量減少理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－３－２４ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－３－２５ 「通信量増加理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－３－２５ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行、代替及び廃止計画 

図表－四－３－２６ 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較を見ると、

対象システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、「全ての

無線局について移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている」と回答した割合

が 100％となっており、移行等が進んでいく予定である。 

 
図表－四－３－２６ 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーは、現行の 5.25-5.35GHz帯から 5.3275-5.3725GHz帯又は 9GHz帯

への移行等が推進されている。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

当該システムの全ての無線局について移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている

当該システムの一部の無線局について移行・代替・廃止のいずれかの計画が定められている

移行・代替・廃止の計画は今後検討する予定
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図表－四－３－２７ 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（全ての無線局）

を見ると、対象システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであ

り、「全ての無線局について移行する予定」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－３－２７ 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（全ての無線局） 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について移行・代替・

廃止のいずれかの計画が定められている」と回答した免許人を対象としている。 

 

図表－四－３－２８ 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（一部の無線局）

を見ると、対象システムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであ

り、当周波数区分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対

象外とする。 

 
図表－四－３－２８ 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較（一部の無線局） 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 「移行・代替・廃止計画の有無」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について移行・代替・

廃止のいずれかの計画が定められている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

当該システムの全ての無線局
について移行する予定

当該システムの全ての無線局
について代替する予定

当該システムの全ての無線局
について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について代替する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

当該システムの一部の無線局
について移行する予定

当該システムの一部の無線局
について代替する予定

当該システムの一部の無線局
について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について代替する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

当該システムの一部の無線局
について移行し、一部の無線局
について代替し、一部の無線局

について廃止する予定

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー - - - - - - -
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図表－四－３－２９ 「移行完了予定時期」のシステム別比較を見ると、対象システ

ムは 5GHz 帯気象レーダー・5GHz 帯空港気象レーダーのみであり、平成 30 年度中に移

行完了と回答した免許人の割合が 100％となっている。 

 
図表－四－３－２９ 「移行完了予定時期」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 システムごとの全免許人数に対して、該当する時期までに移行完了予定と回答した免許人の割合を示す。 

*3 移行完了時期を未定と回答した免許人が存在する場合には、移行完了期限までに移行完了の免許人の割合が 100％

にならない場合がある。 

*4 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について移行する予定（代替・

廃止の予定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替する予定（廃止の予

定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について廃止する予定（代替の予定なし）」、

「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予

定」と回答した免許人を対象としている。 

  

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー
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40.0%
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図表－四－３－３０ 「代替完了予定時期」のシステム別比較については、当周波数

区分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－３－３０ 「代替完了予定時期」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 システムごとの全免許人数に対して、該当する時期までに代替完了予定と回答した免許人の割合を示す。 

*3 代替完了時期を未定と回答した免許人が存在する場合には、定められた使用期限までに代替完了の免許人の割合が

100％にならない場合がある。 

*4 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について代替する予定（移行・

廃止の予定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替する予定（廃止の予

定なし）」、「当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予定（移行の予定なし）」、

「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予

定」と回答した免許人を対象としている。 

*5 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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図表－四－３－３１ 「廃止完了予定時期」のシステム別比較については、当周波数

区分において、設問の回答対象である無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－３－３１ 「廃止完了予定時期」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 システムごとの全免許人数に対して、該当する時期までに廃止完了予定と回答した免許人の割合を示す。 

*3 廃止完了時期を未定と回答した免許人が存在する場合には、定められた使用期限までに廃止完了の免許人の割合が

100％にならない場合がある。 

*4 「移行・代替・廃止予定」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について廃止する予定（移行・

代替の予定なし）」、「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について廃止する予定（代替の予

定なし）」、「当該システムの一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予定（移行の予定なし）」、

「当該システムの一部の無線局について移行し、一部の無線局について代替し、一部の無線局について廃止する予

定」と回答した免許人を対象としている。 

*5 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分は、無線 LAN の利用拡大のため、平成 30 年 6 月に 5.2GHz 帯（5,150-

5,250MHz）の屋外利用を可能とした。併せて、5GHz 帯無線アクセスシステムが使用す

る周波数のうち 5,030-5,091MHz の周波数について、平成 29 年 11 月 30 日までの使用

期限が到来したことから、当該部分を周波数割当計画から削除している。 

また、ドローンなどロボットなどで利用することを想定した無人移動体画像伝送シ

ステムについては、平成 28年 8月に制度化を行っている。 

更に、5Gの導入のため、周波数割当計画を変更し、平成 31年 1月に、4,500-4,600MHz

を携帯無線通信用に割当てている。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、5GHz帯無線アクセスシステムが 60.5％となっ

ており、次いで DSRC（狭域通信）が 22.5％、5GHz帯アマチュアが 16.3％となっている。

これらのシステムで本周波数区分の無線局の 99％以上を占めている。平成 27年度調査

時と比較すると無線局数は 15.7％減少している。 

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーについては、高度化を図るため、現

行の 5,250-5,350MHz 帯から 5,327.5-5,372.5MHz 帯又は 9GHz 帯への移行等がなされて

いるが、今後 3年間で無線局数、通信量において増減のある免許人はいない。一方、こ

れらの免許人は、他の周波数帯への移行計画を有しており、平成 30 年度中に移行完了

としている。 

無人移動体画像伝送システムについては、平成 28年 8月の制度整備後、新たに 5局

が開設されている。主としてドローンで利用されており、今後も一定の需要が見込まれ

る。 

技術利用状況については、5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーについて、

全ての免許人が固体素子を導入済又は導入予定としているほか、受信フィルタ（混信低

減、除去）を導入している。 

運用管理取組状況としては、5GHz 帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーの全ての免

許人が地震、火災、故障対策等の災害対策を実施しており、津波・水害対策も必要に応じ

て対策を行っており、引き続き非常時の対策を推進することが望ましい。 

 電波に関する需要の動向 

本周波数区分のうち 4,400-4,900MHz帯は、周波数再編アクションプラン（平成 30年

10 月改定版）において 5Gの導入のための環境整備を推進するとされている。 

このうち、4,500-4,600MHz 帯については、5G の導入に向けて平成 31 年 1 月に制度

整備を行い、平成 31年 4月 10日に 5Gの開設計画の認定を行ったところである。 

情報通信審議会において、4,600-4,800MHz 帯については、ローカル 5Gの導入に向け

た技術的条件、4,900-5,000MHz帯については 5Gの導入に向けた技術的条件の検討が行

われている。。 

本周波数区分を利用する無線 LAN については、情報通信審議会において、新たな多

重伝送技術（上り下り OFDMA と上りマルチユーザ MIMO）等を備えた次世代高効率無線

LAN（IEEE802.11ax）の導入のための技術的な検討が行われたほか、5.6GHz 帯無線 LAN

の周波数帯（DSRC（狭域通信）とのガードバンド（144ch））の拡張や 5.3GHz帯無線 LAN

の DFSに係る技術的条件の見直しが検討され、平成 31年 4月 26日に一部答申を受けた

ところであり、本一部答申を踏まえ、同年夏頃に制度整備が行われる予定である。 
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さらに、無線 LAN の上空利用の需要があることから、当該システムと同一及び隣接

周波数を使用する無人移動体画像伝送システムとの間での共用について早期結論を得

ることが望ましい。 

DSRC（狭域通信）については、国際的に 5.9GHz 帯における自動運転システム及び

Connected Carの導入、発展が検討されている。 

 総合評価 

本周波数区分は、5GHz帯無線アクセスシステム、5GHz 帯気象レーダー・5GHz帯空港

気象レーダー、5GHz帯アマチュア、5.8GHz画像伝送、DSRC（狭域通信）、無人移動体画

像伝送システム等の多様なシステムに利用されており、今後、5G の導入も予定されて

いる。 

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーについては、固体化レーダーの導入

や災害対策等、周波数の有効利用が図られており、おおむね適切に利用されていると

認められる。一方で、当該システムは、利用形態の多様化により他の周波数帯への移行

が推進されていることから、引き続き、当該周波数帯の需要を注視すべきである。 

その他の無線システムは、平成 27年の調査時と比較して多少の増減にとどまってお

り、これらのシステムの重要性からおおむね適切に利用されていると認められる。 

平成 31年 4月 10日に 5Gの開設計画が認定されたことから、今後は同システムの利

用が拡大すると想定されるとともに、5Gの需要増に対応するため、4.6-5.0GHz 帯につ

いて 5G候補周波数帯として検討が進められている。 

また、将来のモバイル通信のトラヒック増に対応するため、無線 LAN の高度化や周

波数拡張に向けた検討を更に推進していくことが必要である。 

更に、DSRC（狭域通信）については、今後も新たな道路の建設や車に関連する施設等

で利用の増加が想定されるものの、利用形態は主に道路に近接した狭域にとどまるこ

とから、自動運転システム及び Connected Car の導入・発展を踏まえ、既存の ITS 用

周波数帯（760MHz帯等）に加えて、国際的に調和の取れた周波数帯（5.9GHz帯）も念

頭に、既存無線システムに配慮しながら、自動運転向け通信技術の導入に向けた検討

を推進することが望ましい。 

これらを踏まえ、本周波数区分において既存無線システムとのダイナミックな周波

数共用の可能性のある周波数帯の検討を推進した上で、更なる周波数の有効利用方策

の検討を行うことが望ましい。 
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第４款 5.85GHz超 8.5GHz以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、

第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

電通業務（固定）

電通業務（固定衛星↑）

5.85

5.925

6.425
6.485

放送事業
（固定・移動）

Ｂバンド

宇宙研究↓7.375

7.25

6.87

7.125

7.9

8.025

8.4

8.5

超広帯域無線システム

公共・一般業務・
放送事業（固定）

Ｍバンド

公共・一般事業・
放送事業（固定）Ｎバンド

地球探査衛星↓

電通・公共業務
（固定衛星↑・移動衛星↑）

電通・公共業務
（固定衛星↓・移動衛星↓）

[GHz]

放送事業
（固定・移動）

Ｃバンド

放送事業
（固定・移動）

Ｄバンド

6.57

10.25

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 3者 14局 1.3%
映像FPU（Bバンド） 1者 7局 0.7%
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 1者 26局 2.5%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0者 0局 0.0%
移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0者 0局 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 9者 26局 2.5%
映像FPU（Cバンド） 4者 113局 10.8%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 8者 243局 23.3%
映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 6者 9局 0.9%
音声STL/TTL/TSL（Mバンド） 3者 35局 3.4%
放送監視制御（Mバンド） 1者 12局 1.2%
映像STL/TTL/TSL（Dバンド） 12者 45局 4.3%
映像FPU（Dバンド） 9者 187局 17.9%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 34者 323局 31.0%
映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 2者 2局 0.2%
音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0者 0局 0.0%
放送監視制御（Nバンド） 0者 0局 0.0%
実験試験局（5.85-8.5GHz） 0者 0局 0.0%
その他（5.85-8.5GHz） 0者 0局 0.0%

合計 93者 1,042局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－４－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、放送事業

用（BCS）の割合が最も多く、46.2％である。次いで、公共業務用（PUB）の割合が大き

く、37.8％である。 

 
図表－四－４－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

目的コード 割合 局数

放送事業用（BCS） 46.2% 575 局

公共業務用（PUB） 37.8% 470 局

電気通信業務用（CCC） 16.0% 199 局

一般業務用（GEN） 0.0% 0 局

基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局

アマチュア業務用（ATC） 0.0% 0 局

実験試験用（EXP） 0.0% 0 局

簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局

一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

放送事業用（BCS）, 

46.2%

公共業務用（PUB）, 

37.8%
電気通信業務用

（CCC）, 16.0%
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図表－四－４－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全体的に平成 24

年度から平成 30年度にかけて大幅な増減はない。 

平成 27 年度から平成 30 年度にかけては、信越局及び沖縄事務所はわずかに増加し

ている一方、その他の総合通信局では無線局数が減少している。四国局でも、平成 30

年度にかけて僅かに減少しているが、ほぼ横ばいである。 
 

図表－四－４－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 

* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 1,006 1,710 3,174 798 521 1,737 1,596 1,487 988 2,026 211

平成27年度 1,010 1,723 3,239 792 489 1,743 1,645 1,597 1,057 2,083 213

平成30年度 983 1,592 3,025 797 481 1,719 1,612 1,551 1,042 2,033 227

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－４－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、全国

では 7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）の割合が最も大きく、

四国局でも同様である。 

 
図表－四－４－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 0.92% 0.20% 0.82% 1.59% 0.75% 0.42% 0.76% 0.50% 1.35% 1.34% 0.54% -
映像FPU（Bバンド） 2.14% 1.02% 0.63% 2.71% 5.02% 2.29% 1.57% 5.96% 0.52% 0.67% 1.52% -
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 1.30% 0.61% 1.82% 1.42% 1.13% 0.42% 1.34% 1.61% 0.39% 2.50% 1.03% 2.20%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0.20% - - 0.63% - - 0.17% - - - 0.05% 3.08%
移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0.04% - - 0.13% - - - - 0.13% - - -
映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 2.48% 1.22% 2.83% 2.02% 1.51% 1.66% 2.21% 2.67% 4.58% 2.50% 2.61% 1.76%
映像FPU（Cバンド） 16.56% 18.01% 16.71% 20.86% 16.81% 17.46% 15.42% 16.81% 11.41% 10.84% 16.43% 18.50%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 22.04% 38.35% 24.62% 15.17% 27.10% 33.47% 25.54% 22.02% 18.12% 23.32% 17.66% 16.30%
映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 0.85% - 0.50% 1.39% - 0.21% 0.41% 0.93% 1.87% 0.86% 0.84% -
音声STL/TTL/TSL（Mバンド） 1.51% 1.32% 1.51% 0.86% 1.38% 1.87% 0.93% 1.24% 2.71% 3.36% 1.38% 1.76%
放送監視制御（Mバンド） 1.24% 1.93% 1.63% 0.99% 1.00% 2.49% 0.81% 0.81% 1.48% 1.15% 1.38% 0.88%
映像STL/TTL/TSL（Dバンド） 5.41% 5.29% 6.60% 4.99% 3.14% 1.87% 4.42% 6.02% 7.80% 4.32% 6.25% 3.08%
映像FPU（Dバンド） 20.34% 18.41% 20.29% 26.12% 17.57% 23.08% 19.66% 17.74% 16.70% 17.95% 19.82% 20.26%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 24.06% 13.53% 21.73% 19.04% 23.96% 12.68% 26.41% 22.70% 32.43% 31.00% 29.41% 32.16%
映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 0.40% 0.10% - 0.50% - 1.66% 0.35% 0.74% 0.52% 0.19% 0.44% -
音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0.02% - - - - - - 0.06% - - 0.10% -
放送監視制御（Nバンド） - - - - - - - - - - - -
実験試験局（5.85-8.5GHz） 0.45% - 0.31% 1.42% 0.63% 0.42% - 0.19% - - 0.49% -
その他（5.85-8.5GHz） 0.04% - - 0.17% - - - - - - 0.05% -
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図表－四－４－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、平成 24 年度から平

成 30 年度にかけて増加傾向にあるシステム及び平成 24 年度から平成 27 年度は増加、

平成 27年度から平成 30年度は減少のシステムが存在する。 

固定無線回線のうち、7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）は、

平成 24年度から平成 30年度にかけて増加し、平成 27年度から平成 30年度では 5.2％

（16 局）増加している。これは、電気通信事業の回線構成、又は防災行政無線のデジ

タル化の整備において中継回線の運用として必要があったためと考えられる。 

映像 FPU 系（C、D バンド）は減少傾向にあり、平成 27 年度から平成 30年度では、

それぞれ 15.0％（20 局）、11.4％（24 局）減少している。これは、アナログシステム

の整理に伴い不用となった無線局の廃止によるものである。 

音声 STL/TTL/TSL（Mバンド）及び放送監視制御（Mバンド）は、平成 24年度から平

成 30 年度にかけて増加し、平成 27 年度から平成 30 年度では、ぞれぞれ 59.1％（13

局）、71.4％（5局）増加している。これは、3.4GHz帯からの移行に伴うもの及び超短

波放送局（FM補完局）の新規開設に伴うものである。 

それ以外のシステムでは、大きな増減の傾向は見られない。 
 

図表－四－４－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 
*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 30 28 26 衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 26 26 26 移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 11 14 14 音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0 0 0

放送監視制御（Mバンド） 0 7 12 放送監視制御（Nバンド） 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 8 9 9 実験試験局（5.85-8.5GHz） 0 0 0

映像FPU（Bバンド） 7 7 7 その他（5.85-8.5GHz） 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 2 2 2

7.5GHz帯電通・公共・

一般業務（中継系・エ

ントランス）

6.5GHz帯電通・公共・

一般業務（中継系・エ

ントランス）

映像FPU（Dバンド） 映像FPU（Cバンド）
映像STL/TTL/TSL（Dバ

ンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバ

ンド）
その他(*1)

平成24年度 259 245 210 130 51 9 84

平成27年度 307 246 211 133 45 22 93

平成30年度 323 243 187 113 45 35 96

0

50

100

150

200

250

300

350

平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－４－５ 「通信状態」のシステム別比較（6GHz帯電気通信業務用固定無線

システム、6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）、7.5GHz 帯電通・

公共・一般業務（中継系・エントランス））を見ると、6GHz帯電気通信業務用固定無線

システム及び 6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）では全ての免

許人が 24時間通信しているのに対し、7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エン

トランス）では、日中 8割強の通信となっている。 

 
図表－四－４－５ 「通信状態」のシステム別比較 

（6GHz 帯電気通信業務用固定無線システム、6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）、 

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

6.5GHz帯電通・公共・一般業務

（中継系・エントランス）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務

（中継系・エントランス）

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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図表－四－４－６ 「通信状態」のシステム別比較（衛星（移動衛星を除く）アップ

リンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）、移動衛星アップリンク（C バンド）（5.85-6.57GHz））

については、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の

対象外とする。 

 
図表－四－４－６ 「通信状態」のシステム別比較 

（衛星（移動衛星を除く）アップリンク（C バンド）（5.85-6.57GHz）、 

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
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図表－四－４－７ 「通信状態」のシステム別比較（映像 FPU（B バンド）、映像 FPU

（Cバンド）、映像 FPU（Dバンド））を見ると、映像 FPU（Cバンド）、映像 FPU（Dバン

ド）において、19時から 7時にかけては通信が行われていると回答した割合が小さく、

7時から 19時にかけて高い割合を示している。 

 
図表－四－４－７ 「通信状態」のシステム別比較（映像 FPU（Bバンド）、映像 FPU（C バンド）、 

映像 FPU（Dバンド）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

映像FPU（Bバンド）
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図表－四－４－８ 「通信状態」のシステム別比較（映像 STL/TTL/TSL（B バンド）、

映像 STL/TTL/TSL（Cバンド）、映像 STL/TTL/TSL（Mバンド）、映像 STL/TTL/TSL（Dバ

ンド）、映像 STL/TTL/TSL（Nバンド））において、全免許人が 24時間通信している。 

 
図表－四－４－８ 「通信状態」のシステム別比較（映像 STL/TTL/TSL（Bバンド）、 

映像 STL/TTL/TSL（Cバンド）、映像 STL/TTL/TSL（M バンド）、映像 STL/TTL/TSL（Dバンド）、 

映像 STL/TTL/TSL（Nバンド）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－４－９ 「通信状態」のシステム別比較（音声 STL/TTL/TSL（M バンド）、

音声 STL/TTL/TSL（Nバンド））を見ると、音声 STL/TTL/TSL（Mバンド）システムにお

いて全免許人が 24時間通信している。 

 
図表－四－４－９ 「通信状態」のシステム別比較（音声 STL/TTL/TSL（Mバンド）、 

音声 STL/TTL/TSL（Nバンド）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－４－１０ 「通信状態」のシステム別比較（放送監視制御（Mバンド）、放

送監視制御（N バンド））を見ると、放送監視制御（M バンド）において全免許人が 24

時間通信している。 

 
図表－四－４－１０ 「通信状態」のシステム別比較（放送監視制御（Mバンド）、放送監視制御（Nバンド）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

放送監視制御（Mバンド）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－４－１１ 「年間の運用状態」のシステム別比較を見ると、固定通信回線

系（各 STL/TTL/TSL、放送監視制御(Mバンド)、6GHz帯電気通信業務用固定無線システ

ム、6.5GHz 帯及び 7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス））では、

「365 日（1年間）」運用していると回答した割合が 100％又は 100％に近い。 

映像 FPU 系のシステムでは、年間の運用日数が「365 日（1 年間）」、「30 日以上 150

日未満」、「30日未満」の回答がそれぞれ存在する。映像 FPU（Dバンド）、映像 FPU（C

バンド）では、「365日（1年間）」運用していると回答した割合が最も大きく、それぞ

れ 44.4％、50.0％である。映像 FPU（Bバンド）では、「30 日以上 150日未満」とした

回答の割合が 100％である。 
 

図表－四－４－１１ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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映像FPU（Dバンド）
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衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満
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 エリア利用状況 

図表－四－４－１２ 「運用区域」のシステム別比較を見ると、いずれのシステムも

四国管内で運用していると回答した割合が 100％である。 

また、映像 FPU（B バンド）は、東北管内及び関東管内でも運用していると回答した

割合も大きい。 

 
図表－四－４－１２ 「運用区域」のシステム別比較 

 

 

*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

*9 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 3 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像FPU（Bバンド） 1 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - - - - - - - - - - - -
移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - - - - - - - - - - - -
映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 9 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像FPU（Cバンド） 4 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 8 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 37.5% 37.5% 100.0% 25.0% 0.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 6 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
音声STL/TTL/TSL（Mバンド） 3 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
放送監視制御（Mバンド） 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Dバンド） 12 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像FPU（Dバンド） 9 0.0% 11.1% 22.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 22.2% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 34 2.9% 2.9% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9% 8.8% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0 - - - - - - - - - - - -
放送監視制御（Nバンド） 0 - - - - - - - - - - - -
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 周波数帯幅利用状況 

図表－四－４－１３ 「電波の容量」のシステム別比較を見ると、全体的に「音声や

データ等の通信に必要な通信量を確保するため」と回答したシステムが大半である。 

「その他」の主な回答は、「消防業務用として割当てられているため。」「映像伝送を

行うため。」である。 

 

図表－四－４－１３ 「電波の容量」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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 技術利用状況 

図表－四－４－１４ 「通信技術の高度化」のシステム別比較を見ると、全体的に「導

入予定なし」と回答した割合が大きい。 

一方で、映像 FPU（C、Dバンド）においては、「より多値化した変調方式を導入予定」

とした回答の割合がほぼ同程度の約 2割強である。 

「その他」の主な回答は、「デジタル方式を導入済み。」、「狭帯域化技術を導入予定」

「将来に向けた検討を行っている。」である。 

 

図表－四－４－１４ 「通信技術の高度化」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 導入予定技術が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの技術で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 デジタル方式を導入予定
より多値化した変調方式

を導入予定
狭帯域化（ナロー化）した

技術を導入予定
導入予定なし その他

映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 3 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3%
映像FPU（Bバンド） 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - - - - -
移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - - - - -
映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 9 0.0% 0.0% 0.0% 77.8% 22.2%
映像FPU（Cバンド） 4 0.0% 25.0% 0.0% 75.0% 0.0%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 8 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 6 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3%
音声STL/TTL/TSL（Mバンド） 3 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
放送監視制御（Mバンド） 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Dバンド） 12 0.0% 0.0% 0.0% 83.3% 16.7%
映像FPU（Dバンド） 9 0.0% 22.2% 0.0% 33.3% 44.4%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 34 8.8% 0.0% 0.0% 85.3% 5.9%
映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 2 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0 - - - - -
放送監視制御（Nバンド） 0 - - - - -
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 運用管理取組状況 

図表－四－４－１５ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較を見ると、映像

STL/TTL/TSL（B、C、D、M 及び N バンド）、音声 STL/TTL/TSL（M バンド）及び 6GHz 帯

電気通信業務用固定無線システムは、「全ての無線局について地震対策を行っている」

とした割合が 100％であり、「対策を行っていない」免許人は存在しなかった。 

その他のシステムにおいては、いずれのシステムも、「全ての無線局について対策を

行っている」と回答した割合が最も大きいが、「一部の無線局について対策行っている」

又は「対策を行っていない」と回答した免許人も存在する。 

 
図表－四－４－１５ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）
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放送監視制御（Nバンド）

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない
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図表－四－４－１６ 「想定している地震の規模」のシステム別比較を見ると、「東日

本大震災（震度 7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している」と回

答した割合は、6GHz帯電気通信業務用固定無線システム、6.5GHz帯電通・公共・一般

業務（中継系・エントランス）及び放送監視制御（M バンド）が 100％である。 

一方で、「東日本大震災（震度 7）レベルを想定した対策は実施していない」と回答

した割合は、音声 STL/TTL/TSL（D、Mバンド）が最も大きく、66.7％である。 

 
図表－四－４－１６ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

66.7%

66.7%

63.6%

55.6%

50.0%

33.3%

33.3%

33.3%

33.3%

36.4%

44.4%

50.0%

66.7%

66.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない
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図表－四－４－１７ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較を見ると、全体的

にいずれのシステムも、ネットワークの信頼性向上及びサービス早期普及に向けた体

制整備と回答した割合が大きい傾向にある。建物や鉄塔等の構造物の耐震補強と回答

した割合も 5割以上である。 

「その他」の主な回答は、「耐震計算に基づき据付」、「隣り合う装置ラックの連結」

である。 

 
図表－四－４－１７ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 3 66.7% 100.0% 100.0% 0.0%
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - - - -
映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 9 55.6% 88.9% 88.9% 0.0%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 8 87.5% 100.0% 100.0% 12.5%
映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 6 66.7% 83.3% 66.7% 0.0%
音声STL/TTL/TSL（Mバンド） 3 66.7% 100.0% 100.0% 0.0%
放送監視制御（Mバンド） 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Dバンド） 12 58.3% 75.0% 75.0% 8.3%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 33 87.9% 60.6% 48.5% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 2 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0 - - - -
放送監視制御（Nバンド） 0 - - - -
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図表－四－４－１８ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉によ

る対策等）」のシステム別比較を見ると、「全ての無線局について対策を行っている」と

回答した割合は、6GHz帯電気通信業務用固定無線システムが最も大きく 100％である。 

「一部の無線局について対策を行っている」と回答した割合は、放送監視制御（M バ

ンド）が最も大きく 100％となっている。 

 
図表－四－４－１８ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

77.8%

75.0%

66.7%

66.7%

61.8%

50.0%

50.0%

33.3%

11.1%

8.3%

33.3%

33.3%

32.4%

50.0%

50.0%

33.3%

100.0%

11.1%

16.7%

5.9%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない
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図表－四－４－１９ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較を見ると、全体的に

いずれのシステムも、「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が高

く、7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）システムのみ「対策を

行っていない」との回答が 14.7％あった。 

 
図表－四－４－１９ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

61.8% 23.5% 14.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない
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図表－四－４－２０ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較を見る

と、全体的に「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が大きく、

6GHz 帯電気通信業務用固定無線システムで 100％となっている。「一部の無線局につい

て対策を行っている」と回答した割合は、放送監視制御（Mバンド）が最も大きく、100％

となっている。7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）システムの

み「対策を行っていない」との回答が 20.6％あった。 

 
図表－四－４－２０ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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88.9%

87.5%

83.3%

83.3%

66.7%

66.7%

61.8%

50.0%

11.1%

12.5%

16.7%

16.7%

33.3%

33.3%

17.6%

50.0%

100.0%

20.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Mバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－４－２１ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較を見ると、全体的には 7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エン

トランス）を除く全てのシステムで、「全ての無線局について復旧体制が整備されてい

る」と回答している割合が 100％である。 

「復旧対策が整備されていない」割合は、7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・

エントランス）システムの 14.7％である。 

 
図表－四－４－２１ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%
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100.0%

100.0%

100.0%

73.5% 11.8% 14.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない
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図表－四－４－２２ 「予備電源の有無」のシステム別比較を見ると、映像

STL/TTL/TSL（Dバンド）を除くいずれのシステムも、100％「全ての無線局について予

備電源を保有している」と回答している。映像 STL/TTL/TSL（Dバンド）は、「一部の無

線局について予備電源を保有している」と回答している割合が 8.3％存在する。 

 
図表－四－４－２２ 「予備電源の有無」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%
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100.0%

91.7% 8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している

予備電源を保有していない
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図表－四－４－２３ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比

較を見ると、全体的にいずれのシステムも、予備電源の運用にあたり「システム故障等

に伴う停電」を想定していると回答した割合と、「地震、火災、津波・水害等の災害」

を想定していると回答した割合は、いずれも大きい。 

 
図表－四－４－２３ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 予備電源の運用にあたり想定している事態が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計

上している。 

*4 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 システム故障等に伴う停電 地震、火災、津波・水害等の災害
映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 3 100.0% 100.0%
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 1 100.0% 100.0%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - -
映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 9 100.0% 88.9%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 8 87.5% 87.5%
映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 6 100.0% 83.3%
音声STL/TTL/TSL（Mバンド） 3 100.0% 100.0%
放送監視制御（Mバンド） 1 100.0% 100.0%
映像STL/TTL/TSL（Dバンド） 12 100.0% 91.7%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 34 88.2% 82.4%
映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 2 100.0% 100.0%
音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0 - -
放送監視制御（Nバンド） 0 - -
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図表－四－４－２４ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較を見

ると、いずれのシステムも、全ての免許人が「復旧まで、予備電源を使用することで当

該システムの運用に支障は出ない」と回答している。 

 
図表－四－４－２４ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障は出ない

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障が出る
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－４－２５ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（無線局数の増減）を見ると、全体的に「増減の予定はない」と回答し

た割合が多い傾向が見られ、特に映像 STL/TTL/TSL（B、C、D、M、Nバンド）、映像 FPU

（Bバンド）では、回答した割合は 100％である。 

一方、6GHz帯電気通信業務用固定無線システムでは、「減少する予定」と回答した割

合が他システムと比較すると大きく 100％である。 

 
図表－四－４－２５ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

50.0%

12.5%

2.9%

25.0%

12.5%

33.3%

100.0%

22.2%

5.9%

33.3%

100.0%

100.0%

100.0%

25.0%

75.0%

100.0%

33.3%

100.0%

77.8%

91.2%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像FPU（Dバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－４－２６ 「無線局数減少理由」のシステム別比較を見ると、「他の電気通

信手段で代替する予定であるため」と回答した割合は、6GHz 帯電気通信業務用固定無

線システム、6.5GHz 帯及び 7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

が最も大きく 100％である。 

映像 FPU（Cバンド）は、「廃止を予定しているから」と「その他」を理由にそれぞれ

50.0％となっている。 

「その他」の主な回答は、「新スプリアス規格に対応していないため。」である。 
 

図表－四－４－２６ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

50.0% 50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像FPU（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－４－２７ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較を見ると、全

てのシステムにおいて有線系(光ファイバー等)と回答した割合が 100％である。 

 
図表－四－４－２７ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像FPU（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像FPU（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－４－２８ 「無線局数増加理由」のシステム別比較を見ると、映像 FPU（C、

D バンド）が、「新規に導入する予定であるため」と回答した割合が 100％となってい

る。 

一方で、音声 STL/TTL/TSL（Mバンド）及び放送監視制御（Mバンド）では、「他の周

波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため」と回答した割合が 100％と

なっている。 

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）では、「他の電気通信手段

（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため」と回答した割合

が 100％となっている。 

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）では、「他の周波数帯を利

用する既存無線局から移行する予定であるため」及び「新規に導入する予定であるた

め」と回答した割合がいずれも 50％となっている。 

 

図表－四－４－２８ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100.0%

100.0%

50.0%

100.0%

100.0%

100.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像FPU（Dバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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図表－四－４－２９ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）を見ると、全体的に通信量の「増減の予定はない」と

回答した割合が最も多い。 

一方で、6GHz帯電気通信業務用固定無線システムについては、「減少する予定」と回

答した割合が 100％である。 

 
図表－四－４－２９ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

50.0%

11.8% 2.9%

25.0%

11.1%

100.0%

100.0%

100.0%

75.0%

50.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

88.9%

85.3%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像FPU（Dバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－４－３０ 「通信量減少理由」のシステム別比較を見ると、6GHz帯電気通

信業務用固定無線システムが「冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含

む）をより利用していく予定であるため」と回答した割合が 100％となっている。 

 

図表－四－４－３０ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像FPU（Dバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－４－３１ 「通信量増加理由」のシステム別比較を見ると、「現在の通信量

より大容量の通信を行う予定であるため」と回答した割合は、6.5GHz 帯電通・公共・

一般業務（中継系・エントランス）及び映像 FPU（C、Dバンド）で 100％となっている。 

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）は、「現在の通信量より大

容量の通信を行う予定であるため」が 60％、「その他」が 40％となっており、「その他」

主な回答は、「救急出動件数の増加による通信量の増加」「新規同報系デジタル無線設

備設置に伴う通信量の増加が見込まれるため。」である。 

 

図表－四－４－３１ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

60.0% 40.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像FPU（Dバンド）

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

音声STL/TTL/TSL（Mバンド）

放送監視制御（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

音声STL/TTL/TSL（Nバンド）

放送監視制御（Nバンド）

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行及び代替可能性 

図表－四－４－３２ 「移行可能性」のシステム別比較を見ると、全体的にいずれの

システムも、「将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討」と回答した割合が大きく

ほぼ 100％となっている。7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

は、「全ての無線局について移行が可能」とした割合が 8.8％存在する。 

 
図表－四－４－３２ 「移行可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

8.8% 91.2%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像FPU（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

当該システムの全ての無線局について移行が可能 当該システムの一部の無線局について移行が可能

将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討
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図表－四－４－３３ 「代替可能性」のシステム別比較を見ると、全体的に 6GHz 帯

電気通信業務用固定無線システムを除くいずれのシステムも、「代替することは困難」 

と回答した割合が大きくほぼ 100％となっている。 

一方、6GHz帯電気通信業務用固定無線システムでは、「一部の無線局について代替す

ることが可能」と回答した割合が 100％である。 

また、7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）は、「全ての無線局

について代替することが可能」とした割合が 5.9％存在する。 
 

図表－四－４－３３ 「代替可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。  

5.9% 2.9%

100.0%

25.0%

12.5%

91.2%

75.0%

87.5%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像FPU（Cバンド）

6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Bバンド）

映像FPU（Bバンド）

映像STL/TTL/TSL（Cバンド）

映像STL/TTL/TSL（Mバンド）

映像STL/TTL/TSL（Dバンド）

映像FPU（Dバンド）

映像STL/TTL/TSL（Nバンド）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz）

当該システムの全ての無線局について代替することが可能 当該システムの一部の無線局について代替することが可能

代替することは困難
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図表－四－４－３４ 「代替困難な理由」のシステム別比較を見ると、全体的に、「非

常災害時に備えた冗長性確保ができないため」と回答したシステムが最も多く、「代替

可能な電気通信手段（有線系を含む）が提供されていないため」と回答したシステムも

多い傾向にある。 

一方、6GHz帯電気通信業務用固定無線システムでは、「経済的な理由のため」及び「地

理的に制約があるため」と回答した割合も同様に最も大きく、映像 FPU（Bバンド）で

は、「地理的に制約があるため」と回答した割合も同様に最も大きい。「その他」の主な

回答は、「災害時の使用を想定しているため他の電気通信手段は現実的ではない。」「衛

星通信の場合、地上回線への代替えは困難」である。 

 
図表－四－４－３４ 「代替困難な理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 代替困難な理由が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 「他の電気通信手段への代替可能性」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について代替する

ことが可能」、「代替することは困難」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
非常災害時等に備えた冗長

性が確保できないため
経済的な理由のため 地理的に制約があるため

必要な回線品質が得られな
いため

代替可能な電気通信手段
（有線系を含む）が提供され

ていないため
その他

映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 3 100.0% 33.3% 33.3% 0.0% 100.0% 0.0%
映像FPU（Bバンド） 1 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - - - - - -
移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 - - - - - -
映像STL/TTL/TSL（Cバンド） 9 100.0% 44.4% 22.2% 33.3% 55.6% 0.0%
映像FPU（Cバンド） 4 75.0% 50.0% 25.0% 25.0% 75.0% 0.0%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 8 100.0% 62.5% 25.0% 37.5% 50.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 6 83.3% 33.3% 33.3% 33.3% 83.3% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Dバンド） 12 75.0% 58.3% 16.7% 41.7% 50.0% 0.0%
映像FPU（Dバンド） 9 77.8% 44.4% 44.4% 33.3% 44.4% 0.0%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス） 32 75.0% 65.6% 25.0% 18.8% 40.6% 3.1%
映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 2 100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0%
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分では、平成 27 年 11 月に、5,800-7,500MHz 帯固定通信システムを高度

化し、可搬型無線システムの導入や大容量通信を可能としたのに加え、6,570-6,870MHz

まで及び 7,425-7,750MHz までの周波数について、固定業務の局及び固定衛星業務の局

に対して有害な混信を生じさせないこと等を条件に、陸上移動業務の公共業務用での使

用等を可能とした。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、7.5GHz 帯電気通信業務・公共業務・一般業務

用（中継系・エントランス）が 31.0％となっており、次いで 6.5GHz帯電気通信業務・

公共業務・一般業務用（中継系・エントランス）が 23.3％、映像 FPU（D バンド）が

17.9％及び映像 FPU（Cバンド）が 10.8％となっている。これらのシステムで本周波数

区分の無線局の 8 割以上を占めている。7.5GHz 帯電気通信業務・公共業務・一般業務

用（中継系・エントランス）については、平成 27 年度調査時と比較すると約 5％無線

局数が増加している。6.5GHz 帯電気通信業務・公共業務・一般業務用（中継系・エン

トランス）については、無線局数はほぼ横ばいであり、映像 FPU（Cバンド）及び映像

FPU（D バンド）については約 1割強減少している。 

本周波数帯を使用する電波利用システムをシステム別に見た場合、7.5GHz帯中継系・

エントランス回線については、平成 27年度の調査時と比較して、16局増加し 323局と

なっている。約 9 割の免許人が、今後、3 年間で無線局数の増減の予定はないことか

ら、今後も一定の需要が見込まれる。 

6GHz帯電気通信業務用固定無線システムについては、平成 27年度の調査時と比較し

て、無線局数はほぼ横ばいであるが、今後 3 年間で減少する予定と全ての免許人が回

答している。これは、有線系（光ファイバー等）や、将来他の電気通信手段に代替を予

定していることから、今後も減少の傾向が続くと想定される。 

映像 FPU（B、C、D バンド）については、平成 27 年度の調査時と比較して、44 局減

少し、307局となっている。 

音声 STL/TTL/TSL（M バンド）及び放送監視制御回線については、平成 27 年度の調

査時と比較して、18局増加し 47局となっており、音声 STL/TTL/TSL は約 3割、放送監

視制御回線は全ての免許人が今後 3 年間で無線局数が 50％未満増加する予定であり、

今後も無線局の増加が見込まれる。 

無線局の具体的な使用実態については、6.5GHz 帯電気通信業務用・公共業務用・一

般業務用（中継系・エントランス）、6GHz 帯電気通信業務用固定無線システム、映像

STL/TTL/TSL、音声 STL/TTL/TSL及び放送監視制御においては、全ての免許人が年間 365

日、1日中使用と高い通信状態にある傾向がある。 

映像 FPUについては、年間 365日運用している免許人は、Cバンドで 50.0％、Dバン

ドで 44.4％、Bバンドでは全ての免許人が 30日以上 150日未満と回答しており、常時

番組制作に利用しているというより、報道等必要時のみに使用されていることが想定

される。 

運用管理取組状況については、調査対象の全てのシステムで 6割弱の免許人が地震、

津波・水害、火災、故障等の対策を行っている。これらのシステムの重要性を鑑みると

引き続き非常時の対策を推進することが望ましい。 
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 電波に関する需要の動向 

音声 STL/TTL/TSL（M，N バンド）及び放送監視制御回線については、今後も 3.4GHz

帯放送事業用無線局の受入れ先として無線局数の増加が想定されることから、周波数

利用効率を更に高められることが期待される。 

国際的に 5.9GHz帯における自動運転システム及び Connected Carの導入、発展が検

討されている。 

 総合評価 

本周波数区分は、映像・音声 STL/TTL/TSL 等の放送事業用無線局や電気通信業務用

固定無線システム等に利用されている。 

映像 FPU（C、Dバンド）については、無線局が減少傾向にあり今後の動向に注視して

いくことが望ましい。 

音声 STL/TTL/TSL（M、Nバンド）及び放送監視制御回線については 3.4GHz帯放送事

業用無線局の受入れ先として無線局が増加傾向にあるほか、その他の無線システムにつ

いては、前回調査時と比較して多少の増減にとどまっており、これらシステムの重要性

から判断すると適切に利用されていると認められる。 

8GHz 帯地球探査衛星用途については、近年、民間企業等によるリモートセンシング

データを利活用した衛星ビジネスの普及が見込まれており、それに必要となる周波数需

要について今後注視していくことが望ましい。 

自動運転システム及び Connected Carの導入・発展を踏まえ、4.4GHz超 5.85GHz以

下の周波数区分と併せて、本周波数区分においてもダイナミックな周波数共用の可能性

のある周波数帯の検討を推進した上で、更なる周波数の有効利用方策の検討を行うこと

が望ましい。 
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第５款 8.5GHz 超 10.25GHz 以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

各種レーダー

8.5

各種レーダー
航空無線

航行（PAR）

9.0

9.2

10.0

10.25

アマ
チュア

7.25

超広帯域無線システム

[GHz]

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

位置・距離測定用レーダー 0者 0局 0.0%
PAR（精測進入レーダー） 0者 0局 0.0%
航空機用気象レーダー 3者 5局 0.1%
沿岸監視レーダー 3者 3局 0.1%
レーマークビーコン・レーダービーコン 0者 0局 0.0%
SART（捜索救助用レーダートランスポンダ） 504者 895局 18.9%
船舶航行用レーダー 2,909者 3,731局 78.6%
沿岸監視レーダー（移動型） 0者 0局 0.0%
9GHz帯気象レーダー 0者 0局 0.0%
9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0者 0局 0.0%
10.125GHz帯アマチュア 101者 103局 2.2%
実験試験局（8.5-10.25GHz） 6者 11局 0.2%
その他（8.5-10.25GHz） 0者 0局 0.0%

合計 3,526者 4,748局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－５－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、一般業務

用（GEN）の割合が最も大きく、96.8％である。次いで、アマチュア業務用（ATC）及び

公共業務用（PUB）の割合が大きく、1.2％である。 

 
図表－四－５－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

目的コード 割合 局数

一般業務用（GEN） 96.8% 8,274 局

アマチュア業務用（ATC） 1.2% 103 局

公共業務用（PUB） 1.2% 99 局

電気通信業務用（CCC） 0.7% 58 局

実験試験用（EXP） 0.1% 11 局

基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局

放送事業用（BCS） 0.0% 0 局

簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局

一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

一般業務用（GEN）, 

96.8%

アマチュア業務用

（ATC）, 1.2%

公共業務用（PUB）, 

1.2%

電気通信業務用

（CCC）, 0.7%

実験試験用（EXP）, 

0.1%
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図表－四－５－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全体的に平成 24

年度から平成 30年度にかけて大幅な増減はない。 

平成 27年度から平成 30年度にかけては、北海道局及び北陸局は減少している一方、

四国局を含むその他の総合通信局では若干増加している。 

また、平成 30年度の無線局数は、関東局の無線局数が最も多い周波数区分がほとん

どであるが、本周波数区分は九州局が最も無線局数が多く、次いで北海道局と続く。 
 

図表－四－５－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 7,375 4,706 6,253 669 1,398 4,483 4,443 5,786 4,843 11,922 877

平成27年度 7,204 5,021 6,314 693 1,417 4,393 4,505 5,734 4,693 11,985 981

平成30年度 7,070 5,242 6,672 714 1,413 4,471 4,603 6,081 4,748 12,135 1,191

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（無線局数） 平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－５－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、全国

では船舶航行用レーダーの割合が最も高く、全体の 8 割を超えている。四国局でも、

船舶航行用レーダーの占める割合が最も高く 78.6％となっており、次いで SART（捜索

救助用レーダートランスポンダ）が 18.9％となっている。SART（捜索救助用レーダー

トランスポンダ）の占める割合は、各総合通信局の中で最も大きい。 

 
図表－四－５－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
位置・距離測定用レーダー - - - - - - - - - - - -
PAR（精測進入レーダー） 0.00% - - - - - - - - - - 0.08%
航空機用気象レーダー 2.14% 0.23% 0.48% 12.31% 0.28% 0.07% 1.19% 2.67% 0.31% 0.11% 0.63% 1.93%
沿岸監視レーダー 0.20% 0.37% 0.27% 0.30% 0.14% 0.64% 0.20% 0.13% 0.08% 0.06% 0.14% -
レーマークビーコン・レーダービーコン 0.00% - - 0.01% - - - 0.02% - - - -
SART（捜索救助用レーダートランスポンダ） 10.32% 4.13% 8.01% 10.91% 6.44% 4.60% 6.44% 15.47% 15.61% 18.85% 8.63% 13.85%
船舶航行用レーダー 82.86% 94.09% 88.52% 62.44% 73.81% 90.45% 87.61% 74.13% 81.20% 78.58% 88.78% 83.21%
沿岸監視レーダー（移動型） 0.13% - 0.02% 0.97% 0.28% 0.07% - 0.02% - - 0.01% -
9GHz帯気象レーダー 0.08% 0.03% 0.13% 0.10% 0.28% 0.14% 0.16% 0.13% 0.07% - 0.07% -
9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0.00% - - 0.01% - - - - - - - -
10.125GHz帯アマチュア 3.30% 1.00% 2.27% 8.86% 15.41% 3.33% 4.12% 4.98% 2.47% 2.17% 1.51% 0.67%
実験試験局（8.5-10.25GHz） 0.95% 0.16% 0.31% 4.06% 3.36% 0.71% 0.29% 2.45% 0.26% 0.23% 0.21% 0.25%
その他（8.5-10.25GHz） 0.00% - - 0.01% - - - - - - 0.01% -
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図表－四－５－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、全体的にはほぼ横ば

いである。 

船舶航行用レーダーは、平成 24 年度から平成 27 年度にかけて減少したが、平成 27

年度から平成 30年では 1.9％（70局）増加している。 

SART（遭難救助用レーダートランスポンダ）は、平成 24 年度から平成 30 年度にか

けて減少し、平成 27年度から平成 30年では 1.2％（11局）減少している。 

これらの無線局の増減は、免許人個々の諸事情による船舶の譲渡、廃船及び建造が理

由として考えられる。 

航空機用気象レーダーは、平成 24年度から平成 30年度にかけて増加し、平成 27年

度から平成 30年度では 16.4％（1局）増加している。 

10.125GHz 帯アマチュアは、平成 24 年度から平成 30 年度にかけて減少し、平成 27

年度から平成 30年度では 8.0％（9局）減少している。 

それ以外のシステムでは、大きな増減の傾向は見られない。 

 
図表－四－５－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

位置・距離測定用レーダー 0 0 0 9GHz帯気象レーダー 0 0 0

PAR（精測進入レーダー） 0 0 0 9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0 0 0

レーマークビーコン・レーダービーコン 0 0 0 その他（8.5-10.25GHz） 0 0 0

沿岸監視レーダー（移動型） 0 0 0

船舶航行用レーダー

SART（捜索救助用

レーダートランスポン

ダ）

10.125GHz帯アマチュ

ア

実験試験局（8.5-
10.25GHz）

航空機用気象レー

ダー
沿岸監視レーダー その他(*1)

平成24年度 3,742 974 114 7 3 3 0

平成27年度 3,661 906 112 7 4 3 0

平成30年度 3,731 895 103 11 5 3 0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－５－５ 「通信状態」のシステム別比較（9GHz帯気象レーダー、9GHz 帯気

象レーダー（可搬型））については、当周波数区分において、当該システムの無線局が

存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－５ 「通信状態」のシステム別比較（9GHz帯気象レーダー、9GHz帯気象レーダー（可搬型）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
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図表－四－５－６ 「年間の運用状態」のシステム別比較については、当周波数区分

において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－６ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満
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 エリア利用状況 

図表－四－５－７ 「運用区域」のシステム別比較については、当周波数区分におい

て、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－７ 「運用区域」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

*9 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
9GHz帯気象レーダー 0 - - - - - - - - - - - -
9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0 - - - - - - - - - - - -
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 周波数帯利用状況 

図表－四－５－８ 「電波の容量」のシステム別比較については、当周波数区分にお

いて、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－８ 「電波の容量」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため レーダー等で必要な分解能を確保するため 理由は把握していない その他
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 技術利用状況 

図表－四－５－９ 「固体化レーダー」のシステム別比較については、当周波数区分

において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－９ 「固体化レーダー」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 当該技術の導入予定が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－５－１０ 「送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）」のシステム別比較に

ついては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対

象外とする。 

 
図表－四－５－１０ 「送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 当該技術の導入予定が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし
9GHz帯気象レーダー 0 - - - -
9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0 - - - -

対象回答数 導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし
9GHz帯気象レーダー 0 - - - -
9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0 - - - -
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図表－四－５－１１ 「受信フィルタ（混信低減・除去を行う）」のシステム別比較に

ついては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対

象外とする。 

 
図表－四－５－１１ 「受信フィルタ（混信低減・除去を行う）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 当該技術の導入予定が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし
9GHz帯気象レーダー 0 - - - -
9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0 - - - -
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 運用管理取組状況 

図表－四－５－１２ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較については、当周

波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－１２ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－５－１３ 「想定している地震の規模」のシステム別比較については、当

周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－１３ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない
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図表－四－５－１４ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較については、当周

波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－１４ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

9GHz帯気象レーダー 0 - - - -
9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0 - - - -
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図表－四－５－１５ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉によ

る対策等）」のシステム別比較については、当周波数区分において、当該システムの無

線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－１５ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較  

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－５－１６ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較については、当周波

数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－１６ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない
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図表－四－５－１７ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較につい

ては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外

とする。 

 
図表－四－５－１７ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－５－１８ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較については、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在し

ないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－１８ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－５－１９ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（無線局数の増減）については、当周波数区分において、当該システム

の無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－１９ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－５－２０ 「無線局数減少理由」のシステム別比較については、当周波数

区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－２０ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－５－２１ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較については、

当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とす

る。 

 
図表－四－５－２１ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
 
  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－５－２２ 「無線局数増加理由」のシステム別比較については、当周波数

区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－２２ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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図表－四－５－２３ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）については、当周波数区分において、当該システムの

無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－２３ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－５－２４ 「通信量減少理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－５－２４ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
 
  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－５－２５ 「通信量増加理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 

図表－四－５－２５ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

9GHz帯気象レーダー（可搬型）

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分では、平成 30 年 6 月に、9.2-9.8GHz に 9GHz 帯航空機搭載型合成開口

レーダーシステムを導入した。また、9.3-9.5GHzに、固体素子化をした 9GHz帯船舶航

行用レーダーの制度整備が進んでいる。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、船舶航行用レーダーが 78.6％、SART（捜索救

助用レーダートランスポンダ）が 18.9％と、本周波数区分の無線局の 97.5％となって

いる。 

平成 27 年度調査時と比較すると船舶航行用レーダーにおいては 70 局増加し 3,731

局、SART（捜索救助用レーダートランスポンダ）においては 11局減少し 895 局となっ

ている。 

 電波に関する需要の動向 

気象予報業務や防災対策において、より一層の的確な観測を可能とするためには、従

来型（電子管型）から最新型（固体素子型）気象レーダーへの移行とともに、民間企業

や自治体等からは、小型又は可搬型の気象レーダーの実用化による新たな導入が強く

望まれている。 

特に 9.4GHz帯の気象レーダーは、無線設備自体の小型化や可搬性が高く、しかも廉

価となってきており、いわゆるゲリラ豪雨等の観測の観点から今後の普及が期待され

ている。 

また、8GHz 帯地球探査衛星（宇宙から地球）を利用した民間の人工衛星局での利用

が進んできている。今後も、小型衛星の汎用化が加速することにより更なる周波数需

要が想定される。 

7.25-10.25GHz 帯の屋内利用に限定されている超広帯域（UWB）無線システムについ

て、屋外での利用の需要があることから他システムとの周波数共用の可能性について

検討を推進することが望ましい。 

 総合評価 

本周波数区分は、主に船舶航行用レーダー、SART（捜索救助用レーダートランスポン

ダ）に利用されており、この 2 つのシステムで無線局数の 97.5％となっている。国際

的な周波数割当てとも整合がとれており、適切に利用されていると言える。 

一方、本周波数帯はレーダーでの利用の需要が高く、今後、気象用や探査用に利用が

拡大することが想定されることから、既存システムとの共用など、周波数利用方法の

検討を推進することが求められる。 

特に、ゲリラ豪雨等の観測体制強化のため、9GHz 帯気象レーダーの需要も高まって

くると考えられるほか、5GHz帯気象レーダーの受入先としての役割も期待されるため、

更なる周波数有効利用を図っていくことが望ましい。併せて、9GHz 帯の気象レーダー

の普及に向けて、周波数帯を共用するシステム（航空機気象レーダーや船舶航行レー

ダー、沿岸監視レーダー等）との共存のあり方の検討を進めることが望ましい。 
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第６款 10.25GHz 超 13.25GHz以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

10.55
10.5

10.25

10.45

10.68
10.7

11.7

12.2

12.75

12.95

電通業務
（固定衛星↓）電通業務（固定・移動）

固定
衛星↑BS放送↓

CS放送↓

各種レーダー

電波天文

アマチュア

公共・一般業務（固定）

13.25

放送事業
（固定・移動）

Ｅバンド

放送事業
（固定・移動）

Ｆバンド

放送事業
（固定・移動）

Ｇバンド

12.5

[GHz]

電通業務
（固定衛星↓）

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 4者 5局 0.6%
映像FPU（Eバンド） 11者 100局 11.2%
10.475GHz帯アマチュア 85者 86局 9.7%
速度センサ／侵入検知センサ 5者 15局 1.7%
映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 4者 7局 0.8%
映像FPU（Fバンド） 8者 76局 8.5%
11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 4者 498局 56.0%
11GHz帯電気通信業務災害対策用 1者 8局 0.9%
11GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0者 0局 0.0%
衛星ダウンリンク（Kuバンド）（10.7-11.7GHz） 0者 0局 0.0%
BS放送 0者 0局 0.0%
衛星ダウンリンク（Kuバンド）（11.7-12.75GHz） 0者 0局 0.0%
SHF帯地上放送 0者 0局 0.0%
12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス） 12者 88局 9.9%
CS放送 0者 0局 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 3者 6局 0.7%
映像FPU（Gバンド） 0者 0局 0.0%
実験試験局（10.25-13.25GHz） 0者 0局 0.0%
その他（10.25-13.25GHz） 0者 0局 0.0%

合計 137者 889局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－６－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、電気通信

業務用(CCC)の割合が最も大きく、52.5％である。次いで、放送事業用（BCS）の割合が

大きく、25.1％である。 

 
図表－四－６－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

目的コード 割合 局数

電気通信業務用（CCC） 52.5% 506 局

放送事業用（BCS） 25.1% 242 局

公共業務用（PUB） 12.2% 118 局

アマチュア業務用（ATC） 8.9% 86 局

一般業務用（GEN） 1.2% 12 局

基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局

実験試験用（EXP） 0.0% 0 局

簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局

一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

電気通信業務用

（CCC）, 52.5%

放送事業用（BCS）, 

25.1%

公共業務用（PUB）, 

12.2%

アマチュア業務用

（ATC）, 8.9%

一般業務用（GEN）, 

1.2%
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図表－四－６－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全ての総合通信局

ともに、平成 24年度から平成 30年度にかけて減少している。 

 
図表－四－６－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 

* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 1,080 1,659 4,326 811 401 2,458 1,532 2,009 1,610 1,844 135

平成27年度 793 1,486 3,713 716 316 2,394 1,234 1,728 1,371 1,616 109

平成30年度 623 1,077 2,856 534 279 1,673 1,007 1,502 889 1,307 87

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－６－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、全国

では 11GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)の割合が最も大きく、27.86％とな

っている。 

四国局においても 11GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)の割合が最も大き

く 56.02％であり、当該システムが四国局において占める割合は、各総合通信局の中で

最も割合が大きい。次いで割合の大きいシステムは、映像 FPU（Eバンド）でその割合

は 11.25％である。 

 
図表－四－６－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 0.46% - 2.97% 0.04% 0.19% - 0.24% 0.40% - 0.56% 0.61% -
映像FPU（Eバンド） 18.54% 12.04% 18.11% 24.82% 18.73% 33.69% 15.54% 24.73% 9.59% 11.25% 19.20% 19.54%
10.475GHz帯アマチュア 11.55% 8.51% 8.36% 15.30% 15.73% 12.54% 8.55% 15.99% 7.86% 9.67% 11.78% 6.90%
速度センサ／侵入検知センサ 13.72% 3.21% 2.32% 6.97% 5.06% 8.96% 30.42% 6.45% 34.09% 1.69% 16.76% 9.20%
映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 0.61% - - - - 1.79% 0.12% 0.79% 1.46% 0.79% 2.07% 1.15%
映像FPU（Fバンド） 11.81% 10.91% 18.11% 22.44% 11.05% - 12.37% 5.16% 0.33% 8.55% 7.27% -
11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 27.86% 44.46% 35.28% 14.99% 28.65% 15.77% 21.82% 21.75% 34.09% 56.02% 29.07% 47.13%
11GHz帯電気通信業務災害対策用 1.91% 1.93% 2.23% 1.05% 1.12% 2.87% 0.48% 4.37% 2.40% 0.90% 3.52% 4.60%
11GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 - - - - - - - - - - - -
衛星ダウンリンク（Kuバンド）（10.7-11.7GHz） 0.07% - - 0.28% - - - - - - - -
BS放送 0.07% - - 0.28% - - - - - - - -
衛星ダウンリンク（Kuバンド）（11.7-12.75GHz） 0.24% - - 0.98% - - - - - - - -
SHF帯地上放送 - - - - - - - - - - - -
12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス） 11.04% 17.34% 10.49% 10.22% 18.35% 20.43% 9.62% 15.29% 8.92% 9.90% 7.04% 11.49%
CS放送 0.03% - - 0.11% - - - - - - - -
映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 1.50% 1.61% 2.04% 1.19% 1.12% 3.94% 0.84% 1.99% 1.26% 0.67% 2.68% -
映像FPU（Gバンド） 0.04% - - 0.18% - - - - - - - -
実験試験局（10.25-13.25GHz） 0.53% - 0.09% 1.09% - - - 3.08% - - - -
その他（10.25-13.25GHz） 0.02% - - 0.07% - - - - - - - -
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図表－四－６－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、平成 24 年度、平成

27 年度及び平成 30年度にかけて、減少傾向にあるシステムが多い。 

固定通信回線について、11GHz帯電気通信業務用（中継系・エントランス）及び 12GHz

帯公共・一般業務（中継系・エントランス）は、いずれも平成 24年度から平成 30年度

にかけて減少し、平成 27年度から平成 30年では、それぞれ 45.5％（415局）、19.3％

（21 局）減少している。11GHz 帯電気通信業務用（中継系・エントランス）、11GHz 帯

電気通信業務災害対策用及び 12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）の減少

傾向の理由としては、回線容量不足による他のシステムへの移行、組織内統廃合によ

る無線局減少が挙げられる。 

映像 FPU系（E、F、Gバンド）について、映像 FPU（Gバンド）の増減はないものの、

映像 FPU（E バンド）及び映像 FPU（F バンド）は、平成 27 年度から平成 30 年度では

ぞれぞれ 4.8％（5局）、3.8％（3局）減少している。 

 
図表－四－６－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

11GHz帯電気通信業務災害対策用 32 32 8 衛星ダウンリンク（Kuバンド）（11.7-12.75GHz） 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 8 8 7 SHF帯地上放送 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 12 9 6 CS放送 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 7 6 5 映像FPU（Gバンド） 0 0 0

11GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0 0 0 実験試験局（10.25-13.25GHz） 0 0 0

衛星ダウンリンク（Kuバンド）（10.7-11.7GHz） 0 0 0 その他（10.25-13.25GHz） 0 0 0

BS放送 0 0 0

11GHz帯電気通信業

務（中継系・エントラン

ス）

映像FPU（Eバンド）

12GHz帯公共・一般業

務（中継系・エントラン

ス）

10.475GHz帯アマチュ

ア
映像FPU（Fバンド）

速度センサ／侵入検

知センサ
その他(*1)

平成24年度 1,131 108 119 98 77 18 59

平成27年度 913 105 109 95 79 15 55

平成30年度 498 100 88 86 76 15 26

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－６－５ 「通信状態」のシステム別比較（映像 STL/TTL/TSL（E バンド）、

映像 STL/TTL/TSL（Fバンド）、映像 STL/TTL/TSL（Gバンド））を見ると、全ての免許人

が 24 時間通信している。 

 
図表－四－６－５ 「通信状態」のシステム別比較（映像 STL/TTL/TSL（Eバンド）、 

映像 STL/TTL/TSL（Fバンド）、映像 STL/TTL/TSL（G バンド）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－６－６ 「通信状態」のシステム別比較（映像 FPU（E バンド）、映像 FPU

（F バンド）、映像 FPU（G バンド））を見ると、いずれのシステムも早朝（0 時から 7

時）は通信が行われていると回答した割合が小さく、F バンドでは 9 時から割合が増

加、E バンドでは 7時から 10時にかけて割合が増加し、いずれのシステムも 10時から

19 時までは高い割合を示し、19時以降は減少している。 

 
図表－四－６－６ 「通信状態」のシステム別比較（映像 FPU（Eバンド）、 

映像 FPU（Fバンド）、映像 FPU（Gバンド）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

映像FPU（Eバンド）

映像FPU（Fバンド）

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
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図表－四－６－７ 「通信状態」のシステム別比較（11GHz帯電気通信業務（中継系・

エントランス）、12GHz 帯公共・一般業務（中継系・エントランス））を見ると、11GHz

帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、全免許人が 24時間通信している。12GHz

帯公共・一般業務（中継系・エントランス）では、7時から 8時に運用している免許人

の割合が多い。 

 
図表－四－６－７ 「通信状態」のシステム別比較 

（11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）、12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

11GHz帯電気通信業務

（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－６－８ 「年間の運用状態」のシステム別比較を見ると、映像 FPU 及び

12GHz 帯公共・一般業務（中継系・エントランス）を除くいずれのシステムも、「365日

（1年間）」と回答した割合が 100％となっている。 

12GHz 帯公共・一般業務（中継系・エントランスでは、「365 日（1 年間）」と回答し

た割合が最も大きくその割合は 91.7％、「30日以上 150日未満」と回答した割合が 8.3％

となっている。 

映像 FPU（Fバンド）では、「365日（1年間）」と回答した割合が最も大きく、その割

合は 50.0％である。次いで、「30日以上 150 日未満」と回答した割合は 37.5％であり、

「30日未満」と回答した割合は 12.5％である。 

映像 FPU（E バンド）では、「365 日（1 年間）」及び「30 日以上 150 日未満」と回答

した割合は、どちらも 36.4％でり、「30日未満」と回答した割合が 27.3％である。 
 

図表－四－６－８ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

91.7%

50.0%

36.4%

8.3%

37.5%

36.4%

12.5%

27.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像FPU（Fバンド）

映像FPU（Eバンド）

映像FPU（Gバンド）

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満



3-9-126 

図表－四－６－９ 「平均放送時間」のシステム別比較については、当周波数区分に

おいて、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－６－９ 「平均放送時間」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 当設問は、調査票設問「放送時間の管理の有無」において、「当該システムの全ての無線局について放送時間を管理

している」、「当該システムの一部の無線局について放送時間を管理している」と回答した免許人が対象である。な

お、「放送時間の管理の有無」の回答対象システムは、全て「当該システムの全ての無線局について放送時間を管理

している」と回答している。 

*3 年間を通じた 1か月当たりの平均放送時間を示す。 

*4 複数の無線局で平均放送時間が異なる場合は、それらの中での最大値を示す。 

*5 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

BS放送

CS放送

672時間超744時間以内 600時間超672時間以内 528時間超600時間以内 528時間超時間以内
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 エリア利用状況 

図表－四－６－１０ 「運用区域」のシステム別比較を見ると、映像 STL/TTL/TSL（E、

Fバンド）は四国管内のみの運用となっている。 

その他のシステムは、四国管内に次いで中国管内での運用の割合が大きい。 
 

図表－四－６－１０ 「運用区域」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

*9 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 4 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像FPU（Eバンド） 11 0.0% 9.1% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 27.3% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 4 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像FPU（Fバンド） 8 0.0% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 4 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 75.0% 75.0% 100.0% 50.0% 25.0% 0.0%
12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス） 12 8.3% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 8.3% 0.0% 8.3% 100.0% 8.3% 0.0% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 3 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
映像FPU（Gバンド） 0 - - - - - - - - - - - -
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 周波数帯利用状況 

図表－四－６－１１ 「電波の容量」のシステム別比較を見ると、全体的にいずれの

システムも、「音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため」と回答した割合

が 100％となっている。 

 
図表－四－６－１１ 「電波の容量」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像FPU（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため レーダー等で必要な分解能を確保するため 理由は把握していない その他
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 技術利用状況 

図表－四－６－１２ 「通信技術の高度化」のシステム別比較を見ると、全体的に

11GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）以外のいずれのシステムも、「導入予

定なし」と回答した割合が大きい。 

一方、11GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、「より多値化した変調

方式を導入予定」と回答した割合が大きい。 

「その他」の主な回答は、「デジタル方式導入」「圧縮方式を向上させた技術の導入」

である。 
 

図表－四－６－１２ 「通信技術の高度化」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 導入予定技術が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの技術で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 デジタル方式を導入予定
より多値化した変調方式

を導入予定
狭帯域化（ナロー化）した

技術を導入予定
導入予定なし その他

映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 4 0.0% 0.0% 0.0% 75.0% 25.0%
映像FPU（Eバンド） 11 0.0% 18.2% 0.0% 45.5% 36.4%
映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 4 0.0% 0.0% 0.0% 75.0% 25.0%
映像FPU（Fバンド） 8 0.0% 25.0% 0.0% 37.5% 37.5%
11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 4 25.0% 75.0% 0.0% 0.0% 25.0%
12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス） 12 0.0% 0.0% 0.0% 91.7% 8.3%
映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 3 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3%
映像FPU（Gバンド） 0 - - - - -
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 運用管理取組状況 

図表－四－６－１３ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較を見ると、全体的

にいずれのシステムも、「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が

最も大きく、12GHz 帯公共・一般業務(中継系・エントランス)を除いたシステムでは

100％となっている。 

12GHz 帯公共・一般業務(中継系・エントランス)では、「一部の無線局について対策

を行っている」と回答した免許人の割合は 8.3％となっている。 
 

図表－四－６－１３ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

91.7% 8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない
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図表－四－６－１４ 「想定している地震の規模」のシステム別比較を見ると、映像

STL/TTL/TSL（E バンド）は、「東日本大震災（震度 7）と同等またはそれ以上の規模を

想定し、対策を実施している」と回答した割合が 100％、映像 STL/TTL/TSL（Fバンド）

及び 12GHz 帯公共・一般業務（中継系・エントランス）は、「東日本大震災（震度 7）

と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している」と回答した割合が 75.0％、

11GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）は、「東日本大震災（震度 7）と同等ま

たはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している」と回答した割合と、「東日本大震

災（震度 7）レベルを想定した対策は実施していない」と回答した割合がともに 50％

である。 

映像 STL/TTL/TSL（Gバンド）では、「東日本大震災（震度 7）レベルを想定した対策

は実施していない」と回答した割合が 66.7％となっている。 

 
図表－四－６－１４ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

75.0%

75.0%

50.0%

33.3%

25.0%

25.0%

50.0%

66.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない
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図表－四－６－１５ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較を見ると、映像

STL/TTL/TSL(Eバンド)は、「ネットワークの信頼性向上」及び「サービス早期復旧に向

けた体制整備」と回答した割合がいずれも最も大きく 75.0％となっている。 

映像 STL/TTL/TSL(F バンド)は、「建物や鉄塔等の構造物の耐震補強」、「ネットワー

クの信頼性向上」及び「サービス早期復旧に向けた体制整備」と回答した割合がいずれ

も 75.0％となっている。 

11GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）は、「建物や鉄塔等の構造物の耐震

補強」及び「サービス早期復旧に向けた体制整備」と回答した割合がいずれも最も大き

く 100％となっている。 

12GHz 帯公共・一般業務(中継系・エントランス)は、「建物や鉄塔等の構造物の耐震

補強」と回答した割合が最も大きく 91.7％となっている。 

映像 STL/TTL/TSL(Gバンド) は、「建物や鉄塔等の構造物の耐震補強」及び「ネット

ワークの信頼性向上」と回答した割合がいずれも最も大きく 100％となっている。 

「その他」の主な回答は、「耐震設計に基づき据付けを実施」「隣り合う装置ラックの

連結」である。 
 

図表－四－６－１５ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

  

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 4 50.0% 75.0% 75.0% 25.0%
映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 4 75.0% 75.0% 75.0% 0.0%
11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 4 100.0% 50.0% 100.0% 0.0%
12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス） 12 91.7% 83.3% 66.7% 8.3%
映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 3 100.0% 100.0% 33.3% 0.0%
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図表－四－６－１６ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉によ

る対策等）」のシステム別比較を見ると、「全ての無線局について対策を行っている」と

回答した割合は、映像 STL/TTL/TSL（Eバンド）が最も大きく 75.0％となっている。 

「対策を行っていない」と回答した割合は、映像 STL/TTL/TSL(Gバンド)が最も大き

く 33.3％となっている。 

 
図表－四－６－１６ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

75.0%

58.3%

50.0%

50.0%

33.3%

25.0%

41.7%

50.0%

25.0%

33.3%

25.0%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない
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図表－四－６－１７ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較を見ると、全体的に

いずれのシステムも、「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が高

く、「一部の無線局について対策を行っている」と回答した割合を含めるといずれのシ

ステムも 90％を超えている。 

「対策を行っていない」と回答した割合は、12GHz 帯公共・一般業務(中継系・エン

トランス)のみで 8.3％となっている。 
 

図表－四－６－１７ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

83.3%

50.0%

8.3%

50.0%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない
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図表－四－６－１８ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較を見る

と、「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合は、11GHz 帯電気通信

業務（中継系・エントランス）では 100％となっている。 

「対策を行っていない」と回答した割合は、映像 STL/TTL/TSL（Eバンド）が最も大

きく 25.0％となっている。 
 

図表－四－６－１８ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 
* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

83.3%

75.0%

66.7%

50.0%

8.3%

25.0%

33.3%

25.0%

8.3%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－６－１９ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較を見ると、全体的にいずれのシステムも、「全ての無線局について復旧

体制が整備されている」と回答した割合が最も大きく、12GHz帯公共・一般業務（中継

系・エントランス）を除くシステムでは 100％となっている。 

「復旧対策が整備されていない」と回答した割合は、12GHz帯公共・一般業務（中継

系・エントランス）のみで 8.3％となっている。 
 

図表－四－６－１９ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

75.0% 16.7% 8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない
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図表－四－６－２０ 「予備電源の有無」のシステム別比較を見ると、いずれのシス

テムも、「全ての無線局について予備電源を保有している」と回答した割合は 100％と

なっている。 

 
図表－四－６－２０ 「予備電源の有無」のシステム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している

予備電源を保有していない
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図表－四－６－２１ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比

較を見ると、全体的にシステム故障等に伴う停電を想定していると回答した割合と、

地震、火災、津波・水害等の災害を想定していると回答した割合がともに大きい。 

 
図表－四－６－２１ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 予備電源の運用にあたり想定している事態が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計

上している。 

*4 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

  

対象回答数 システム故障等に伴う停電 地震、火災、津波・水害等の災害
映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 4 100.0% 75.0%
映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 4 100.0% 75.0%
11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 4 100.0% 100.0%
12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス） 12 66.7% 91.7%
映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 3 100.0% 100.0%
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図表－四－６－２２ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較を見

ると、いずれのシステムも、「復旧まで、予備電源を使用することでシステムの運用に

支障は出ない」と回答した割合が大きく、100％となっている。 

 
図表－四－６－２２ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障は出ない

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障が出る
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－６－２３ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（無線局数の増減）を見ると、11GHz帯電気通信業務（中継系・エント

ランス）を除くいずれのシステムも、「増減の予定はない」と回答した割合が最も大き

く、映像 STL/TTL/TSL（E、F、Gバンド）及び 12GHz帯公共・一般業務（中継系・エン

トランス）では 100％となっている。 

その他、映像 FPU（E、Fバンド）、11GHz帯電気通信業務用（中継系・エントランス）

は、「増加する予定」とした免許人がある一方で、無線局数が「減少する予定」とした

免許人も存在する。 
 

図表－四－６－２３ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

18.2%

12.5%

25.0%

18.2%

25.0%

50.0%

100.0%

63.6%

100.0%

62.5%

25.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像FPU（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－６－２４ 「無線局数減少理由」のシステム別比較を見ると、11GHz 帯電

気通信業務（中継系・エントランス）は、「他の電気通信手段で代替する予定であるた

め」と回答した割合が 100％となっている。 

映像 FPU（E、Fバンド）では、「廃止を予定しているから」と回答した割合は、それ

ぞれ 50％、100％である。 

「その他」の主な回答は、「新スプリアス規格に未対応のため。」である。 
 

図表－四－６－２４ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

50.0%

100.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像FPU（Eバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－６－２５ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較を見ると、

11GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)は、「有線系（光ファイバー等）」と回答

した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－６－２５ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像FPU（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像FPU（Fバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－６－２６ 「無線局数増加理由」のシステム別比較を見ると、映像 FPU（E、

Fバンド）、11GHz帯電気通信業務用（中継系・エントランス）は、「新規に導入する予

定であるため」と回答した割合が 100％である。 

 
図表－四－６－２６ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像FPU（Eバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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図表－四－６－２７ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）を見ると、映像 STL/TTL/TSL(E、F、Gバンド)は、「増

減の予定はない」と回答した割合が 100％となっている。 

11GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)は、「50％未満増加する予定」と回答

した割合が最も大きく、75％となっている。 

 
図表－四－６－２７ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

75.0%

8.3% 8.3%

9.1%

12.5%

100.0%

90.9%

100.0%

87.5%

25.0%

83.3%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像FPU（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－６－２８ 「通信量減少理由」のシステム別比較については、当周波数区

分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である無線局

が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－６－２８ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像FPU（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－６－２９ 「通信量増加理由」のシステム別比較を見ると、全体的にいず

れのシステムも、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため」と回答した

割合が最も大きい。 

 
図表－四－６－２９ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

66.7%

100.0%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像FPU（Eバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行及び代替可能性 

図表－四－６－３０ 「移行可能性」のシステム別比較を見ると、いずれのシステム

も、「将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討」と回答した割合が 100％となって

いる。 

 
図表－四－６－３０ 「移行可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像FPU（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像FPU（Fバンド）

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

当該システムの全ての無線局について移行が可能 当該システムの一部の無線局について移行が可能

将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討
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図表－四－６－３１ 「代替可能性」のシステム別比較を見ると、全体的に 11GHz帯

電気通信業務用（中継系・エントランス）を除くいずれのシステムも、「代替すること

は困難」と回答した割合が最も大きい。 

11GHz 帯電気通信業務用（中継系・エントランス）では、「一部の無線局について代

替することが可能」と回答した割合は 50.0％である。 

 
図表－四－６－３１ 「代替可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

50.0%

9.1%

50.0%

90.9%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

映像FPU（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Eバンド）

映像STL/TTL/TSL（Fバンド）

映像FPU（Fバンド）

12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス）

映像STL/TTL/TSL（Gバンド）

映像FPU（Gバンド）

当該システムの全ての無線局について代替することが可能 当該システムの一部の無線局について代替することが可能

代替することは困難
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図表－四－６－３２ 「代替困難な理由」のシステム別比較を見ると、11GHz 帯電気

通信業務用（中継系・エントランス）除き、全体的に、「非常災害時に備えた冗長性の

確保できないため」の割合が大きい。 

11GHz 帯電気通信業務用（中継系・エントランス）では、「経済的な理由のため」と

「代替可能な電気通信手段(有線系を含む)が提供されていないため」の割合が大きい。

また、映像 STL/TTL/TSL(G バンド)では、「代替可能な電気通信手段(有線系を含む)が

提供されていないため」の割合も大きい。 

 
図表－四－６－３２ 「代替困難な理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 代替困難な理由が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 「他の電気通信手段への代替可能性」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について代替する

ことが可能」、「代替することは困難」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
非常災害時等に備えた冗長

性が確保できないため
経済的な理由のため 地理的に制約があるため

必要な回線品質が得られな
いため

代替可能な電気通信手段
（有線系を含む）が提供され

ていないため
その他

映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 4 75.0% 50.0% 25.0% 50.0% 50.0% 0.0%
映像FPU（Eバンド） 11 72.7% 45.5% 36.4% 36.4% 45.5% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 4 100.0% 25.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0%
映像FPU（Fバンド） 8 75.0% 37.5% 37.5% 37.5% 50.0% 0.0%
11GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 4 25.0% 75.0% 50.0% 25.0% 75.0% 0.0%
12GHz帯公共・一般業務（中継系・エントランス） 12 100.0% 41.7% 8.3% 41.7% 41.7% 0.0%
映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 3 66.7% 33.3% 33.3% 0.0% 66.7% 0.0%
映像FPU（Gバンド） 0 - - - - - -
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分では、平成 27年 3月に、基幹系無線システムの高度化等に伴い、より

柔軟な無線局運用を可能とするため、10.7-11.7GHz に公共業務用及び一般業務用を、

12.2-12.5GHzに電気通信業務用を追加した。 

平成 28年 4月に、左旋円偏波による BS放送開始に向けて、12GHz帯放送衛星業務の

周波数に左旋円偏波を追加するとともに右旋円偏波の周波数チャネルを追加した。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、電気通信業務(中継系、エントランス)、映像

FPU、遠隔探知センサ等多くのシステムに利用されており、全体の無線局数は、平成 27

年度調査時と比較すると、482 局減少し 889局となっている。 

11GHz帯電気通信業務(中継系、エントランス)が本周波数区分で最も無線局数が多い

ものの、平成 27 年度の調査時と比較して 415 局減少し、498 局となっており、更に今

後 3 年間で有線系（光ファイバー等）の代替手段に移行する等により、25％の免許人

が減少する予定である。一方で 75％の免許人がより多値化した変調方式を導入予定で

あり、周波数利用効率の促進を図ることとしており、一定の需要が見込まれる。 

映像 FPU（E、Fバンド）については、平成 27年度の調査時と比較して、8局減少し、

176 局となっている。当該システムは、今後 3年間で無線局の減少が見込まれるとする

免許人は、E バンドは約 18％、F バンドは約 13％である一方、増加が見込まれるとす

る免許人は、E バンドは約 18％、F バンドは約 25％であり、引き続き一定の需要は見

込まれる。 

無線局の具体的な使用実態については、映像 STL/TTL/TSL 及び電気通信業務（中継

系・エントランス）はほぼ全ての免許人が年間 365日、一日のうち 90%以上と高い通信

状態にあるという傾向がある。映像 FPU については、年間 365 日運用している免許人

は、E バンドは約 36％、F バンドは約 50％であり、常に番組で利用するのではなく、

報道等必要に応じて利用されていることが想定される。 

運用管理取組状況については、映像 STL/TTL/TSL及び電気通信業務（中継系・エント

ランス）の 6 割以上の免許人が地震、津波・水害、火災、故障等の対策を実施してお

り、本システムの重要性を鑑みると引き続き非常時の対策を推進することが望ましい。 

 電波に関する需要の動向 

小型衛星から構成される衛星コンステレーションによる衛星通信システムの導入に

向けて情報通信審議会において技術的条件の検討が開始されているところである。 
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 総合評価 

本周波数区分の利用状況については、電気通信業務用が 52.5％、次いで放送事業用

の無線局が 25.1％となっており、前回調査時と比較して電気通信業務用無線局数が減

少している。 

各電波利用システムの無線局数は、11GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）

が前回調査時の約 2 分の 1 と大きく減少しているものの、周波数区分の全体的では、

ほぼ横ばいで、国際的な周波数割当てとも整合がとれており、適切に利用されている

と言える。 

今後サービス開始が見込まれる Ku帯（ダウンリンク：10.7-12.7GHz、アップリンク：

12.75-13.25GHz,14.0-14.5GHz）非静止衛星コンステレーションの実現に向け、隣接す

る既存無線システム及び静止衛星システムとの共用条件等の技術的検討を推進するこ

とが望ましい。 
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第７款 13.25GHz 超 21.2GHz 以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 包括免許の無線局（64局）を含む。 

*4 包括免許の無線局は、含まれていない。 

  

公共業務（移動）

各種レーダー 電通業務（固定・移動）

BS・CS
フィーダリンク↑

電通業務
（固定衛星↑）

13.25

14.4

14.7

14.9

13.9

14.5

14.0

13.75

各種レーダー
電気通信業務等

（固定衛星↓）

BSフィーダ
リンク↑

電波天文

公共業務（移動）

無線アクセスシステム・電通業務（固定）

17.3

15.4

18.72

15.35

17.7

19.22

19.7

21.2

17.8

15.25 [GHz]

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

13GHz帯航空機航行用レーダー 0者 0局 0.0%
13GHz帯船舶航行管制用レーダー 0者 0局 0.0%
接岸援助用レーダー 0者 0局 0.0%
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz） 4者 123局*3 10.8%
衛星ダウンリンク（Kaバンド）（20.2-21.2GHz） 0者 0局 0.0%
14GHz帯BSフィーダリンク 0者 0局 0.0%
CSフィーダリンク 0者 0局 0.0%
移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド） 3者 7局*4 0.6%
MTSATアップリンク（Kuバンド） 0者 0局 0.0%
15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1者 217局 19.1%
15GHz帯電気通信業務災害対策用 1者 4局 0.4%
15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0者 0局 0.0%
15GHz帯ヘリテレ画像伝送 2者 2局 0.2%
17GHz帯BSフィーダリンク 0者 0局 0.0%
衛星ダウンリンク（Kaバンド）（17.3-20.2GHz） 0者 0局 0.0%
18GHz帯公共用小容量固定 17者 75局 6.6%
18GHz帯FWA 9者 76局 6.7%
18GHz帯電気通信業務（エントランス） 3者 630局 55.6%
実験試験局（13.25-21.2GHz） 0者 0局 0.0%
その他（13.25-21.2GHz） 0者 0局 0.0%

合計 40者 1,134局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－７－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、電気通信

業務用（CCC）の割合が最も大きく、86.7％である。次いで、公共業務用（PUB）の割合

が大きく、13.3％である。 

 
図表－四－７－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*4 包括免許の無線局は、含まれていない。 

  

目的コード 割合 局数

電気通信業務用（CCC） 86.7% 956 局

公共業務用（PUB） 13.3% 147 局

一般業務用（GEN） 0.0% 0 局

基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局

アマチュア業務用（ATC） 0.0% 0 局
実験試験用（EXP） 0.0% 0 局
放送事業用（BCS） 0.0% 0 局
簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局
一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

電気通信業務用

（CCC）, 86.7%

公共業務用（PUB）, 

13.3%
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図表－四－７－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全体的に平成 24

年度から平成 30年度にかけて減少している総合通信局が多い。四国局においては、平

成 27 年度に増加したものの平成 30年度は減少している。 

 
図表－四－７－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 

* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 706 1,589 13,123 584 259 1,521 1,453 1,154 835 1,035 132

平成27年度 726 1,484 13,910 547 173 1,311 1,227 1,119 1,282 1,046 179

平成30年度 735 1,289 12,947 408 198 983 873 916 1,134 880 225

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－７－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、全国

では、衛星（移動通信を除く）アップリンク（Kuバンド）(13.75-14.5GHz)の割合が半

数を超え、18GHz帯電気通信業務（エントランス）が 18.99％と続いている。四国局に

おいては、18GHz 帯電気通信業務(エントランス)の割合が最も大きく 55.56％であり、

北海道局に次ぐ割合となっている。 

 
図表－四－７－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
13GHz帯航空機航行用レーダー - - - - - - - - - - - -
13GHz帯船舶航行管制用レーダー 0.01% - - - - - 0.10% - - - 0.11% -
接岸援助用レーダー 0.02% - - - - - 0.41% - - - - -
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz） 57.79% 10.61% 7.68% 84.96% 10.29% 22.22% 8.14% 15.58% 8.84% 10.85% 13.41% 43.11%
衛星ダウンリンク（Kaバンド）（20.2-21.2GHz） - - - - - - - - - - - -
14GHz帯BSフィーダリンク - - - - - - - - - - - -
CSフィーダリンク 0.00% - - 0.01% - - - - - - - -
移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド） 2.83% 0.27% 0.23% 3.99% 0.74% 0.51% 1.63% 1.03% 0.22% 0.62% 0.80% 7.11%
MTSATアップリンク（Kuバンド） 0.03% - - 0.02% - - - 0.34% - - - -
15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 8.73% 14.15% 21.02% 2.64% 21.57% 10.10% 32.35% 20.39% 18.23% 19.14% 10.34% 0.89%
15GHz帯電気通信業務災害対策用 0.35% - - 0.03% - 2.02% 0.41% 4.35% 1.53% 0.35% 0.45% -
15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 - - - - - - - - - - - -
15GHz帯ヘリテレ画像伝送 0.35% 0.68% 0.47% 0.15% - 0.51% 0.81% 1.26% 0.76% 0.18% 1.36% 0.44%
17GHz帯BSフィーダリンク 0.14% - - 0.21% - - - 0.11% - - 0.11% -
衛星ダウンリンク（Kaバンド）（17.3-20.2GHz） 0.02% - - 0.04% - - - - - - - -
18GHz帯公共用小容量固定 6.37% 7.48% 13.11% 1.54% 24.02% 12.63% 13.12% 19.93% 16.59% 6.61% 19.77% 26.67%
18GHz帯FWA 4.03% 9.39% 21.88% 1.10% 1.47% 17.17% 2.95% 9.51% 2.29% 6.70% 8.86% 4.44%
18GHz帯電気通信業務（エントランス） 18.99% 57.41% 35.38% 4.91% 41.67% 34.85% 40.08% 26.80% 51.53% 55.56% 44.09% 17.33%
実験試験局（13.25-21.2GHz） 0.32% - 0.23% 0.39% 0.25% - - 0.69% - - 0.68% -
その他（13.25-21.2GHz） - - - - - - - - - - - -
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図表－四－７－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、増加傾向にあるシス

テムと減少傾向にあるシステムが存在している。 

固定無線回線については、18GHz帯電気通信業務（エントランス）、15GHz帯電気通信

業務（中継系・エントランス）は、平成 24年度から平成 27年度にかけて増加し、平成

27 年度から平成 30年度では、それぞれ 9.2％（64局）、24.4％（70局）減少している。 

一方で、18GHz 帯公共用小容量固定は、平成 24 年度から平成 30 年度にかけて増加

し、平成 27年度から平成 30年度では 53.1％（26局）増加している。 

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）は、平成 24年

度から平成 27年度にかけて増加し、平成 27年度から平成 30年度では、25.9％（43局）

減少している。 

18GHz帯電気通信業務（エントランス）、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントラン

ス）の減少については、回線容量不足による他のシステムへの移行が挙げられ、18GHz

帯公共用小容量固定の増加については、公共事業用としての回線構成または、防災行

政無線のデジタル化の整備に中継回線として運用しているためと挙げられる。 

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）の減少につい

ては、システムの更改に合わせ必要に応じて固定系から移動系への移行があり、移動

衛星サービスリンクのアップリンク（Ku バンド）増加については、災害対策用の移動

局が増加していることが挙げられる。 
 

図表－四－７－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

15GHz帯電気通信業務災害対策用 0 0 4 CSフィーダリンク 0 0 0

15GHz帯ヘリテレ画像伝送 3 3 2 MTSATアップリンク（Kuバンド） 0 0 0

13GHz帯航空機航行用レーダー 0 0 0 15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 2 0 0

13GHz帯船舶航行管制用レーダー 0 0 0 17GHz帯BSフィーダリンク 0 0 0

接岸援助用レーダー 1 1 0 衛星ダウンリンク（Kaバンド）（17.3-20.2GHz） 0 0 0

衛星ダウンリンク（Kaバンド）（20.2-21.2GHz） 0 0 0 実験試験局（13.25-21.2GHz） 0 0 0

14GHz帯BSフィーダリンク 0 0 0 その他（13.25-21.2GHz） 0 0 0

18GHz帯電気通信業

務（エントランス）

15GHz帯電気通信業

務（中継系・エントラン

ス）

衛星（移動衛星を除

く）アップリンク（Kuバ

ンド）（13.75-14.5GHz）
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－７－５ 「通信状態」のシステム別比較（衛星（移動衛星を除く）アップ

リンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）、移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバ

ンド））を見ると、移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）では、6時か

ら 19 時までは比較的高い割合を示し、19 時以降は減少する。 

 
図表－四－７－５ 「通信状態」のシステム別比較 

（衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）、 

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Ku バンド））

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

衛星（移動衛星を除く）アップリンク

（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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図表－四－７－６ 「通信状態」のシステム別比較（15GHz帯電気通信業務（中継系・

エントランス）、15GHz 帯電気通信業務災害対策用、15GHz 帯電気通信業務テレビ伝送

用、18GHz帯公共用小容量固定、18GHz帯 FWA、18GHz帯電気通信業務（エントランス））

を見ると、全体的に 15GHz帯電気通信業務災害対策用を除くいずれのシステムも 24時

間大きな変動なく、通信している割合が大きい。15GHz 帯電気通信業務（中継系・エン

トランス）、18GHz帯電気通信業務（エントランス）では、全免許人が 24時間通信して

いる。 

一方、15GHz 帯電気通信業務災害対策用では、24 時間通信を行った免許人は存在し

なかった。 

 
図表－四－７－６ 「通信状態」のシステム別比較（15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）、 

15GHz帯電気通信業務災害対策用、15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用、18GHz帯公共用小容量固定、 

18GHz帯 FWA、18GHz 帯電気通信業務（エントランス）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

15GHz帯電気通信業務災害対策用
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18GHz帯FWA

18GHz帯電気通信業務（エントランス）
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80.0%
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図表－四－７－７ 「通信状態」のシステム別比較（15GHz 帯ヘリテレ画像伝送）を

見ると、24 時間、50％の免許人が運用している。 

 
図表－四－７－７ 「通信状態」のシステム別比較（15GHz帯ヘリテレ画像伝送） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

15GHz帯ヘリテレ画像伝送
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20.0%

40.0%

60.0%

80.0%
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図表－四－７－８ 「年間の運用状態」のシステム別比較を見ると、15GHz 帯電気通

信業務（中継系・エントランス）、18GHz帯電気通信業務（エントランス）、18GHz 帯公

共用小容量固定は、「365日（1 年間）」と回答した割合が 100％となっている。 

18GHz 帯 FWA は、「365 日（1 年間）」と回答した割合が 88.9％のほか、「30 日未満」

とした割合が 11.1％程度となっている。 

衛星(移動衛星を除く)アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）は、「365日（1年

間）」と回答した割合が 75.0％であり、その他は「30 日以上 150 日未満」の利用とな

っている。 

移動衛星サービスのアップリンク（Ku バンド）は、「365日（1年間）」と回答した割

合が 66.7％であり、その他は「30日未満」の利用となっている。 

15GHz帯ヘリテレ画像伝送は、「365日（1年間）」の運用と「30日未満」の運用に回

答した割合がそれぞれ 50.0％である。 

15GHz帯電気通信業務災害対策用は、全ての免許人が「30日未満」の運用となってい

る。 
 

図表－四－７－８ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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100.0%

100.0%
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18GHz帯FWA

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満
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 エリア利用状況 

図表－四－７－９ 「運用区域」のシステム別比較を見ると、15GHz 帯電気通信業務

（中継系・エントランス）、15GHz帯電気通信業務災害対策用、18GHz帯公共用小容量固

定及び 18GHz 帯 FWA は、四国管内のみで運用している。15GHz 帯ヘリテレ画像伝送で

は、海上においても一定程度運用されている。その他のシステムは全国運用されてお

り、衛星(移動衛星を除く)アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）は、中国管内

で運用していると回答した割合が大きい。 

 
図表－四－７－９ 「運用区域」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

*9 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz） 4 75.0% 50.0% 75.0% 50.0% 75.0% 75.0% 75.0% 100.0% 75.0% 75.0% 75.0% 0.0%
移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド） 3 33.3% 33.3% 66.7% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 66.7% 33.3% 33.3% 33.3%
15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
15GHz帯電気通信業務災害対策用 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0 - - - - - - - - - - - -
15GHz帯ヘリテレ画像伝送 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 100.0% 0.0% 0.0% 50.0%
18GHz帯公共用小容量固定 17 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
18GHz帯FWA 9 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
18GHz帯電気通信業務（エントランス） 3 66.7% 33.3% 66.7% 66.7% 66.7% 33.3% 66.7% 66.7% 100.0% 33.3% 33.3% 0.0%
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 周波数帯利用状況 

図表－四－７－１０ 「電波の容量」のシステム別比較を見ると、全体的にいずれの

システムも「音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため」と回答した割合

が最も大きい。 

「その他」の主な回答は、「映像伝送」「消防業務」である。 

 

図表－四－７－１０ 「電波の容量」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯FWA

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため レーダー等で必要な分解能を確保するため 理由は把握していない その他
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 技術利用状況 

図表－四－７－１１ 「通信技術の高度化」のシステム別比較を見ると、衛星(移動衛

星を除く)アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）では、狭帯域化（ナロー化）し

た技術を導入予定と回答した割合が最も大きい。 

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Ku バンド）では、より多値化した変調方

式を導入予定と回答した割合と狭帯域化（ナロー化）した技術を導入予定と回答した

割合がともに最も大きい。 

15GHz帯電気通信業務災害対策用では、デジタル方式を導入予定と回答した割合とよ

り多値化した変調方式を導入予定と回答した割合が最も大きい。 

18GHz帯電気通信業務（エントランス）では、より多値化した変調方式を導入予定と

回答した割合が最も大きい。 

一方で、15GHz帯ヘリテレ画像伝送、18GHz帯公共用小容量固定、18GHz帯 FWA では、

導入予定なしと回答した割合が最も大きい。 

「その他」の主な回答は、「通信容量増」「通信の安定化」「IP化」である。 
 

図表－四－７－１１ 「通信技術の高度化」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 導入予定技術が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの技術で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 デジタル方式を導入予定
より多値化した変調方式

を導入予定
狭帯域化（ナロー化）した

技術を導入予定
導入予定なし その他

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz） 4 25.0% 50.0% 75.0% 25.0% 0.0%
移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド） 3 0.0% 66.7% 66.7% 33.3% 0.0%
15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
15GHz帯電気通信業務災害対策用 1 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0 - - - - -
15GHz帯ヘリテレ画像伝送 2 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
18GHz帯公共用小容量固定 17 5.9% 0.0% 0.0% 76.5% 17.6%
18GHz帯FWA 9 22.2% 0.0% 11.1% 66.7% 0.0%
18GHz帯電気通信業務（エントランス） 3 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 33.3%
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 運用管理取組状況 

図表－四－７－１２ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較を見ると、15GHz

帯電気通信業務（中継系・エントランス）及び 18GHz帯電気通信業務（エントランス）

は、「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が 100％となっている。 

18GHz 帯公共用小容量固定は、「全ての無線局について対策を行っている」と回答し

た割合が 64.7％を占めるほか、「対策を行っていない」割合が 5.9％となっている。 

衛星(移動衛星を除く)アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）は、「一部の無線

局について対策を行っている」と回答した割合が 75.0％となっている。 

 
図表－四－７－１２ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 
* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

100.0%

64.7%

25.0%

29.4%

75.0%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない
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図表－四－７－１３ 「想定している地震の規模」のシステム別比較を見ると、「東日

本大震災（震度 7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している」と回

答した割合は、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）が 100％となっている。 

「東日本大震災（震度 7）レベルを想定した対策は実施していない」と回答した割合

は、18GHz帯電気通信業務（エントランス）が 66.7％となっている。 
 

図表－四－７－１３ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

75.0%

50.0%

33.3%

25.0%

50.0%

66.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない
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図表－四－７－１４ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較を見ると、いずれ

のシステムも「建物や鉄塔等の構造物の耐震補強」と回答した割合が最も大きく、衛星

（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）では「ネットワーク

の信頼性向上」、18GHz 帯電気通信業務（エントランス）では「サービス早期復旧に向

けた体制整備」と回答した割合も大きい。 

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、いずれの対策も実施されてい

る。 

「その他」の主な回答は、「耐震設計に基づき設備の据付を実施」である。 

 
図表－四－７－１４ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

  

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz） 4 100.0% 100.0% 75.0% 25.0%
15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
18GHz帯公共用小容量固定 16 93.8% 56.3% 37.5% 6.3%
18GHz帯電気通信業務（エントランス） 3 100.0% 33.3% 100.0% 0.0%
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図表－四－７－１５ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉によ

る対策等）」のシステム別比較を見ると、「全ての無線局について対策を行っている」と

回答した割合は、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）が最も大きく、100％

となっている。 

「一部の無線局について対策を行っている」と回答した割合は、衛星（移動衛星を除

く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）が最も大きく 75.0％となっている。 

「対策を行っていない」と回答したシステムは 18GHz 帯公共用小容量固定のみで、

その割合は 11.8％となっている。 
 

図表－四－７－１５ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較 

 
* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

64.7%

33.3%

25.0%

23.5%

66.7%

75.0%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない
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図表－四－７－１６ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較を見ると、「全ての

無線局について対策を行っている」と回答した割合は、15GHz 帯電気通信業務（中継系・

エントランス）が 100％となっている。 

「一部の無線局について対策を行っている」と回答した割合は、衛星（移動衛星を除

く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）が最も大きく、75.0％となっている。 

「対策を行っていない」と回答したシステムは 18GHz 帯公共用小容量固定のみで、

その割合は 17.6％となっている。 
 

図表－四－７－１６ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

58.8%

33.3%

25.0%

23.5%

66.7%

75.0%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない
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図表－四－７－１７ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較を見る

と、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）及び 18GHz帯電気通信業務（エン

トランス）は、「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が 100％と

なっている。 

18GHz 帯公共用小容量固定は、「全ての無線局について対策を行っている」と回答し

た割合が 64.7％、「対策を行っていない」と回答した割合が 35.3％となっている。 

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）は、「全ての無

線局について対策を行っている」と回答した割合が 25.0％、「一部の無線局について対

策を行っている」と回答した割合が 75.0％となっている。 
 

図表－四－７－１７ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 
* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

100.0%

64.7%

25.0% 75.0%

35.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－７－１８ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較を見ると、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）及び 18GHz

帯電気通信業務（エントランス）は、「全ての無線局について復旧体制が整備されてい

る」と回答した割合が 100％となっている。 

「復旧体制が整備されていない」と回答したシステムは、18GHz帯公共用小容量固定

のみで、その割合は 5.9％となっている。 
 

図表－四－７－１８ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

100.0%

82.4%

75.0%

11.8%

25.0%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない



3-9-171 

図表－四－７－１９ 「予備電源の有無」のシステム別比較を見ると、15GHz 帯電気

通信業務（中継系・エントランス）と 18GHz帯電気通信業務（エントランス）、18GHz帯

公共用小容量固定は、「全ての無線局について予備電源を保有している」と回答した割

合が 100％となっている。 

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）は、「全ての無

線局について予備電源を保有している」と回答した割合が 25.0％、「一部の無線局につ

いて予備電源を保有している」と回答した割合が 75.0％となっている。 

 
図表－四－７－１９ 「予備電源の有無」のシステム別比較 

 

* 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

25.0% 75.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している

予備電源を保有していない
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図表－四－７－２０ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比

較を見ると、18GHz帯公共用小容量固定を除き、いずれのシステムも、システム故障等

に伴う停電と回答した割合、地震、火災、津波・水害等の災害と回答した割合がいずれ

も 100％である。 

また、18GHz帯公共用小容量固定においても、システム故障等に伴う停電と回答した

割合が 76.5％、地震、火災、津波・水害等の災害と回答した割合が 70.6％といずれも

大きい。 

 

図表－四－７－２０ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 予備電源の運用にあたり想定している事態が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計

上している。 

*4 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

  

対象回答数 システム故障等に伴う停電 地震、火災、津波・水害等の災害
衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz） 4 100.0% 100.0%
15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 100.0% 100.0%
18GHz帯公共用小容量固定 17 76.5% 70.6%
18GHz帯電気通信業務（エントランス） 3 100.0% 100.0%
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図表－四－７－２１ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較を見

ると、いずれのシステムも、「復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運

用に支障は出ない」と回答している。 

 
図表－四－７－２１ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障は出ない

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障が出る
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－７－２２ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（無線局数の増減）を見ると、衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku

バンド）（13.75-14.5GHz）、移動衛星サービスのアップリンク（Kuバンド）及び 15GHz

帯電気通信業務（中継系・エントランス）を除き、「増減の予定はない」と回答した割

合が高く、15GHz帯電気通信業務災害対策用及び 15GHz帯ヘリテレ画像伝送は 100％と

なっている。 

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）及び移動衛星

サービスのアップリンク（Ku バンド）は、「50％以上 100％未満増加する予定」とした

割合が高い。 

15GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）は、「減少する予定」と回答した割

合が 100％となっている。 

「50％未満増加する予定」と回答した割合は、衛星（移動衛星を除く）アップリンク

（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）が最も大きい。 

 
図表－四－７－２２ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 
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76.5%
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衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯FWA

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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図表－四－７－２３ 「無線局数減少理由」のシステム別比較を見ると、15GHz 帯電

気通信業務（中継系・エントランス）及び 18GHz帯電気通信業務（エントランス）は、

「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した割合が 100％となってい

る。 

18GHz 帯 FWA は、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」、「他の周波数帯の

同様な無線システムへ移行する予定であるため」及び「廃止を予定しているから」と回

答した割合がそれぞれ 33.3％となっている。 
 

図表－四－７－２３ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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18GHz帯電気通信業務（エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

18GHz帯公共用小容量固定

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－７－２４ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較を見ると、

15GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）、18GHz 帯電気通信業務（エントラン

ス）及び 18GHz帯 FWAのいずれのシステムも「有線系（光ファイバー等）」と回答した

割合が 100％となっている。 

 
図表－四－７－２４ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

18GHz帯公共用小容量固定

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－７－２５ 「無線局数増加理由」のシステム別比較を見ると、全体的に

18GHz 帯 FWA を除き、「新規に導入する予定であるため」と回答した割合が大きく、移

動衛星サービスリンクのアップリンク（Ku バンド）及び 18GHz 帯電気通信業務（エン

トランス）は 100％となっている。 

「他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため」と回答した割

合は、18GHz帯 FWAで 100％であり、18GHz帯公共用小容量固定においても 50％存在す

る。 

「その他」の回答については、無線局数増加理由が、「他の電気通信手段（有線系を

含む）との冗長性確保のため導入する予定であるため」と「新規に導入する予定である

ため」の両方に該当するが、複数回答が可能ではなかったため、「その他」として回答

してきたものである。 

 
図表－四－７－２５ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯FWA

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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図表－四－７－２６ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）を見ると、いずれのシステムも「50％未満増加する予

定」または「増減の予定はない」と回答した割合が最も大きい。 

中でも、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）及び 18GHz帯電気通信業務

（エントランス）では「50％未満増加する予定」と回答した割合が 100％、15GHz帯電

気通信業務災害対策用、15GHz帯ヘリテレ画像伝送では「増減の予定はない」と回答し

た割合が 100％である。 

一方で、「減少する予定」と回答しているのは、18GHz 帯 FWA の免許人のみであり、

「50％以上 100％未満増加する予定」と回答しているのは、18GHz帯公共用小容量固定

の免許人のみである。 

 
図表－四－７－２６ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯FWA

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－７－２７ 「通信量減少理由」のシステム別比較を見ると、18GHz 帯 FWA

は、「冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予

定であるため」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－７－２７ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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15GHz帯ヘリテレ画像伝送

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－７－２８ 「通信量増加理由」のシステム別比較を見ると、全体的に 18GHz

帯 FWAを除き、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため」と回答した割

合が高く、移動衛星サービスリンクのアップリンク（Ku バンド）及び 15GHz 帯電気通

信業務（中継系・エントランス）では 100％となっている。 

18GHz 帯 FWA は、「通信の頻度が増加する予定であるため」と回答した割合が 100％

となっている。 

「冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利

用している予定であるため」と回答した割合は、衛星(移動衛星を除く)アップリンク

（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）及び 18GHz帯公共用小容量固定において 33.3％である。 

 
図表－四－７－２８ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯FWA

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行及び代替可能性 

図表－四－７－２９ 「移行可能性」のシステム別比較を見ると、全体的にいずれの

システムも、「将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討」と回答した割合が最も大

きい。 

 
図表－四－７－２９ 「移行可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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18GHz帯公共用小容量固定

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

当該システムの全ての無線局について移行が可能 当該システムの一部の無線局について移行が可能

将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討
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図表－四－７－３０ 「代替可能性」のシステム別比較を見ると、15GHz 帯電気通信

業務（中継系・エントランス）及び 18GHz帯電気通信業務（エントランス）を除き、「代

替することは困難」と回答した割合が高く、衛星(移動衛星を除く)アップリンク（Ku バ

ンド）（13.75-14.5GHz）、移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）、15GHz

帯電気通信業務災害対策用、15GHz帯ヘリテレ画像伝送及び 18GHz帯公共用小容量固定

では 100％となっている。18GHz 帯 FWA では、「全ての無線局について代替することが

可能」及び「一部の無線局について代替することが可能」と回答した割合も存在し、い

ずれも 11.1％となっている。 

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）及び 18GHz帯電気通信業務（エント

ランス）は、「一部の無線局について代替することが可能」と回答した割合が 100％と

なっている。 

 

図表－四－７－３０ 「代替可能性」のシステム別比較 
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18GHz帯FWA

15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

18GHz帯電気通信業務（エントランス）

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz）

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド）

15GHz帯電気通信業務災害対策用

15GHz帯ヘリテレ画像伝送

18GHz帯公共用小容量固定

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

当該システムの全ての無線局について代替することが可能 当該システムの一部の無線局について代替することが可能

代替することは困難
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*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
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図表－四－７－３１ 「代替困難な理由」のシステム別比較を見ると、18GHz 帯公共

用小容量固定及び 18GHz 帯 FWA を除き、全体的に代替可能な電気通信手段（有線系を

含む）が提供されていないためと回答した割合が大きい。また、移動衛星サービスリン

クのアップリンク（Ku バンド）は地理的に制約があるためと回答した割合、15GHz 帯

電気通信業務（中継系・エントランス）は非常災害時等に備えた冗長性が確保できない

ためと回答した割合、経済的な理由のためと回答した割合及び地理的に制約があるた

めと回答した割合も同様に大きい。 

一方で、18GHz帯公共用小容量固定では非常災害時等に備えた冗長性が確保できない

ためと回答した割合、18GHz帯 FWAでは経済的な理由のためと回答した割合が最も大き

い。 

「その他」の主な回答は、「災害時の使用を想定しているため他の電気通信手段は現

実的でない。」である。 

 
図表－四－７－３１ 「代替困難な理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 代替困難な理由が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 「他の電気通信手段への代替可能性」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について代替する

ことが可能」、「代替することは困難」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
非常災害時等に備えた冗長

性が確保できないため
経済的な理由のため 地理的に制約があるため

必要な回線品質が得られな
いため

代替可能な電気通信手段
（有線系を含む）が提供され

ていないため
その他

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Kuバンド）（13.75-14.5GHz） 4 25.0% 25.0% 50.0% 0.0% 75.0% 25.0%
移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド） 3 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 66.7% 33.3%
15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0%
15GHz帯電気通信業務災害対策用 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0 - - - - - -
15GHz帯ヘリテレ画像伝送 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
18GHz帯公共用小容量固定 17 70.6% 17.6% 23.5% 5.9% 17.6% 0.0%
18GHz帯FWA 8 25.0% 50.0% 25.0% 25.0% 25.0% 12.5%
18GHz帯電気通信業務（エントランス） 3 33.3% 66.7% 66.7% 33.3% 100.0% 0.0%
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分では、平成 27 年 3 月の基幹系無線システム高度化等に伴い、15GHz 帯

及び 18GHz 帯に電気通信業務用、公共業務用及び一般業務用いずれの目的でも使用可

能とし、より柔軟な無線局の運用が可能となった。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、18GHz帯電気通信業務（エントランス）が 55.6％、

15GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）が 19.1％占めている。これら二つのシ

ステムで本周波数区分の無線局の約 7割以上を占めているが、平成 27年度調査時と比

較すると約 1割減少している。 

衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Ku バンド）（13.75-14.5GHz）及び移動衛星

サービスのアップリンク（ku バンド）については、約 7 割の免許人が、今後 3 年間で

無線局が増加する予定であり、新規に導入する予定であるためや他の電気通信手段と

の冗長性確保のため、無線局の増加が見込まれる。 

18GHz帯電気通信業務（エントランス）及び 15GHz帯電気通信業務（中継系・エント

ランス）は、平成 27年度調査時と比較して 134局減少し、847局となっている。更に、

今後 3年間で、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）については 100％、18GHz

帯電気通信業務（エントランス）については、33％の免許人が有線系（光ファイバー等）

に移行し、無線局数が減少する予定である。 

無線局の具体的な使用実態については、15GHz帯電気通信業務（中継系・エントラン

ス）、18GHz帯電気通信業務（エントランス）、18GHz帯小容量固定及び 18GHz帯 FWA 映

像はほぼ全ての免許人が年間 365 日、一日のうちほぼ 9 割以上と高い通信状態にある

という傾向がある。移動衛星サービスのアップリンク及び衛星（移動衛星を除く）アッ

プリンクについては、年間 365日運用している免許人は 66.7％及び 75.0％であり、一

日のうち 6割以上と高い通信状態にあるという傾向がある。15GHz帯ヘリテレ画像伝送

については、年間 365日、年間 30日未満の運用をしている免許人は、50.0％ずつであ

り、日常を含め災害時等、必要に応じて利用されていることが想定される。 

運用管理取組状況については、調査対象の全てのシステムの免許人が地震、津波・水

害、火災、故障等の対策を実施しており、本システムの重要性を鑑みると引き続き非常

時の対策を推進することが望ましい。 

 電波に関する需要の動向 

平成 29年に Ka帯ダウンリンク：19.7-20.2GHz、アップリンク：29.5-30.0GHz）を用

いた移動体向けブロードバンド衛星通信システム（ESIM）が制度化、サービス開始され

ている。 

小型衛星から構成される衛星コンステレーションによる衛星通信システムの導入に

向けて情報通信審議会において技術的条件の検討が開始されている。 
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 総合評価 

本周波数区分の利用状況については、18GHz帯電気通信業務（エントランス）、15GHz

帯電気通信業務（中継系・エントランス）の二つのシステムで本周波数区分の無線局の

7割近くを占めている。災害等の非常時の対策にも取り組んでおり、国際的な周波数割

当てとも整合がとれていることから、適切に利用されていると言える。 

電気通信業務（エントランス）については、無線局数が減少傾向にあるものの、本シ

ステムは、光ファイバーの敷設が困難な地域での携帯電話基地局の展開や、携帯電話

システムの信頼性確保のために重要な無線局であり、多値変調方式の導入等、システ

ム高度化のための無線設備規則等の改正を平成 27 年 3 月に実施したことも踏まえて、

今後も周波数の有効利用を推進することが適当である。 

今後サービス開始が見込まれる Ku帯（ダウンリンク：10.7-12.7GHz、アップリンク：

12.75-13.25GHz,14.0-14.5GHz）/Ka 帯（ダウンリンク：17.8-18.6GHz,18.8GHz-20.2GHz、

アップリンク：27.5-29.1GHz,29.5-30.0GHz）非静止衛星コンステレーション等、新た

な衛星システムの導入に向けた動きが進んでおり、このような新たなシステムの導入

や既存システムの高度化などの周波数の有効利用に資する取組が引き続き進められる

ことが望ましい。 
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第８款 21.2GHz超 23.6GHz 以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、

第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

エントランス回線
（固定）

CATV番組
中継（移動）

衛星放送↓

無線アクセスシステム

21.2

21.4

22.4

22.0

22.6

22.21

22.5

23.0

23.2

23.55
23.6

CATV番組中継
（固定・移動）

電波天文 衛星間通信

[GHz]

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

有線テレビジョン放送事業用（移動） 1者 2局 16.7%
22GHz帯FWA 1者 4局 33.3%
22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1者 6局 50.0%
有線テレビジョン放送事業用（固定） 0者 0局 0.0%
実験試験局（21.2-23.6GHz） 0者 0局 0.0%
その他（21.2-23.6GHz） 0者 0局 0.0%

合計 3者 12局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－８－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、電気通信

業務用（CCC）の割合が最も大きく、83.3％である。次いで、公共業務用（PUB）の割合

が大きく、16.7％である。 

 
図表－四－８－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

目的コード 割合 局数
電気通信業務用（CCC） 83.3% 10 局
公共業務用（PUB） 16.7% 2 局
一般業務用（GEN） 0.0% 0 局
基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局
アマチュア業務用（ATC） 0.0% 0 局
実験試験用（EXP） 0.0% 0 局
放送事業用（BCS） 0.0% 0 局
簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局
一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

電気通信業務用

（CCC）, 83.3%

公共業務用（PUB）, 

16.7%
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図表－四－８－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全体的に平成 24

年度から平成 30年度にかけて減少している。 

平成 27年度から平成 30年度にかけては、四国局での無線局の減少が著しい。 
 

図表－四－８－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 

* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 7 16 426 13 16 188 129 13 409 81 2

平成27年度 8 13 199 10 2 61 26 11 156 22 2

平成30年度 8 7 48 8 2 49 22 7 12 22 1

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－８－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、全国

では 22GHz 帯 FWA が 31.72％と最も割合が高く、次いで、その他（21.2-23.6GHz）の

22.58％となっている。四国局では 22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)が関

東局に次いで 50.0％と大きな割合を占め、次いで 22GHz 帯 FWA が 33.33％となってい

る。 

 
図表－四－８－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－８－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、22GHz 帯電気通信業

務(中継・エントランス)とその他(21.2-23.6GHz)が平成 24 年度から平成 30 年度にか

けて、減少となっている。 

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）は、平成 24年度から平成 30年度に

かけて減少し、平成 27 年度から平成 30 年度では 95.0％（114 局）減少している。そ

の理由としては、回線容量不足による他のシステムへの移行が挙げられる。 

その他(21.2-23.6GHz)は、平成 30年度では免許失効により無線局無しとなっている。 

それ以外のシステムでは、平成 27 年度及び平成 30 年度にかけて大きな増減の傾向

は見られない。 

 
図表－四－８－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 
* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
有線テレビジョン放送事業用（移動） 11.29% 25.00% 28.57% 4.17% 25.00% - 4.08% 9.09% 42.86% 16.67% 13.64% 100.00%
22GHz帯FWA 31.72% 50.00% 57.14% 25.00% 50.00% 100.00% 14.29% 72.73% - 33.33% 27.27% -
22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 22.04% - - 62.50% - - 2.04% 18.18% - 50.00% - -
有線テレビジョン放送事業用（固定） 11.29% 25.00% 14.29% 4.17% 25.00% - 2.04% - 57.14% - 40.91% -
実験試験局（21.2-23.6GHz） 1.08% - - 4.17% - - - - - - - -
その他（21.2-23.6GHz） 22.58% - - - - - 77.55% - - - 18.18% -

22GHz帯電気通信業務

（中継系・エントランス）
22GHz帯FWA

有線テレビジョン放送事

業用（移動）

有線テレビジョン放送事

業用（固定）

実験試験局（21.2-
23.6GHz）

その他（21.2-23.6GHz）

平成24年度 375 4 0 0 0 30

平成27年度 120 4 2 0 0 30

平成30年度 6 4 2 0 0 0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－８－５ 「通信状態」のシステム別比較（有線テレビジョン放送事業用（移

動）、有線テレビジョン放送事業用（固定））を見ると、24 時間通信している免許人の

割合は、有線テレビジョン放送事業用（移動）では 100％となっている。 

 
図表－四－８－５ 「通信状態」のシステム別比較（有線テレビジョン放送事業用（移動）、 

有線テレビジョン放送事業用（固定）） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

有線テレビジョン放送事業用（移動）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－８－６ 「通信状態」のシステム別比較（22GHz帯 FWA、22GHz帯電気通信

業務（中継系・エントランス））を見ると、いずれのシステムにおいても全免許人が 24

時間通信している。 

 
図表－四－８－６ 「通信状態」のシステム別比較（22GHz帯 FWA、 

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス））

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－８－７ 「年間の運用状態」のシステム別比較を見ると、いずれのシステ

ムも、「365日（1年間）」と回答した割合が 100％となっている。 

 

図表－四－８－７ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満
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 エリア利用状況 

図表－四－８－８ 「運用区域」のシステム別比較を見ると、22GHz 帯 FWA は、中国

管内、沖縄管内及び海上を除き全国運用している。その他のシステムについては、四国

管内のみの運用となっている。 

 
図表－四－８－８ 「運用区域」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

*9 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
有線テレビジョン放送事業用（移動） 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
22GHz帯FWA 1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%
22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
有線テレビジョン放送事業用（固定） 0 - - - - - - - - - - - -



3-9-196 

 周波数帯利用状況 

図表－四－８－９ 「電波の容量」のシステム別比較を見ると、いずれのシステムも、

「音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため」と回答した割合が 100％とな

っている。 

 
図表－四－８－９ 「電波の容量」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため レーダー等で必要な分解能を確保するため 理由は把握していない その他
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 技術利用状況 

図表－四－８－１０ 「通信技術の高度化」のシステム別比較を見ると、全体的に有

線テレビジョン放送事業用(移動)を除くいずれのシステムも、「導入予定なし」と回答

した割合が 100％となっている。 

一方、有線テレビジョン放送事業用(移動)では、「より多値化した変調方式を導入予

定」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－１０ 「通信技術の高度化」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 導入予定技術が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの技術で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 デジタル方式を導入予定
より多値化した変調方式

を導入予定
狭帯域化（ナロー化）した

技術を導入予定
導入予定なし その他

有線テレビジョン放送事業用（移動） 1 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
22GHz帯FWA 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
有線テレビジョン放送事業用（固定） 0 - - - - -
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 運用管理取組状況 

図表－四－８－１１ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較を見ると、22GHz

帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、「全ての無線局について対策を行って

いる」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－１１ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない
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図表－四－８－１２ 「想定している地震の規模」のシステム別比較を見ると、22GHz

帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、「東日本大震災（震度 7）と同等また

はそれ以上の規模を想定し、対策を実施している」と回答した割合が 100％となってい

る。 

 
図表－四－８－１２ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－８－１３ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較を見ると、22GHz帯

電気通信業務（中継系・エントランス）では、「建物や鉄塔の構造物の耐震補強」、「ネ

ットワークの信頼性向上」及び「サービス早期復旧に向けた体制整備」の対策がとられ

ている。 

 
図表－四－８－１３ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
有線テレビジョン放送事業用（固定） 0 - - - -
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図表－四－８－１４ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉によ

る対策等）」のシステム別比較を見ると、22GHz 帯電気通信業務（中継系・エントラン

ス）では、「全ての無線局について対策を行っている」と回答した割合が 100％となっ

ている。 

 
図表－四－８－１４ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－８－１５ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較を見ると、22GHz帯

電気通信業務（中継系・エントランス）では、「全ての無線局について対策を行ってい

る」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－１５ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない
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図表－四－８－１６ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較を見る

と、22GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、「全ての無線局について対

策を行っている」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－１６ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－８－１７ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較を見ると、22GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、「全

ての無線局について復旧体制が整備されている」と回答した割合が 100％となってい

る。 

 

図表－四－８－１７ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない
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図表－四－８－１８ 「予備電源の有無」のシステム別比較を見ると、22GHz 帯電気

通信業務（中継系・エントランス）では、「全ての無線局について予備電源を保有して

いる」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－１８ 「予備電源の有無」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している

予備電源を保有していない
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図表－四－８－１９ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比

較を見ると、22GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、「システム故障等

に伴う停電」に回答した割合と、「地震、火災、津波・水害等の災害」に回答した割合

がいずれも 100％である。 

 
図表－四－８－１９ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 予備電源の運用にあたり想定している事態が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計

上している。 

*4 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 システム故障等に伴う停電 地震、火災、津波・水害等の災害
22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 100.0% 100.0%
有線テレビジョン放送事業用（固定） 0 - -



3-9-205 

図表－四－８－２０ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較を見

ると、22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、復旧まで、予備電源を使

用することで当該システムの運用に支障は出ないと回答した割合が 100％となってい

る。 

 
図表－四－８－２０ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障は出ない

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障が出る
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－８－２１ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（無線局数の増減）を見ると、「減少する予定」と回答した割合は、22GHz

帯 FWA及び 22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）が 100％となっており、今

後も減少していく予定である。 

有線テレビジョン放送事業用（移動）は、「50％未満増加する予定」と回答した割合

が 100％となっており、今後も増加していく予定である。 

 

図表－四－８－２１ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－８－２２ 「無線局数減少理由」のシステム別比較を見ると、いずれのシ

ステムも、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した割合が 100％と

なっている。 

 
図表－四－８－２２ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（移動）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－８－２３ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較を見ると、い

ずれのシステムも、「有線系（光ファイバー等）」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－２３ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（移動）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－８－２４ 「無線局数増加理由」のシステム別比較を見ると、有線テレビ

ジョン放送事業用（移動）では、「新規に導入する予定であるため」と回答した割合が

100％となっている。 

 
図表－四－８－２４ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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図表－四－８－２５ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）を見ると、有線テレビジョン放送事業用(移動)は、

「100％以上増加する予定」と回答した割合が 100％となっており、22GHz帯 FWA では、

「増減の予定はない」と回答した割合が 100％となっている。 

一方、22GHz 帯電気通信業務（中継系・エントランス）では、「減少する予定」と回

答した割合が 100％となっている。 
 

図表－四－８－２５ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－８－２６ 「通信量減少理由」のシステム別比較を見ると、22GHz 帯電気

通信業務(中継系・エントランス)は、「冗長性を確保している他の電気通信手段（有線

系を含む）をより利用していく予定であるため」と回答した割合が 100％となっている。 

 

図表－四－８－２６ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

有線テレビジョン放送事業用（固定）

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－８－２７ 「通信量増加理由」のシステム別比較を見ると、有線テレビジ

ョン放送事業用（移動）は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため」

と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－２７ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行及び代替可能性 

図表－四－８－２８ 「移行可能性」のシステム別比較を見ると、いずれのシステム

も「将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討」と回答した割合が 100％となってい

る。 

 
図表－四－８－２８ 「移行可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用（移動）

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

当該システムの全ての無線局について移行が可能 当該システムの一部の無線局について移行が可能

将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討
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図表－四－８－２９ 「代替可能性」のシステム別比較を見ると、22GHz 帯 FWA 及び

22GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)は、「一部の無線局について代替するこ

とが可能」と回答した割合が 100％となっている。 

一方で、有線テレビジョン放送事業用（移動）では、「代替することは困難」と回答した

割合が 100％となっている。 

 
図表－四－８－２９ 「代替可能性」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

有線テレビジョン放送事業用（移動）

有線テレビジョン放送事業用（固定）

当該システムの全ての無線局について代替することが可能 当該システムの一部の無線局について代替することが可能

代替することは困難
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図表－四－８－３０ 「代替困難な理由」のシステム別比較を見ると、いずれのシス

テムも「代替可能な電気通信手段（有線系を含む）が提供されていないため」と回答し

た割合が 100％である。 

また、有線テレビジョン放送事業用（移動）では「非常災害時等に備えた冗長性が確

保できないため」及び「地理的に制約があるため」と回答した割合、22GHz帯 FWAでは

「経済的な理由のため」と回答した割合、22GHz 帯電気通信業務(中継系・エントラン

ス)では「非常災害時等に備えた冗長性が確保できないため」、「経済的な理由のため」

及び「地理的に制約があるため」と回答した割合も 100％である。 

 
図表－四－８－３０ 「代替困難な理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 代替困難な理由が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 「他の電気通信手段への代替可能性」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について代替する

ことが可能」、「代替することは困難」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
非常災害時等に備えた冗長

性が確保できないため
経済的な理由のため 地理的に制約があるため

必要な回線品質が得られな
いため

代替可能な電気通信手段
（有線系を含む）が提供され

ていないため
その他

有線テレビジョン放送事業用（移動） 1 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0%
22GHz帯FWA 1 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス） 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0%
有線テレビジョン放送事業用（固定） 0 - - - - - -
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

前回調査時から特段変更は無い。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）

が 50.0％となっており、次いで 22GHz帯 FWAが 33.3％となっている。これら 2つのシ

ステムで本周波数区分の無線局の 8割以上を占めているが、22GHz帯電気通信業務（中

継系・エントランス）は平成 27年度調査時と比較すると無線局数は 9割以下に減少し

ている。 

両システムとも全ての免許人が、有線系（光ファイバー等）に代替するため、今後 3

年間で無線局数が減少する予定であり、今後も減少傾向が続くと想定される、また、約

7割の免許人が今後 3年間で通信量が減少する予定であると回答している。 

一方で、全ての無線局について他の電気通信手段に代替可能とする免許人はおらず、

冗長性の確保や経済的な理由、地理的な制約等から引き続き一定の需要があると見込

まれる。 

有線テレビジョン放送事業用の無線局数については、平成 27年度調査時と比較する

と横ばいであるが、有線テレビジョン放送事業用(移動)について、50％未満増加する

予定である。また、有線テレビジョン放送事業用(移動)については、他の電気通信シス

テムに代替することは困難である。 

無線局の運用状態については、有線テレビジョン事業用(移動)において、365 日、24

時間の運用状態であり、日常的に必要に応じて運用されていることが想定される。 

通信技術の高度化の動向として、有線テレビジョン事業用(移動)において、より多

値化した変調方式を導入予定であり周波数の有効利用が促進されることが想定される。 

運用管理取組状況については、22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）にお

いて、地震、津波・水害、火災、故障等の対策を行っている。 

 電波に関する需要の動向 

有線テレビジョン事業用について、情報通信審議会において双方向化に関する技術

的条件の検討が開始されている。さらに 4K・8K等の超高精細映像等を円滑に伝送する

ため、高度化に係る技術的検討が進められている。 

 総合評価 

「①」から「③」を鑑みた、総合評価は次のとおりである。 

本周波数帯は、これまで、22GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）及び 22GHz

帯 FWAが全体の約 8割以上利用されてきたところ、平成 27年度調査時と比較すると 10

分の 1以下に減少している。 

有線テレビジョン放送事業用については、無線局数は横ばいである一方、4K・8K の

導入等にともない、通信量の増加が想定されることから、双方向化、多値変調の導入等

を促進し周波数の有効利用を図ることが望ましい。 

第９款 23.6GHz超 36GHz 以下の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 
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 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*3 包括免許の無線局は、含まれていない。 

  

各種
レーダー

固定無線アクセス 電気通信業務等（固定衛星↑）

衛星間通信

23.6

24.0
24.05

24.75

25.25

27.0

27.5

小電力データ
通信システム

アマチュア

超広帯域無線システム［5］

29

24.25

各種
レーダー

電波天文
31.8
31.3

36.0

33.4

31.0

電波天文

[GHz]

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

24GHz帯アマチュア 57者 58局 15.2%
速度測定用等レーダー 4者 4局 1.0%
空港面探知レーダー 0者 0局 0.0%
26GHz帯FWA 4者 319局*3 83.5%
衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz） 0者 0局 0.0%
踏切障害物検知レーダー 0者 0局 0.0%
実験試験局（23.6-36GHz） 0者 0局 0.0%
その他（23.6-36GHz） 0者 0局 0.0%
ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz） 1者 1局 0.3%

合計 66者 382局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－９－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、電気通信

業務用（CCC）の割合が最も大きく、83.8％である。次いで、アマチュア業務用（ATC）

の割合が大きく、15.2％である。 

 
図表－四－９－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*4 包括免許の無線局は、含まれていない。 

  

目的コード 割合 局数

電気通信業務用（CCC） 83.8% 320 局

アマチュア業務用（ATC） 15.2% 58 局

一般業務用（GEN） 1.0% 4 局

公共業務用（PUB） 0.0% 0 局

基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局

実験試験用（EXP） 0.0% 0 局

放送事業用（BCS） 0.0% 0 局

簡易無線業務用（CRA） 0.0% 0 局

一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

電気通信業務用

（CCC）, 83.8%

アマチュア業務用

（ATC）, 15.2%

一般業務用（GEN）, 

1.0%



3-9-219 

図表－四－９－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全体的に平成 24

年度から平成 30年度にかけて増加している総合通信局が多い。 

平成 27 年度から平成 30 年度にかけては、四国局を含めて、北海道局、東北局、関

東局、北陸局、四国局、九州局及び沖縄事務所で増加している一方、信越局、東海局、

近畿局及び中国局は減少しており、特に近畿局での無線局の減少が著しい。 

 
図表－四－９－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 
* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 146 98 1,247 99 67 310 3,044 211 127 289 33

平成27年度 247 250 2,104 350 104 696 2,400 659 275 459 35

平成30年度 400 425 2,420 261 162 692 1,681 515 382 495 54

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－９－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、全国

では 26GHz帯 FWAが 80.26％と大きな割合を占めている。四国局でも最も大きな割合を

占めるのは 26GHz 帯 FWAで 83.51％、次いで、24GHz 帯アマチュアが 15.18％となって

いる。 

 

図表－四－９－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
24GHz帯アマチュア 12.53% 11.00% 12.47% 13.51% 21.84% 14.20% 15.46% 5.65% 16.12% 15.18% 17.58% 7.41%
速度測定用等レーダー 2.93% 9.00% 4.00% 1.40% 3.45% 3.09% 2.02% 0.65% 10.68% 1.05% 5.45% 12.96%
空港面探知レーダー 0.12% - - 0.17% - - 0.14% 0.12% - - 0.20% 1.85%
26GHz帯FWA 80.26% 78.50% 82.12% 74.63% 73.56% 81.48% 80.06% 92.62% 73.01% 83.51% 74.75% 74.07%
衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz） 0.61% 1.50% 1.41% 0.70% - 0.62% 0.29% 0.30% 0.19% - 1.21% 3.70%
踏切障害物検知レーダー - - - - - - - - - - - -
実験試験局（23.6-36GHz） 3.50% - - 9.55% 1.15% 0.62% 2.02% 0.54% - - 0.81% -
その他（23.6-36GHz） 0.01% - - 0.04% - - - - - - - -
ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz） 0.04% - - - - - - 0.12% - 0.26% - -
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図表－四－９－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、26GHz 帯 FWA は、平

成 24 年度から平成 30 年度にかけて約 4 倍（256 局）増加している。その理由として

は、回線容量が大きく、免許申請等の煩わしさもなく、手軽に使用できることが挙げら

れる。 

それ以外のシステムでは、大きな増減の変化は見られない。 

 
図表－四－９－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

踏切障害物検知レーダー 0 0 0 その他（23.6-36GHz） 0 0 0

実験試験局（23.6-36GHz） 0 0 0

26GHz帯FWA 24GHz帯アマチュア
速度測定用等レー

ダー

ESIMアップリンク（Ka
バンド）（29.5-

30.0GHz）
空港面探知レーダー

衛星（ESIMを除く）アッ

プリンク（Kaバンド）

（27.0-31.0GHz）
その他(*1)

平成24年度 63 63 1 0 0 0 0

平成27年度 207 64 4 0 0 0 0

平成30年度 319 58 4 1 0 0 0

0

50

100

150

200

250

300

350

平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－９－５ 「通信状態」のシステム別比較（26GHz 帯 FWA）を見ると、24 時

間通信が行われていると回答した割合が 70％を越えている。 

 
図表－四－９－５ 「通信状態」のシステム別比較（26GHz帯 FWA） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

  

26GHz帯FWA

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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図表－四－９－６ 「通信状態」のシステム別比較（衛星（ESIM を除く）アップリン

ク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）、ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz））を

見ると、ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）において、全ての免許人が 24

時間通信している。 

 
図表－四－９－６ 「通信状態」のシステム別比較 

（衛星（ESIM を除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）、 

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz））

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

ESIMアップリンク（Kaバンド）

（29.5-30.0GHz）

90.0%

95.0%

100.0%
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図表－四－９－７ 「年間の運用状態」のシステム別比較を見ると、ESIMアップリン

ク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）では、「365日（1年間）」と回答した割合が 100％とな

っている。 

26GHz帯 FWAでは、「365日（1年間）」と回答した割合が最も大きく 75.0％となって

いるほか、「30日未満」が 25.0％となっている。 

 
図表－四－９－７ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

75.0% 25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

26GHz帯FWA

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満
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 エリア利用状況 

図表－四－９－８ 「運用区域」のシステム別比較を見ると、ESIMアップリンク（Ka

バンド）（29.5-30.0GHz）では、海上で運用していると回答した割合が 100％となって

いる。 

26GHz帯 FWAは海上を除き、四国管内をはじめ、全国でも運用されている。 

 
図表－四－９－８ 「運用区域」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

*9 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
26GHz帯FWA 4 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 100.0% 50.0% 25.0% 0.0%
衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz） 0 - - - - - - - - - - - -
ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz） 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
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 周波数帯利用状況 

図表－四－９－９ 「電波の容量」のシステム別比較を見ると、26GHz 帯 FWA、ESIM

アップリンク（Ka バンド）（29.5-30.0GHz）いずれのシステムも、「音声やデータ等の

通信に必要な通信量を確保するため」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－９－９ 「電波の容量」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため レーダー等で必要な分解能を確保するため 理由は把握していない その他
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 技術利用状況 

図表－四－９－１０ 「通信技術の高度化」のシステム別比較を見ると、いずれのシ

ステムも「導入予定なし」と回答した割合が最も大きい。 

26GHz 帯 FWA では「より多値化した変調方式を導入予定」と回答した割合も 25.0％

存在する。 

 
図表－四－９－１０ 「通信技術の高度化」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 導入予定技術が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの技術で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 デジタル方式を導入予定
より多値化した変調方式

を導入予定
狭帯域化（ナロー化）した

技術を導入予定
導入予定なし その他

26GHz帯FWA 4 0.0% 25.0% 0.0% 75.0% 0.0%
衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz） 0 - - - - -
ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz） 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
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 運用管理取組状況 

図表－四－９－１１ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較については、当周

波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－９－１１ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－９－１２ 「想定している地震の規模」のシステム別比較については、当

周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－９－１２ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない
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図表－四－９－１３ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較については、当周

波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－９－１３ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－９－１４ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉によ

る対策等）」のシステム別比較については、当周波数区分において、当該システムの無

線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－９－１４ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz） 0 - - - -

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない
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図表－四－９－１５ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較については、当周波

数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－９－１５ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－９－１６ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較につい

ては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外

とする。 

 
図表－四－９－１６ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－９－１７ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較については、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在し

ないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－９－１７ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－９－１８ 「予備電源の有無」のシステム別比較については、当周波数区

分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 

図表－四－９－１８ 「予備電源の有無」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している

予備電源を保有していない
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図表－四－９－１９ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比

較については、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価

の対象外とする。 

 

図表－四－９－１９ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 予備電源の運用にあたり想定している事態が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計

上している。 

*4 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 
図表－四－９－２０ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較につ

いては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象

外とする。 

 
図表－四－９－２０ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 システム故障等に伴う停電 地震、火災、津波・水害等の災害
衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz） 0 - -

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障は出ない

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障が出る



3-9-233 

 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－９－２１ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（無線局数の増減）を見ると、26GHz帯 FWAは、「減少する予定」と「50％

未満増加する予定」と回答した割合がそれぞれ 50.0％となっている。 

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）は、「100％以上増加する予定」と回

答した割合が 100％となっており、今後も増加していく予定である。 

 
図表－四－９－２１ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

50.0% 50.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－９－２２ 「無線局数減少理由」のシステム別比較を見ると、26GHz 帯 FWA

は、「廃止を予定しているから」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－９－２２ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－９－２３ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較については、

当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象で

ある無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－９－２３ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－９－２４ 「無線局数増加理由」のシステム別比較を見ると、26GHz 帯 FWA

及び ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）は、「新規に導入する予定である

ため」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－９－２４ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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図表－四－９－２５ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の

システム別比較（通信量の増減）を見ると、「減少する予定」と回答したシステムは、

26GHz 帯 FWAのみで 25％となっている。 

「50％未満増加する予定」と回答した割合は、26GHz 帯 FWA で 75％、「100％以上増

加する予定」と回答した割合は、ESIM アップリンク（Ka バンド）（29.5-30.0GHz）が

100％となっている。 
 

図表－四－９－２５ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

25.0% 75.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－９－２６ 「通信量減少理由」のシステム別比較を見ると、26GHz 帯 FWA

では、「その他」と回答した割合が最も大きく、100％となっている。 

「その他」の主な回答は、「廃止を予定しているため。」である。 
 

図表－四－９－２６ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－９－２７ 「通信量増加理由」のシステム別比較を見ると、26GHz 帯 FWA

は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため」と回答した割合が 66.7％、

「通信の頻度が増加する予定であるため」と回答した割合が 33.3％となっている。 

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）は、「通信の頻度が増加する予定で

あるため」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－９－２７ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

66.7% 33.3%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行及び代替可能性 

図表－四－９－２８ 「移行可能性」のシステム別比較を見ると、ESIM アップリンク

（Ka バンド）（29.5-30.0GHz）は、「将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討」と

回答した割合が 100％となっている。 

26GHz 帯 FWA は、「将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討」と回答した割合が

最も大きく 75.0％となっている一方、「全ての無線局について移行が可能」と回答した

割合が 25.0％存在する。 
 

図表－四－９－２８ 「移行可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

25.0% 75.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

当該システムの全ての無線局について移行が可能 当該システムの一部の無線局について移行が可能

将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討
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図表－四－９－２９ 「代替可能性」のシステム別比較を見ると、ESIM アップリンク

（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）は、「代替することは困難」と回答した割合するが 100％

となっている。 

26GHz 帯 FWA は、「一部の無線局について代替することが可能」と回答した割合が最

も大きく 75.0％、「全ての無線局について代替することが可能」とした割合が 25.0％

となっている。 

 
図表－四－９－２９ 「代替可能性」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

25.0% 75.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）

衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz）

当該システムの全ての無線局について代替することが可能 当該システムの一部の無線局について代替することが可能

代替することは困難
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図表－四－９－３０ 「代替困難な理由」のシステム別比較を見ると、いずれのシス

テムも「代替可能な電気通信手段（有線系を含む）が提供されていないため」と回答し

た割合が最も大きく、ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz）では「必要な回

線品質が得られない」と回答した割合も同様に大きい。 

 
図表－四－９－３０ 「代替困難な理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 代替困難な理由が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 「他の電気通信手段への代替可能性」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について代替する

ことが可能」、「代替することは困難」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
非常災害時等に備えた冗長

性が確保できないため
経済的な理由のため 地理的に制約があるため

必要な回線品質が得られな
いため

代替可能な電気通信手段
（有線系を含む）が提供され

ていないため
その他

26GHz帯FWA 3 0.0% 66.7% 33.3% 33.3% 100.0% 0.0%
衛星（ESIMを除く）アップリンク（Kaバンド）（27.0-31.0GHz） 0 - - - - - -
ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz） 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分では、5G普及のため、周波数割当計画を変更し、平成 31年 1月に 27-

28.2GHz及び 29.1-29.5GHzを携帯無線通信用に割当てている。 

また、平成 29年に Ka帯（19.7-20.2GHz及び 29.5-30.0GHz）を用いた移動体向けブ

ロードバンド衛星通信システム（ESIM）が制度化をし、サービスが開始されている。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、26GHz 帯 FWA が 83.5％、次いで 24GHz 帯アマ

チュアが 15.2％となっており、これら 2 つのシステムで本周波数区分の無線局の 9 割

以上を占めている。24GHz 帯アマチュアは、平成 27 年度調査時と比較すると無線局数

は減少しているが、26GHz 帯 FWAは、54.1％(112局)増加した。 

26GHz帯 FWAについては、半数の免許人が、今後、3年間で無線局を廃止する予定で

あるものの、残りの免許人が新規導入で無線局が増加する予定であり、引き続き、一定

の需要が見込まれる。 

ESIM アップリンク（Ka バンド）については、平成 27 年度調査時と比較すると、無

線局数は 0局から 1局増加した。今後、3年間で新規に導入する予定であり無線局が増

加するとしており、引き続き無線局の増加が見込まれる。 

 電波に関する需要の動向 

小型衛星から構成される衛星コンステレーションによる衛星通信システムの導入に

向けて情報通信審議会において技術的条件の検討が開始されているところである。 

平成 29年に Ka帯 Ka帯（ダウンリンク：19.7-20.2GHz、アップリンク：29.5-30.0GHz）

を用いた移動体向けブロードバンド衛星通信システム（ESIM）が制度化、サービス開始

されており、今後、船舶や航空機等の移動体での利用拡大が想定される。 

また、情報通信審議会において、ローカル 5Gの導入に向け、先行して 28.2-28.3GHz

帯について技術的条件の策定予定であり、引き続き 28.3-29.1GHz帯における技術的条

件を検討が行われる予定である。更に、24.25-27.0GHz 帯における 5G の導入に向けた

検討が行われている。 

24.25-27.5GHz及び 31.8-33.4GHzについては、WRC-19 で国際的な IMT 周波数の特定

に向けた検討が行われる予定である。 

 総合評価 

本周波数帯は、これまで、26GHz帯 FWA 及び 24GHz帯アマチュアが全体の約 9割以上

利用されており、引き続き一定の利用が見込まれ、これらの電波利用システムの重要

性から判断すると、適切に利用されているものと認められる。他のシステムについて

は、無線局数は横ばいであるものの、これらの電波利用システムの重要性から判断す

ると、適切に利用されているものと認められる。 

平成 29年に制度化・サービス開始した移動体向けブロードバンド衛星通信システム

（ESIM）の利用拡大が見込まれるほか、今後サービス開始が見込まれる Ku帯（ダウン

リンク：10.7-12.7GHz、アップリンク：12.75-13.25GHz,14.0-14.5GHz）/Ka 帯（ダウ

ンリンク：17.8-18.6GHz,18.8GHz-20.2GHz、アップリンク：27.5-29.1GHz,29.5-30.0GHz）

非静止衛星コンステレーション等、新たな衛星システムの導入に向けた動きが進んで

おり、このような新たなシステムの導入や既存システムの高度化などの周波数の有効

利用に資する取組が引き続き進められることが望ましい。 
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また、携帯無線通信については、平成 31 年 4 月 10 日に 5G の開設計画が認定され、

今後 5Gの利用拡大が想定されるとともに、5Gの需要増に対応するため、24.25-27.0GHz

及び 28.3-29.1GHz 帯において 5G 候補周波数帯として検討が進められているほか、

24.25-27.5GHz 及び 31.8-33.4GHz 帯は WRC-19 で国際的な IMT 周波数の特定に向けた

検討が行われる予定である。 

これらを踏まえ、本周波数区分において既存無線システムとのダイナミックな周波

数共用の可能性のある周波数帯の検討を推進した上で、更なる周波数の有効利用方策

の検討を行うことが望ましい。 
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第１０款 36GHz超の周波数の利用状況 

 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

電通・公共・
一般業務

（固定・移動）

小電力データ
通信システム

電波天文

アマチュア アマチュア

簡易無線
アマチュア

放送事業
（移動）

公共・一般業務
（固定）

公共・一般業務
（移動）

36.0

37.5
38.0
38.5

39.5
41.0

42.0
42.5

45.3

43.5

47.0
47.2

54.25

50.4
51.2

55.78

57.0

66.0

105
116

76.0

78.0
77.5

164

185

134

151.5

182

136

252

200
209

226

250
248

39.0

167

自動車レーダー
（特定小電力）

[GHz]

61.0

71.0

86.0

81.0

電通・公共・一般業務（固定・移動）

50.2

52.6

電波天文
92.0

85.5

60.0
59.0

100
102

148.5

231.5

3000

電波天文電波天文

無線アクセスシステム

放送事業
（移動）

放送事業
（移動）

公共業務
（移動）

電波利用システム名 免許人数 無線局数 無線局数の割合

40GHz帯画像伝送（公共業務用） 2者 20局 16.4%
40GHz帯公共・一般業務（中継系） 0者 0局 0.0%
38GHz帯FWA 0者 0局 0.0%
40GHz帯映像FPU 0者 0局 0.0%
40GHz帯駅ホーム画像伝送 0者 0局 0.0%
47GHz帯アマチュア 33者 34局 27.9%
50GHz帯簡易無線 5者 22局 18.0%
55GHz帯映像FPU 0者 0局 0.0%
60GHz電気通信業務用（無線アクセスシステム） 0者 0局 0.0%
80GHz帯高速無線伝送システム 4者 26局 21.3%
77.75GHz帯アマチュア 15者 15局 12.3%
120GHz帯映像FPU 0者 0局 0.0%
135GHz帯アマチュア 4者 4局 3.3%
249GHz帯アマチュア 1者 1局 0.8%
実験試験局（36GHz-） 0者 0局 0.0%
その他（36GHz-） 0者 0局 0.0%
120GHz帯超高精細映像伝送システム 0者 0局 0.0%

合計 64者 122局 -
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 無線局の分布状況等についての評価 

図表－四－１０－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較を見ると、アマチ

ュア業務用（ATC）の割合が最も大きく、44.3％である。次いで、電気通信業務用（CCC）

の割合が大きく、21.3％である。 

 
図表－四－１０－１ 無線局数の割合及び局数の目的コード別比較 

 
*1 目的コード単位で集計しているため、目的コードと通信事項コードの組み合わせによって、重複計上されている無

線局が存在する。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 複数の目的コード-通信事項コードを保有する無線局は、それぞれの目的コード-通信事項コードにおいて計上して

いる。 

*3 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

  

目的コード 割合 局数

アマチュア業務用（ATC） 44.3% 54 局

電気通信業務用（CCC） 21.3% 26 局

簡易無線業務用（CRA） 18.0% 22 局

公共業務用（PUB） 16.4% 20 局

一般業務用（GEN） 0.0% 0 局

基幹放送用（BBC） 0.0% 0 局

実験試験用（EXP） 0.0% 0 局

放送事業用（BCS） 0.0% 0 局

一般放送用（GBC） 0.0% 0 局

アマチュア業務用

（ATC）, 44.3%

電気通信業務用

（CCC）, 21.3%

簡易無線業務用

（CRA）, 18.0%

公共業務用（PUB）, 

16.4%



3-9-247 

図表－四－１０－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較を見ると、全体的には、平

成 24 年度から平成 30 年度にかけて減少している総合通信局が多い。四国局ではほぼ

横ばいである。 

 
図表－四－１０－２ 無線局数の推移の総合通信局別比較 

 

* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成24年度 194 256 1,410 110 112 392 348 353 126 447 52

平成27年度 183 211 1,503 118 76 393 328 296 116 244 32

平成30年度 163 170 1,525 126 92 380 297 306 122 247 53

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

（無線局数）

平成24年度 平成27年度 平成30年度
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図表－四－１０－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較を見ると、全

国では 50GHz帯簡易無線の占める割合が最も大きく 26.92％、次いで 47GHz帯アマチュ

アが 17.01％である。四国局は 47GHz帯アマチュアの占める割合が最も大きいほか、全

体として大きく突出したシステムは無いが、40GHz帯画像伝送(公共業務用)は全国的に

北海道局に次いで無線局数の割合が大きく、77.75GHz 帯アマチュアは全国的に信越局

に次いで無線局数の割合が大きい。 

 
図表－四－１０－３ 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合比較 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

*2 0.005％未満については、0.00％と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各システムの中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*4 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
40GHz帯画像伝送（公共業務用） 4.11% 23.31% 12.94% 0.72% 4.76% 6.52% 3.68% 3.37% - 16.39% 6.48% -
40GHz帯公共・一般業務（中継系） 1.52% - - 0.92% - 3.26% - 2.02% 9.80% - - -
38GHz帯FWA 2.87% - - 6.56% - - - - - - - -
40GHz帯映像FPU 0.11% - - 0.26% - - - - - - - -
40GHz帯駅ホーム画像伝送 16.49% 28.83% 28.82% 27.21% - - 16.58% - - - - -
47GHz帯アマチュア 17.01% 17.18% 11.18% 14.03% 38.10% 17.39% 17.37% 20.20% 16.34% 27.87% 21.46% 7.55%
50GHz帯簡易無線 26.92% 13.50% 24.71% 16.92% 15.08% 39.13% 37.63% 41.08% 51.63% 18.03% 39.68% 32.08%
55GHz帯映像FPU 0.09% - - 0.20% - - - - - - - -
60GHz電気通信業務用（無線アクセスシステム） 0.11% - - - - - - - 1.31% - - -
80GHz帯高速無線伝送システム 13.30% 7.36% 14.12% 9.18% 12.70% 21.74% 17.63% 15.49% 12.42% 21.31% 20.24% 45.28%
77.75GHz帯アマチュア 6.64% 4.91% 4.12% 6.43% 15.87% 6.52% 3.42% 8.08% 5.23% 12.30% 8.10% 7.55%
120GHz帯映像FPU - - - - - - - - - - - -
135GHz帯アマチュア 4.60% 4.29% 2.35% 5.25% 11.90% 3.26% 2.37% 6.40% 2.29% 3.28% 3.64% 5.66%
249GHz帯アマチュア 0.49% 0.61% 0.59% 0.33% 0.79% 1.09% 0.26% 0.34% 0.98% 0.82% 0.40% 1.89%
実験試験局（36GHz-） 5.66% - 1.18% 11.80% 0.79% 1.09% 1.05% 3.03% - - - -
その他（36GHz-） - - - - - - - - - - - -
120GHz帯超高精細映像伝送システム 0.09% - - 0.20% - - - - - - - -
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図表－四－１０－４ 無線局数の推移のシステム別比較を見ると、平成 24 年度から

平成 30年度にかけて、増加傾向にあるシステム及び減少傾向にあるシステムが存在す

る。 

50GHz 帯簡易無線は、平成 24 年度から平成 30 年度にかけて減少しており、平成 27

年度から平成 30年度では 31.3％（10局）減少している。 

80GHz帯高速無線伝送システムは、平成 27年度から平成 30年度にかけて大きく増加

しており、1,200％（24局）増加している。その理由は、回線容量が大きく、免許申請

等の煩わしさもなく、手軽に使用できることが挙げられる。 

 

 
図表－四－１０－４ 無線局数の推移のシステム別比較 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2章

第 2節を参照のこと。 

  

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

249GHz帯アマチュア 1 1 1 60GHz電気通信業務用（無線アクセスシステム） 4 4 0

40GHz帯公共・一般業務（中継系） 2 2 0 120GHz帯映像FPU 0 0 0

38GHz帯FWA 0 0 0 実験試験局（36GHz-） 0 0 0

40GHz帯映像FPU 0 0 0 その他（36GHz-） 1 0 0

40GHz帯駅ホーム画像伝送 0 0 0 120GHz帯超高精細映像伝送システム 0 0 0

55GHz帯映像FPU 0 0 0

47GHz帯アマチュア
80GHz帯高速無線伝

送システム
50GHz帯簡易無線

40GHz帯画像伝送（公

共業務用）
77.75GHz帯アマチュア 135GHz帯アマチュア その他(*1)

平成24年度 37 0 45 20 14 2 8

平成27年度 37 2 32 20 15 3 7

平成30年度 34 26 22 20 15 4 1
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 無線局の具体的な使用実態 

 時間利用状況 

図表－四－１０－５ 「通信状態」のシステム別比較（40GHz 帯画像伝送（公共業務

用）、40GHz 帯公共・一般業務（中継系）、38GHz 帯 FWA、40GHz 帯駅ホーム画像伝送、

80GHz 帯高速無線伝送システム、120GHz帯映像 FPU）を見ると、80GHz帯高速無線伝送

システムでは、24 時間のうち、各時間の利用傾向は大きくは変わらず、25％程度の割

合である。 

40GHz 帯画像伝送(公共業務用)では、24 時間のうち、各時間の利用傾向は 0％であ

る。 
 

図表－四－１０－５ 「通信状態」のシステム別比較（40GHz 帯画像伝送（公共業務用）、 

40GHz帯公共・一般業務（中継系）、38GHz帯 FWA、40GHz帯駅ホーム画像伝送、 

80GHz帯高速無線伝送システム、120GHz帯映像 FPU）

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 通信状態とは、電源が入っており、かつ特定の音声やデータ等の送受信を行っている状態を指す。 

*3 調査票受領後の任意の 1週間の記録に基づく、免許人が管理する全ての無線局の 1日における運用状態の回答を示

す。 

*4 表示していないシステムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

80GHz帯高速無線伝送システム

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
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図表－四－１０－６ 「年間の運用状態」のシステム別比較を見ると、80GHz 帯高速

無線伝送システムは、「30 日未満」とした割合が最も大きく 75.0％となっているが、

「365 日（1年間）」と回答した割合も 25.0％存在している。 

40GHz 帯画像伝送(公共業務用)は、「30 日未満」と回答した割合が 100％となってい

る。 

 
図表－四－１０－６ 「年間の運用状態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 過去 1年間において、管理する全ての無線局のうち 1局でも通信状態（1日あたりの通信時間がどの程度かは問わ

ない）であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数で回答されている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

25.0% 75.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

365日（1年間） 250日以上365日未満 150日以上250日未満 30日以上150日未満 30日未満
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 エリア利用状況 

図表－四－１０－７ 「運用区域」のシステム別比較を見ると、40GHz帯画像伝送(公

共業務用)は、四国管内で運用していると回答した割合は 100％である。80GHz 帯高速

無線伝送システムは、海上以外全国で運用されている。 

 
図表－四－１０－７ 「運用区域」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合は、該当する区域において、過去 1年間に無線局を運用した免許人数の割合を表す。記録がない場合

は、おおよその日数で回答されている。 

*2 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*4 運用区域が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの区域で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各総合通信局の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 移動しない無線局の場合は、管理する全ての無線局の設置場所が含まれる区域、及び当該無線局の通信の相手方（衛

星の場合を除く）の無線局又は受信設備が所在する区域を示す。 

*8 移動する無線局の場合は、管理する全ての無線局が、実際に運用された移動範囲（上空を含む）の区域を示す。 

*9 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 海上
40GHz帯画像伝送（公共業務用） 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
40GHz帯公共・一般業務（中継系） 0 - - - - - - - - - - - -
38GHz帯FWA 0 - - - - - - - - - - - -
40GHz帯駅ホーム画像伝送 0 - - - - - - - - - - - -
80GHz帯高速無線伝送システム 4 25.0% 25.0% 50.0% 25.0% 50.0% 50.0% 50.0% 25.0% 100.0% 25.0% 25.0% 0.0%
120GHz帯映像FPU 0 - - - - - - - - - - - -
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 周波数帯利用状況 

図表－四－１０－８ 「電波の容量」のシステム別比較を見ると、いずれのシステム

も、「音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため」と回答した割合は 100％

となっている。 

 
図表－四－１０－８ 「電波の容量」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

音声やデータ等の通信に必要な通信量を確保するため レーダー等で必要な分解能を確保するため 理由は把握していない その他
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 技術利用状況 

図表－四－１０－９ 「通信技術の高度化」のシステム別比較を見ると、いずれのシ

ステムも、「導入予定なし」と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－１０－９ 「通信技術の高度化」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 導入予定技術が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの技術で計上している。 

*4 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*5 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*6 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数 デジタル方式を導入予定
より多値化した変調方式

を導入予定
狭帯域化（ナロー化）した

技術を導入予定
導入予定なし その他

40GHz帯画像伝送（公共業務用） 2 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
40GHz帯公共・一般業務（中継系） 0 - - - - -
38GHz帯FWA 0 - - - - -
40GHz帯駅ホーム画像伝送 0 - - - - -
80GHz帯高速無線伝送システム 4 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
120GHz帯映像FPU 0 - - - - -
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 運用管理取組状況 

図表－四－１０－１０ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較については、当

周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 

図表－四－１０－１０ 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－１０－１１ 「想定している地震の規模」のシステム別比較については、

当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とす

る。 

 
図表－四－１０－１１ 「想定している地震の規模」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

地震対策（耐震補強等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

地震対策（耐震補強等） 対策を行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

東日本大震災（震度7）と同等またはそれ以上の規模を想定し、対策を実施している

東日本大震災（震度7）レベルを想定した対策は実施していない
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図表－四－１０－１２ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較については、当

周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－１０－１２ 「地震対策の具体的内容」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 地震対策の具体的内容が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの対策で計上している。 

*4 「地震対策（耐震補強等）」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策を行っている」、

「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－１０－１３ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉に

よる対策等）」のシステム別比較については、当周波数区分において、当該システムの

無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－１０－１３ 「津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等）」の 

システム別比較  

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
建物や鉄塔等の構造物

の耐震補強

ネットワークの信頼性向
上（通信装置の二重化等
の装置の冗長性確保、多
ルート化、有線系や他の
無線システム等を利用し
た経路の冗長性確保）

サービス早期復旧に向け
た体制整備（災害対策機
器の活用、復旧用資器材
の調達、復旧要員の確

保）

その他

40GHz帯公共・一般業務（中継系） 0 - - - -

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

津波・水害対策（中層階（３階以上）への設置や防水扉による対策等） 対策を行っていない
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図表－四－１０－１４ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較については、当周

波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－１０－１４ 「火災対策（消火設備）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－１０－１５ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較につ

いては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象

外とする。 

 
図表－四－１０－１５ 「故障対策（代替用予備機の設置等）」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

火災対策（消火設備） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

火災対策（消火設備） 対策を行っていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの全ての無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 当該システムの一部の無線局について対策を行っている

故障対策（代替用予備機の設置等） 対策を行っていない
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図表－四－１０－１６「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」の

システム別比較については、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在し

ないため、評価の対象外とする。 

 

図表－四－１０－１６ 「休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「災害・故障時等の具体的な対策の有無」の対策度合別比較において、「当該システムの全ての無線局について対策

を行っている」、「当該システムの一部の無線局について対策を行っている」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

 

図表－四－１０－１７ 「予備電源の有無」のシステム別比較については、当周波数

区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－１０－１７ 「予備電源の有無」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

当該システムの全ての無線局について復旧体制が整備されている 当該システムの一部の無線局について復旧体制が整備されている

復旧体制が整備されていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している 当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している

予備電源を保有していない
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図表－四－１０－１８ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別

比較については、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評

価の対象外とする。 

 
図表－四－１０－１８ 「予備電源の運用にあたり想定している事態」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 予備電源の運用にあたり想定している事態が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計

上している。 

*4 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 
  

対象回答数 システム故障等に伴う停電 地震、火災、津波・水害等の災害
40GHz帯公共・一般業務（中継系） 0 - -
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図表－四－１０－１９ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較に

ついては、当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しないため、評価の対

象外とする。 

 
図表－四－１０－１９ 「予備電源によるシステムの運用可否」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「予備電源の有無」のシステム別比較において、「当該システムの全ての無線局について予備電源を保有している」、

「当該システムの一部の無線局について予備電源を保有している」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障は出ない

復旧まで、予備電源を使用することで当該システムの運用に支障が出る
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 電波を有効利用するための計画（他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数

の移行計画等を含む。） 

 今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画 

図表－四－１０－２０ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」

のシステム別比較（無線局数の増減）を見ると、40GHz 帯画像伝送（公共業務用）は、

「減少する予定」と回答した割合が 50％、「増減の予定はない」とした割合が 50％と

なっている。 

80GHz 帯高速無線伝送システムは、「増減の予定はない」、「50％未満増加する予定」、

「50％以上 100未満増加する予定」及び「100％以上増加する予定」と回答した割合は、

それぞれ 25.0％となっている。 
 

図表－四－１０－２０ 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（無線局数の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

50.0%

25.0% 25.0% 25.0%

50.0%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

無線局数の増減 減少する予定 無線局数の増減 50%未満増加する予定

無線局数の増減 50%以上100%未満増加する予定 無線局数の増減 100%以上増加する予定

無線局数の増減 増減の予定はない
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図表－四－１０－２１ 「無線局数減少理由」のシステム別比較を見ると、40GHz 帯

画像伝送(公共業務用)は、「他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定である

ため」としている。 

 
図表－四－１０－２１ 「無線局数減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

80GHz帯高速無線伝送システム

120GHz帯映像FPU

他の電気通信手段で代替する予定であるため 他の周波数帯の同様な無線システムへ移行する予定であるため

廃止を予定しているから その他
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図表－四－１０－２２ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較については、

当周波数区分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象で

ある無線局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－１０－２２ 「他の電気通信手段への代替」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「無線局数減少理由」のシステム別比較において、「他の電気通信手段で代替する予定であるため」と回答した免許

人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

80GHz帯高速無線伝送システム

120GHz帯映像FPU

有線系（光ファイバー等） 衛星通信システム 携帯電話システム その他
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図表－四－１０－２３ 「無線局数増加理由」のシステム別比較を見ると、80GHz 帯

高速無線伝送システムは、「新規に導入する予定であるため」と回答した割合が 100％

となっている。 

 
図表－四－１０－２３ 「無線局数増加理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（無線局数の増減）において、「無線

局数の増減 50％未満増加する予定」、「無線局数の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「無線局数の増減 

100％以上増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

他の周波数帯を利用する既存無線局から移行する予定であるため

他の電気通信手段（有線系を含む）との冗長性確保のために導入する予定であるため

新規に導入する予定であるため

その他
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図表－四－１０－２４ 「今後、3 年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」

のシステム別比較（通信量の増減）を見ると、40GHz帯画像伝送（公共業務用）が「増

減の予定はない」と回答している。 

80GHz 帯高速無線伝送システムは、「増減の予定はない」、「50％未満増加する予定」、

「50％以上 100未満増加する予定」及び「100％以上増加する予定」と回答した割合は、

それぞれ 25.0％となっている。 

 
図表－四－１０－２４ 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」の 

システム別比較（通信量の増減） 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

25.0% 25.0% 25.0%

100.0%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

通信量の増減 減少する予定 通信量の増減 50%未満増加する予定

通信量の増減 50%以上100%未満増加する予定 通信量の増減 100%以上増加する予定

通信量の増減 増減の予定はない
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図表－四－１０－２５ 「通信量減少理由」のシステム別比較については、当周波数

区分において、当該システムの無線局が存在しない、又は設問の回答対象である無線

局が存在しないため、評価の対象外とする。 

 
図表－四－１０－２５ 「通信量減少理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 減少する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

80GHz帯高速無線伝送システム

120GHz帯映像FPU

現在の通信量より少ない通信量で足る予定であるため

通信の頻度が少なくなる予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）をより利用していく予定であるため

その他
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図表－四－１０－２６ 「通信量増加理由」のシステム別比較を見ると、80GHz 帯高

速無線伝送システムは、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため」とし

た割合が 66.7％、「通信の頻度が増加する予定であるため」と回答した割合が 33.3％

となっている。 

 
図表－四－１０－２６ 「通信量増加理由」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 「今後、3年間で見込まれる保持する無線局に関する計画」のシステム別比較（通信量の増減）において、「通信量

の増減 50％未満増加する予定」、「通信量の増減 50％以上 100％未満増加する予定」、「通信量の増減 100％以上

増加する予定」と回答した免許人を対象としている。 

*3 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

66.7% 33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

現在の通信量より大容量の通信を行う予定であるため

通信の頻度が増加する予定であるため

冗長性を確保している他の電気通信手段（有線系を含む）から本システムをより利用していく予定であるため

その他
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 移行及び代替可能性 

図表－四－１０－２７ 「移行可能性」のシステム別比較を見ると、40GHz 帯画像伝

送（公共業務用）は、「全ての無線局について移行が可能」及び「一部の無線局につい

て移行が可能」と回答した割合がいずれも 50％である。 

80GHz 帯高速無線伝送システムは、「将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討」

と回答した割合が 100％となっている。 

 
図表－四－１０－２７ 「移行可能性」のシステム別比較 

 
*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

50.0% 50.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

当該システムの全ての無線局について移行が可能 当該システムの一部の無線局について移行が可能

将来移行可能な周波数帯が提示されれば検討
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図表－四－１０－２８ 「代替可能性」のシステム別比較を見ると、80GHz 帯高速無

線伝送システムは、「全ての無線局について代替することが可能」と回答した割合が最

も大きく 75.0％となっており、残る 25.0％は「代替することは困難」と回答している。 

40GHz帯画像伝送（公共業務用）は、「代替することは困難」と回答した割合が 100％

となっている。 

 
図表－四－１０－２８ 「代替可能性」のシステム別比較  

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 空欄の電波利用システムについては、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合に

おいて無線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局

が存在する電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

75.0% 25.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

80GHz帯高速無線伝送システム

40GHz帯画像伝送（公共業務用）

40GHz帯公共・一般業務（中継系）

38GHz帯FWA

40GHz帯駅ホーム画像伝送

120GHz帯映像FPU

当該システムの全ての無線局について代替することが可能 当該システムの一部の無線局について代替することが可能

代替することは困難



3-9-270 

図表－四－１０－２９ 「代替困難な理由」のシステム別比較を見ると、40GHz 帯画

像伝送（公共業務用）は、「代替可能な電気通信手段（有線系を含む）が提供されてい

ないため」と回答した割合が最も大きく 50.0％となっている。「その他」の主な回答は、

「災害時の使用を想定しているため他の電気通信手段は現実的でない。」である。 

80GHz 帯高速無線伝送システムは、「代替可能な電気通信手段（有線系を含む）が提

供されていないため」と回答した割合が最も大きく 75.0％となっており、次いで「経

済的な理由のため」及び「地理的に制約があるため」とした割合がそれぞれ 50.0％と

なっている。「その他」の主な回答は、「大規模災害により光ファイバーケーブルが被災

した箇所へ通信サービスを提供するため。」である。 

 
図表－四－１０－２９ 「代替困難な理由」のシステム別比較 

 

*1 図表中の割合の算出は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 対象回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 代替困難な理由が複数ある場合は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*4 「他の電気通信手段への代替可能性」のシステム別比較において、「当該システムの一部の無線局について代替する

ことが可能」、「代替することは困難」と回答した免許人を対象としている。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

*6 システムごとに、各選択肢の中で調査票に回答した免許人数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。 

*7 〔-〕と表示している場合は、（１）②電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合において無

線局数が 0局の電波利用システムは当該システムの無線局が存在しないこと、同（１）②において無線局が存在す

る電波利用システムは当設問の回答対象である無線局が存在しないことを示している。 

  

対象回答数
非常災害時等に備えた冗長

性が確保できないため
経済的な理由のため 地理的に制約があるため

必要な回線品質が得られな
いため

代替可能な電気通信手段
（有線系を含む）が提供され

ていないため
その他

40GHz帯画像伝送（公共業務用） 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0%
40GHz帯公共・一般業務（中継系） 0 - - - - - -
38GHz帯FWA 0 - - - - - -
40GHz帯駅ホーム画像伝送 0 - - - - - -
80GHz帯高速無線伝送システム 4 25.0% 50.0% 50.0% 25.0% 75.0% 25.0%
120GHz帯映像FPU 0 - - - - - -
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 総合評価 

 周波数割当ての動向 

本周波数区分では、画像伝送及びデータ伝送用無線の高度化のため、周波数割当計画

を変更し、平成 27年 9月に 60GHz帯を周波数拡張して小電力データ通信システムに割

当てている。 

また、WRC-15 の審議結果を受け、平成 28 年 12 月に 79GHz 帯車載レーダーに 77.5-

78GHz を追加した。 

 周波数に係る評価 

本周波数区分の利用状況については、47GHz帯アマチュアが 27.9％、80GHz帯高速無

線伝送システムが 21.3％、50GHz 帯簡易無線が 18.0％となっており、これら 3 つのシ

ステムで本周波数区分の無線局の約 67.2％となっている。平成 27年度調査時と比較す

ると、11局増加となっている。80GHz帯高速無線伝送システムについては、約 13倍増

加し、26 局となっている。その他のシステムの無線局数については、ほぼ横ばいで推

移している。 

80GHz帯高速無線伝送システムについては、75％の免許人が今後 3年間で無線局が増

加する予定と回答しており、その理由として新規導入を挙げていることから、引き続

き無線局の増加が見込まれる。 

40GHz 帯画像伝送（公共業務用）については、50%の免許人が無線局が減少する予定

と回答しており、その理由として他の電気通信手段への移行を挙げていることから、

無線局が減少する予定である。 

無線局の年間の運用状態については、40GHz帯画像伝送（公共業務用）の全ての免許

人が 30日未満の運用と回答している。 

 電波に関する需要の動向 

情報通信審議会において、37.0-43.5GHz帯における 5Gの導入に向けた検討が行われ

ている。 

37.0-43.5GHz、45.5-50.2GHz、50.4-52.6GHz、66.0-76.0GHz及び 81.0-86.0GHz につ

いては、WRC-19で国際的な IMT周波数の特定に向けた検討が行われる予定である。 

 総合評価 

本周波数帯は、47GHz 帯アマチュア、80GHz 帯高速無線伝送システム、50GHz 帯簡易

無線が全体の約 6割以上で利用されている。 

50GHz 帯簡易無線及び 40GHz帯公共・一般業務（中継系）については、無線局が減少

傾向にあり、今後の動向に注視していくことが望ましい。 

80GHz 帯高速無線伝送システムについては、平成 26 年に狭帯域化の制度整備後、増

加傾向にあり、周波数の有効利用が進んでいると認められる。 

当該周波数帯は、全周波数区分の中で最も高い周波数で、新規周波数の開拓が活発に

進められている周波数である。今後も利用可能な周波数を増やすための研究開発や技

術試験事務を進めるとともに、すでに導入された無線システムの普及が円滑に進むよ

うに、ニーズを踏まえて適切に高度化や制度改正などの対応を行っていくことが必要

である。 

5G の需要増に対応するため、37.0-43.5GHz 帯において 5G 候補周波数帯として検討

が進められているほか、37.0-43.5GHz、45.5-50.2GHz、50.4-52.6GHz、66.0-76.0GHz及

び 81.0-86.0GHz 帯は WRC-19 で国際的な IMT 周波数の特定に向けた検討が行われる予
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定である。これを踏まえ、本周波数区分において既存無線システムとのダイナミック

な周波数共用の可能性のある周波数帯の検討を推進することが望ましい。 

 




